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プロローグ
2026年8月2日、ブリュッセルからの電話

2026年8月2日は日曜日でした。その日の午後、私はパンギョにある人工知能企業の代
表から電話を受けました。声がいつもと違っていました。欧州のパートナー企業から
メールが1通届き、私たちのチャットボットが今日から欧州の法律に違反しているよ
うだ、という内容だったとのことです。そんなはずはないと思ったそうです。自分た
ちは欧州にオフィスもなく、ただサービスに相談チャットボットを1つ組み込んだだ
けなのだから、と。

私は彼に、チャットボットが欧州の利用者と対話する際、それが人工知能であること
を伝えているかと尋ねました。しばし沈黙が流れました。なぜそんなことを知らせな
ければならないのか、という問い返しが返ってきました。その問い返しの中に、本書
が執筆されるに至った理由のすべてが含まれていました。

その日は、欧州人工知能法第50条の透明性義務が全面施行された日でした。人と対話
する人工知能はその日から、自らが人工知能であることを利用者に知らせなければな
らなくなりました。パンギョのその企業は、自社がその法律の適用を受けることすら
知りませんでした。欧州に法人がないため、欧州の法律とは無関係だと信じていたか
らです。しかし、その企業のチャットボットは欧州の利用者と対話しており、その瞬
間、企業の所在地は重要ではありませんでした。重要だったのは、その人工知能が欧
州で何をしているかでした。

このような電話を、私は何度も受けました。ある企業は生成AIで作成した広告動画が
問題になり、ある企業は欧州の銀行に納品した審査システムが抵触しました。共通点
がありました。皆、自社が規制対象であることすら知らなかったということです。そ
して知った時には、すでにその規制が施行された後だったということです。

世の中には欧州人工知能法を扱った資料があふれています。法律事務所のニュースレ
ター、コンサルティングファームの白書、条文を要約したガイドブック。その多くは
条文が何を規定しているかを記し、施行日を羅列しています。それらを読んだとして
も、パンギョの代表は自社が対象になるとは気づかなかったでしょう。それらの資料
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は欧州企業を想定して書かれていたか、あるいは条文を整理するにとどまっていたか
らです。

本書は異なる立場から執筆しています。ソウルに本社を置く企業を最初から想定して
います。条文が何を規定しているかよりも、執行当局がその条文をどのように捉える
かを書いています。そして、判断が必要な局面では判断を避けません。「私はこの条
項をこのように読みます」「ここでは見解が分かれます」「この部分はまだ確実では
ありません」といった文章を書くつもりです。参照資料としての中立性が多少薄れた
としても、人間が書いた本であるという印象を残す道を選びました。

本書が2つの役割を果たせることを願っています。1つは判断ツールです。欧州進出を
検討する企業の経営陣が30分を費やして「自社がこの法律の適用を受けるか」「受け
るとすればどの区分に該当するか」に答えられるようになれば幸いです。もう1つは
実務マニュアルです。コンプライアンス担当者が付録のチェックリストを印刷してデ
スクに置いて活用できることを願っています。そのため、各章の前半部は読み物とし
て、後半部は参照用資料として構成しています。

1つ、あらかじめお伝えしておきたいことがあります。本書のテーマは今もなお動い
ています。執筆中にも施行日が変更され、ガイドラインが公表されました。2026年6
月29日には、多くの日程を引き直した改正案が最終承認されました。そのため、本書
における日付や数値は別途分けて管理しており、読者の皆様におかれましても、実際
の準備に取りかかる前にもう一度その部分をご確認いただくことをお勧めします。地
盤はまだ少しずつ動いているのです。

パンギョのその代表と、私はその日の夜、長電話をしました。何に抵触しており、何
を優先して行うべきか、そして何にはまだ猶予があるのかを整理しました。通話の最
後に彼が言いました。「もっと早く知っていればよかったのに」。本書はその「もっ
と早く」のためのものです。8月2日にかかってくる電話よりも、その前に開かれる本
となることを願っています。
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第1章 域外適用の実態
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釜山のある医療機器企業の話から始めましょう。この企業は、胸部X線画像を読影し、
結節が疑われる部位を表示するAI読影補助ソフトウェアを開発しています。開発も、
学習も、サーバーの運用も、すべて韓国国内で行われています。EUには支社も従業員
もなく、契約書に捺印したこともありません。しかし、このソフトウェアがドイツの
ある大学病院の放射線科にライセンス形態で供給され、実際の読影補助に使われ始め
た瞬間、この企業は欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」）
の 適用対象となります。サーバーは釜山にあり、出力結果だけがドイツに送られる場
合であっても同様です。法人登記簿にEUの住所が1行も記載されていなくても、そう
なのです。

多くの韓国企業の法務担当者が、ここで一度つまづきます。「当社はEUに進出したこ
とがない」という文と、「当社はEU AI法の規制対象である」という文が、同時に真
であり得るという事実を受け入れるのに時間がかかるためです。私は、この点こそが
本書全体を貫く最初の関門であると考えます。国境を越えるのは企業ではなく、産出
物（アウトプット）です。アンドAI法は、まさにその産出物の到着地を基準にして管
轄権を設定しています。
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1.1 ソウルの企業がEU法の規制を受ける3つのルート

AI法第2条第1項は、本法が誰に適用されるかを定める条文です。ここに韓国企業が該
当するルートが3つあります。条文の順序通り、(a)号、(b)号、(c)号です。

(a)号ルートは、EU市場にAIシステムや汎用AIモデル（General-Purpose AI model、
以下「GPAIモデル」）を市場に投入（placing on the market）するか、サービスに
供する（putting into service）提供者（provider）です。条文には「EU内に設立され
ているか、または位置しているかにかかわらず」という文言があえて盛り込まれてい
ます。韓国企業がソウル本社でAIシステムやGPAIモデルを開発し、EUの顧客に直接
販売するかAPIで提供する場合、EUに物理的な支社が一つもなくても提供者としての
義務を負います。市場への投入は、ライブラリ形式であれ、API形式であれ、直接ダ
ウンロードであれ、さらには物理的な複製物であれ成立し得るという点が、実務では
見落とされがちです。SaaS契約書1枚でも市場投入が成立することを意味します。

(b)号ルートは、EU内に設立されているか位置するAIシステムの展開者（deployer）
です。このルートにソウル本社が直接該当することは稀です。ただし、韓国企業がEU
に子会社や支店を設立し、そのEU法人が業務上AIシステムを使用する場合、そのEU
法人が展開者となります。本社ではなく現地法人が規制対象となる構造ですが、だか
らといって本社が安心できるわけではありません。ホールディングス（持株会社）レ
ベルでのコンプライアンス方針が必要となるポイントだからです。

残る(c)号ルートこそが、本章の真のテーマです。AIシステムが生成した産出物（
output）がEU内で使用される場合、その提供者と展開者の双方がEU域外にいても本
法の適用を受けます。釜山の医療機器企業の事例がまさにこのルートです。私はこの
条項を次のように読み解きます。EUの立法者は、物理的な国境で管轄権を線引きする
方法がAI時代にはもはや機能しないと判断したのです。クラウドでサービスが行き交
い、API呼び出し一つで国境を越える産業において、企業の所在地を基準にすれば、
規制はスカスカの網になってしまいます。そのため、産出物の到着地、すなわち結果
が実際に使われる場所へと基準をシフトさせたのです。

3つのルートを1文で整理すると次のようになります。売る人、使う人、結果が到着す
る場所、この3つのポイントのうち1つでもEU内にあれば、法が適用されます。韓国
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企業のほとんどは、1つ目と3つ目のルートで該当することになります。
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1.2 提供者・展開者・輸入者・販売業者の区分

AI法第3条は、サプライチェーンにおける役割を4つに分類しています。同じ企業であっ
ても、取引構造によってこの4つのうちどれに該当するかが変わり、義務の重みも大
きく異なります。

提供者（provider）は、第3条第2号（AIシステム）および第3号（GPAIモデル）で定
義されています。AIシステムやGPAIモデルを開発する、あるいは開発するよう指示し、
自らの名称や商標でEU市場に商用化する主体です。4つの役割の中で義務の重みが最
も大きいと言えます。高リスクAIシステムの提供者は、リスク管理システムを常時運
用しなければならず、学習データセットのバイアスを検証しなければならず、技術文
書や自動記録機能を設計段階から組み込まなければなりません。GPAIモデルの提供者
は、2025年8月2日から、技術文書の作成および維持、下流の統合事業者への情報提供、
EU著作権法の遵守方針の策定、学習コンテンツの要約の公開という4つの義務を負い
ます。これら4つは、デジタル・オムニバス改正においても手をつづけられませんで
した。そのまま存続している義務であることを意味します。

累積計算量が10の25乗FLOPを超え、システム的リスク（systemic risk）が存在する
と推定されるGPAIモデルであれば、義務がもう一段層追加されます。最新の技術水準
に合わせたモデル評価、敵対的試験（すなわちレッドチームテスト）、システム的リ
スクの評価および緩和、重大なインシデントのAIオフィス（AI Office）への報告、適
切な水準のサイバーセキュリティの確保です。閾値に達した場合は遅滞なく、遅くと
も2週間以内にAIオフィスに通知しなければなりません。韓国国内の生成AIスタート
アップが大型モデルを自社開発して海外に供給する構想を描いているのであれば、こ
の閾値の計算を脚注ではなく事業計画書の本文に入れるべきだと私は考えます。

展開者（deployer）は、第3条第4号で定義されています。自らの権限のもと、AIシス
テムを業務上の目的で使用する公共機関、機関、団体、その他の法人です。AIシステ
ムの購入者や利用者と呼ばれることもあります。高リスクAIシステムの展開者であれ
ば、提供者が提供した取扱説明書通りにシステムを運用し、入力データの関連性を管
理し、人間が最終判断を握る人間監督体制を維持しなければなりません。前述の通り、
ソウル本社が直接展開者となるケースは稀であり、EU現地法人が展開者の役割を担う
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構造が一般的です。

輸入者（importer）は第3条第6号、EU域外で生産されたAIシステムをEU市場に初め
て導入する主体です。販売業者（distributor）は第3条第7号、EU市場でそのシステ
ムを販売するものの、提供者でも輸入者でもない者です。双方ともサプライチェーン
の中間者の役割を果たします。韓国企業が開発したAIシステムをEUのパートナー企業
が買い取り、EU市場に初めて投入する場合、韓国企業は提供者、そのパートナー企業
は輸入者となります。責任が分担される構造ではありますが、分担されたからといっ
て軽くなるわけではありません。輸入者と販売業者は、高リスクAIシステムを市場に
投入する前に、CEマーキングの付与有無、EU適合宣言書および取扱説明書の同梱有
無、提供者および輸入者それぞれの義務履行有無を確認する義務を負うからです。契
約書に「提供者は韓国企業、輸入者はEUパートナー企業」とだけ記載して済ませる実
務は危険です。輸入者側の義務をパートナー企業が実際に履行できなければ、その不
履行が最終的に韓国企業側の供給関係全体を揺るがすトラブルとして跳ね返ってくる
ためです。

1つ条文を付け加えます。AIシステムが実質的な変更（substantial modification）を
経たり、意図された目的が変更されて高リスクシステムとなる場合、元の提供者では
なく、その変更を加えた主体が新たな提供者として義務を負います。韓国企業が開発
した汎用画像解析エンジンを、EUのパートナー企業が医療診断用に改造して使用する
場合、提供者の地位がそのパートナー企業に移転し得ることを意味します。この点は、
契約書において改造や再ライセンスの条項をどれほど精緻に記述するかによって結果
が分かれます。
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1.3 産出物がEUで使用される場合（第2条第1項(c)号）

この条項がなぜ韓国企業にとってとりわけ重要であるかは、すでにお伝えしました。
ここでは、もう少し踏み込んで掘り下げてみます。

第2条第1項(c)号は、「EU内に設立されているか、または位置しているかにかかわら
ず、AIシステムによって生成された産出物がEU内で使用される場合、その提供者およ
び展開者」に本法が適用されると明記しています。物理的な位置も、提供者の国籍も
基準ではありません。成果物の最終到着地、あるいは影響が及ぶ場所が基準となりま
す。この設計は、AI技術の国境のない特性と、EU市民の健康・安全・基本権を守ると
いう立法の意志が噛み合った結果であると私は見ています。

実務においてこの条項に該当するルートは、思いのほか多様です。直接販売だけが問
題ではありません。APIの提供、ソフトウェアライブラリの供給、モバイルアプリ内
に組み込まれたモデル、これらすべてが産出物がEUへと流入する経路となります。韓
国企業が開発したAI翻訳サービスをEU居住者がウェブやアプリで利用し、その翻訳結
果がEU内で使用される場合、このサービス一つだけでも適用対象となります。釜山の
医療機器企業の読影補助ソフトウェアも同様です。エンジンは韓国国内のデータセン
ターで稼働し、出力結果だけが送信されるとしても、その出力結果がドイツの医療陣
の判断に実際に影響を与えた瞬間、法的影響圏内に入ることになります。

率直に申し上げますと、「産出物がEU内で使用される」という文言が具体的にどこま
でを指すのかは、まだ完全に定まっていません。サービス型AIのように複数の段階を
経て結果が伝達される構造では、各段階の主体の責任範囲が事例ごとに異なって判断
される可能性が高いでしょう。私はこの不確実性を、悪い知らせとだけ捉える必要は
ないと考えます。まだ判例も執行事例も蓄積されていない現在の段階では、保守的に
解釈して準備を進めておく方が、将来的に事例が積み重なった際、有利な立場に立て
るはずです。

執行面の話をもう少しいたしましょう。AI法の遵守状況はAIオフィス（AI Office）が
監督し、GPAIモデルの提供者に対してはAIオフィスが独占的な管轄権を有します。整
合規格（harmonised standards）を遵守しているか、AI生成物の透明性に関する行
動規範（Code of Practice）に署名して実際に遵守しているかを、AIオフィスは遵守
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判定の根拠とします。行動規範への署名は法的義務ではなく任意事項ですが、私はこ
れを単なる選択肢というより保険に近いものと捉えています。後で制裁金の金額を決
定する際、軽減要因として作用する余地があるためです。

日付と金額についても正確に押さえておきましょう。AI法は2024年8月1日に発効し、
2025年2月2日から人間の行動操作や社会的信用評価といった禁止される慣行（第5条）
に関する規制が 第1章 域外適用の実態

釜山のある医療機器企業の話から始めましょう。この企業は、胸部X線画像を読影し、
結節が疑われる部位を表示するAI読影補助ソフトウェアを開発しています。開発も、
学習も、サーバーの運用も、すべて韓国国内で行われています。EUには 支社も従業
員もなく、契約書に捺印したこともありません。しかし、このソフトウェアがドイツ
のある大学病院の放射線科にライセンス形態で供給され、実際の読影補助に使われ始
めた瞬間、この企業は欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」
）の適用対象となります。サーバーは釜山にあり、出力結果だけがドイツに送られる
場合であっても同様です。法人登記簿にEUの住所が1行も記載されていなくても、そ
うなのです。

多くの韓国企業の法務担当者が、ここで一度つまづきます。「当社はEUに進出したこ
とがない」という文と、「当社はEU AI法の規制対象である」という文が、同時に真
であり得るという事実を受け入れるのに時間がかかるためです。私は、この点こそが
本書全体を貫く最初の関門であると考えます。国境を越えるのは企業ではなく、産出
物（アウトプット）です。アンドAI法は、まさにその産出物の到着地を基準にして管
轄権を設定しています。
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1.1 ソウルの企業がEU法の規制を受ける3つのルート

AI法第2条第1項は、本法が誰に適用されるかを定める条文です。ここに韓国企業が該
当するルートが3つあります。条文の順序通り、(a)号、(b)号、(c)号です。

(a)号ルートは、EU市場にAIシステムや汎用AIモデル（General-Purpose AI model、
以下「GPAIモデル」）を市場に投入（placing on the market）するか、サービスに
供する（putting into service）提供者（provider）です。条文には「EU内に設立され
ているか、または位置しているかにかかわらず」という文言があえて盛り込まれてい
ます。韓国企業がソウル本社でAIシステムやGPAIモデルを 開発し、EUの顧客に直接
販売するかAPIで提供する場合、EUに物理的な支社が一つもなくても提供者としての
義務を負います。市場への投入は、ライブラリ形式であれ、API形式であれ、直接ダ
ウンロードであれ、さらには物理的な複製物であれ成立し得るという点が、実務では
見落とされがちです。SaaS契約書1枚でも市場投入が成立することを意味します。

(b)号ルートは、EU内に設立されているか位置するAIシステムの展開者（deployer）
です。このルートにソウル本社が直接該当することは稀です。ただし、韓国企業がEU
に子会社や支店を設立し、そのEU法人が業務上AIシステムを使用する場合、そのEU
法人が展開者となります。本社ではなく現地法人が規制対象となる構造ですが、だか
らといって本社が安心できるわけではありません。ホールディングス（持株会社）レ
ベルでのコンプライアンス方針が必要となるポイントだからです。

残る(c)号ルートこそが、本章の真のテーマです。AIシステムが生成した産出物（
output）がEU内で使用される場合、その提供者と展開者の双方がEU域外にいても本
法の適用を受けます。釜山の医療機器企業の事例がまさにこのルートです。私はこの
条項を次のように読み解きます。EUの立法者は、物理的な国境で管轄権を線引きする
方法がAI時代にはもはや機能しないと判断したのです。クラウドでサービスが行き交
い、API呼び出し一つで国境を越える産業において、企業の所在地を基準にすれば、
規制はスカスカの網になってしまいます。そのため、産出物の到着地、すなわち結果
が実際に使われる場所へと基準をシフトさせたのです。

3つのルートを1文で整理すると次のようになります。売る人、使う人、結果が到着す
る場所、この3つのポイントのうち1つでもEU内にあれば、法が適用されます。韓国
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企業のほとんどは、1つ目と3つ目のルートで該当することになります。
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1.2 提供者・展開者・輸入者・販売業者の区分

AI法第3条は、サプライチェーンにおける役割を4つに分類しています。同じ企業であっ
ても、取引構造によってこの4つのうちどれに該当するかが変わり、義務の重みも大
きく異なります。

提供者（provider）は、第3条第2号（AIシステム）および第3号（GPAIモデル）で定
義されています。AIシステムやGPAIモデルを開発する、あるいは開発するよう指示し、
自らの名称や商標でEU市場に商用化する主体です。4つの役割の中で義務の重みが最
も大きいと言えます。高リスクAIシステムの提供者は、リスク管理システムを常時運
用しなければならず、学習データセットのバイアスを検証しなければならず、技術文
書や自動記録機能を設計段階から組み込まなければなりません。GPAIモデルの提供者
は、2025年8月2日から、技術文書の作成および維持、下流の統合事業者への情報提供、
EU著作権法の遵守方針の策定、学習コンテンツの要約の公開という4つの義務を負い
ます。これら4つは、デジタル・オムニバス改正においても手をつづけられませんで
した。そのまま存続している義務であることを意味します。

累積計算量が10の25乗FLOPを超え、システム的リスク（systemic risk）が存在する
と推定されるGPAIモデルであれば、義務がもう一段層追加されます。最新の技術水準
に合わせたモデル評価、敵対的試験（すなわちレッドチームテスト）、システム的リ
スクの評価および緩和、重大なインシデントのAIオフィス（AI Office）への報告、適
切な水準のサイバーセキュリティの確保です。閾値に達した場合は遅滞なく、遅くと
も2週間以内にAIオフィスに通知しなければなりません。韓国国内の生成AIスタート
アップが大型モデルを自社開発して海外に供給する構想を描いているのであれば、こ
の閾値の計算を脚注ではなく事業計画書の本文に入れるべきだと私は考えます。

展開者（deployer）は、第3条第4号で定義されています。自らの権限のもと、AIシス
テムを業務上の目的で使用する公共機関、機関、団体、その他の法人です。AIシステ
ムの購入者や利用者と呼ばれることもあります。高リスクAIシステムの展開者であれ
ば、提供者が提供した取扱説明書通りにシステムを運用し、入力データの関連性を管
理し、人間が最終判断を握る人間監督体制を維持しなければなりません。前述の通り、
ソウル本社が直接展開者となるケースは稀であり、EU現地法人が展開者の役割を担う
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構造が一般的です。

輸入者（importer）は第3条第6号、EU域外で生産されたAIシステムをEU市場に初め
て導入する主体です。販売業者（distributor）は第3条第7号、EU市場でそのシステ
ムを販売するものの、提供者でも輸入者でもない者です。双方ともサプライチェーン
の中間者の役割を果たします。韓国企業が開発したAIシステムをEUのパートナー企業
が買い取り、EU市場に初めて投入する場合、韓国企業は提供者、そのパートナー企業
は輸入者となります。責任が分担される構造ではありますが、分担されたからといっ
て軽くなるわけではありません。輸入者と販売業者は、高リスクAIシステムを市場に
投入する前に、CEマーキングの付与有無、EU適合宣言書および取扱説明書の同梱有
無、提供者および輸入者それぞれの義務履行有無を確認する義務を負うからです。契
約書に「提供者は韓国企業、輸入者はEUパートナー企業」とだけ記載して済ませる実
務は危険です。輸入者側の義務をパートナー企業が実際に履行できなければ、その不
履行が最終的に韓国企業側の供給関係全体を揺るがすトラブルとして跳ね返ってくる
ためです。

1つ条文を付け加えます。AIシステムが実質的な変更（substantial modification）を
経たり、意図された目的が変更されて高リスクシステムとなる場合、元の提供者では
なく、その変更を加えた主体が新たな提供者として義務を負います。韓国企業が開発
した汎用画像解析エンジンを、EUのパートナー企業が医療診断用に改造して使用する
場合、提供者の地位がそのパートナー企業に移転し得ることを意味します。この点は、
契約書において改造や再ライセンスの条項をどれほど精緻に記述するかによって結果
が分かれます。
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1.3 産出物がEUで使用される場合（第2条第1項(c)号）

この条項がなぜ韓国企業にとってとりわけ重要であるかは、すでにお伝えしました。
ここでは、もう少し踏み込んで掘り下げてみます。

第2条第1項(c)号は、「EU内に設立されているか、または位置しているかにかかわら
ず、AIシステムによって生成された産出物がEU内で使用される場合、その提供者およ
び展開者」に本法が適用されると明記しています。物理的な位置も、提供者の国籍も
基準ではありません。成果物の最終到着地、あるいは影響が及ぶ場所が基準となりま
す。この設計は、AI技術の国境のない特性と、EU市民の健康・安全・基本権を守ると
いう立法の意志が噛み合った結果であると私は見ています。

実務においてこの条項に該当するルートは、思いのほか多様です。直接販売だけが問
題ではありません。APIの提供、ソフトウェアライブラリの供給、モバイルアプリ内
に組み込まれたモデル、これらすべてが産出物がEUへと流入する経路となります。韓
国企業が開発したAI翻訳サービスをEU居住者がウェブやアプリで利用し、その翻訳結
果がEU内で使用される場合、このサービス一つだけでも適用対象となります。釜山の
医療機器企業の読影補助ソフトウェアも同様です。エンジンは韓国国内のデータセン
ターで稼働し、出力結果だけが送信されるとしても、その出力結果がドイツの医療陣
の判断に実際に影響を与えた瞬間、法的影響圏内に入ることになります。

率直に申し上げますと、「産出物がEU内で使用される」という文言が具体的にどこま
でを指すのかは、まだ完全に定まっていません。サービス型AIのように複数の段階を
経て結果が伝達される構造では、各段階の主体の責任範囲が事例ごとに異なって判断
される可能性が高いでしょう。私はこの不確実性を、悪い知らせとだけ捉える必要は
ないと考えます。まだ判例も執行事例も蓄積されていない現在の段階では、保守的に
解釈して準備を進めておく方が、将来的に事例が積み重なった際、有利な立場に立て
るはずです。

執行面の話をもう少しいたしましょう。AI法の遵守状況はAIオフィス（AI Office）が
監督し、GPAIモデルの提供者に対してはAIオフィスが独占的な管轄権を有します。整
合規格（harmonised standards）を遵守しているか、AI生成物の透明性に関する行
動規範（Code of Practice）に署名して実際に遵守しているかを、AIオフィスは遵守
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判定の根拠とします。行動規範への署名は法的義務ではなく任意事項ですが、私はこ
れを単なる選択肢というより保険に近いものと捉えています。後で制裁金の金額を決
定する際、軽減要因として作用する余地があるためです。

日付と金額についても正確に押さえておきましょう。AI法は2024年8月1日に発効し、
2025年2月2日から人間の行動操作や社会的信用評価といった禁止される慣行（第5条）
に関する規制が全面的に施行されました。2025年8月2日からGPAIモデル提供者の義
務（第51条から第55条）が適用され始めており、この部分は後述する改正においても
そのまま維持されます。ここまではすでに過ぎた日付であり、議論の余地はありませ
ん。

問題はその次、元々2026年 8月2日に予定されていた高リスクAIシステム（附属書III：
採用・人事管理、必須の公共サービス、生体認証、司法行政など8つの領域）の義務
の全面施行日です。NotebookLMの一次資料を整理していた時点の資料には、この日
付がそのまま確定した時期として記載されていましたが、改めて確認したところ状況
が変わっていました。欧州議会が2026年6月16日にデジタル・オムニバス（Digital
Omnibus on AI）改正案を採択し、理事会が6月29日に最終承認、7月8日に最終法案
への署名が行われました。この改正により、附属書IIIの高リスクシステム単独の義務
施行日は2027年12月2日に延期され、すでにEU製品安全法令の規制を受けている製品
に組み込まれたAIシステム（附属書I）の施行日は2028年8月2日に繰り下げられまし
た。本稿を執筆している2026年7月下旬現在、この改正案は官報（Official Journal）
への掲載を残すのみとなっており、掲載から3日後に発効する仕組みであるため、遅
くとも今月中には効力が発生する見込みです。ただし、2026年8月2日という日付自体
が完全に消滅したわけではありません。第50条の透明性義務の大部分およびGPAIモデ
ルに対するAIオフィスの制裁金科料権限は、この日付にそのまま効力を発揮します。
高リスク規制のみが延期されたのであり、透明性義務とGPAIに対する執行権限は予定
通り始動することを意味します。私はこのポイントで判断が分かれると考えます。ニュ
ースのヘッドラインだけを見て「高リスク規制が丸ごと延期されたのだから2026年は
見送ってよい」と判断してはなりません。見送られるのは附属書IIIの一部であり、残
りの義務は予定通り押し寄せてきます。
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制裁金の金額は3つの層に分かれます。禁止された慣行（第5条）の違反は、最大
3,500万ユーロまたは全世界年間売上高の7%のいずれか高い方です。提供者・展開者・
輸入者・販売業者・GPAIモデル提供者の義務違反を含む大半のその他の違反は、最大
1,500万ユーロまたは全世界年間売上高の3%のいずれか高い方です。監督当局に対し
て不正確、不完全、または誤解を招く情報を提供した場合は、最大750万ユーロまた
は全世界年間売上高の1%のいずれか高い方となります。この最後の金額を「75万ユー
ロ」と記載している資料を時折見かけますが、正確な第99条の原文基準では750万ユー
ロです。桁数が一つ違いますが、取締役会や経営陣に報告する数値ですので正確に把
握する必要があります。中小企業およびスタートアップは、これら3つの層すべてに
おいて、定額と売上高比率のうち低い方が適用されるという優遇措置を受けます。
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1.4 EU域内代理人（第22条および第54条）

EU域外に設立された提供者が高リスクAIシステムやGPAIモデルをEU市場に投入する
には、EU域内に公認代理人（Authorised Representative）を書面による委任によっ
て指定しなければなりません。高リスクAIシステム側は第22条、GPAIモデル側は第54
条にそれぞれ根拠があります。双方の条文とも書面による委任に従って指定しなけれ
ばならないと明記している点が共通しており、いずれも物理的拠点を有しない提供者
に対し、法的接点を強制的に設ける仕組みである点も共通しています。

公認代理人の役割は、書類の保管にとどまりません。提供者の技術文書がAI法の要求
事項を満たしているかを検証し、その記録を10年間保管しなければなりません。EU
の市場監督当局やAIオフィスから情報開示を求められた場合はこれに応じる必要があ
り、リスク緩和措置を含む協力義務も負います。必要に応じて、EUへの登録手続きも
代行します。ここで実務担当者が見落としがちなポイントがあります。提供者がAI法
を遵守できていない状況が確認された場合、公認代理人は自ら委任を解除し、関係当
局へ直ちに通知する義務を負います。公認代理人は単なる提供者の代弁者にとどまら
ず、提供者を監視する窓口でもあるわけです。代理人契約を締結する際、この条項の
重みを軽視して見過ごすと、後々困難な事態に陥ることになります。

例外もあります。GPAIモデルがオープンソースライセンスでリリースされている場合、
システム的リスクが存在すると分類されない限り、代理人の指定義務自体は免除され
ます。ただし、著作権法遵守方針（第53条第1項(c)号）および学習コンテンツの公開
要約（同条(d)号）の義務まで免除されるわけではありません。オープンソースとして
公開したからといって、著作権問題から完全に自由になれるわけではないことを意味
します。

準備の期限を改めて整理すると、GPAIモデルの提供者義務は2025年8月2日からすで
に適用されています。それ以前に市場に投入されたモデルであっても、2027年8月2日
までに遵守措置を完了しなければならないという経過規定（いわゆるグランドファー
ザリング条項）が存在し、これはモデルのライフサイクル全体を通じて継続します。
ソウルに本社を置く企業がEU進出を計画している場合、これらの日付を事業ロードマッ
プの脚注ではなく、契約交渉のスケジュール表に入れるべきだと私は考えます。代理
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人を急いで探そうとすると、契約条件で後手に回るケースを多く目にしてきたからで
す。時間を確保しておくことこそが、交渉力を確保することに直結します。

もう一点、韓国国内の規制との関係についても触れておく必要があります。韓国では
2026年1月22日に「人工知能発展および信頼基盤造成等に関する法律（AI基本法）」
が施行され、同年7月21日からは委任事項を具現化した改正施行令が適用されたこと
で、AI製品・サービス確認制度といった仕組みが新たに創設されました。韓国のAI基
本法における過料は3,000万ウォン以下という水準であり、全世界売上高の7%まで科
されるEU AI法とはスケールが異なります。だからといって国内規制を軽視してよい
わけではありません。同一のAIシステム一つに対し、韓国国内ではAI基本法、EUへ渡
る産出物に対してはEU AI法という二重の規制を同時に満たさなければならない構造
が、すでに完成しているからです。両法の利害・リスク分類基準や義務項目が完全に
一致しているわけではない点にも留意が必要です。国内法対応のチェックリストをそ
のままEU側に転用することはできません。
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1.5 セルフチェックシート

ここまでお読みいただいた内容を実務ですぐに確認できるよう、5つの質問に整理し
ます。1つでも「はい」に該当する場合は、該当する節に戻って義務をご確認くださ
い。

1）自社の名称や商標でAIシステムまたはGPAIモデルを開発し、EUの顧客に直接販売
するか、API、ライセンスの形態で提供していますか。該当する場合、第3条第2号お
よび第3号に定める「提供者」にあたります。第2条第1項(a)号が適用され、第22条ま
たは第54条に基づくEU代理人の指定義務を検討する必要があります。

2）EU内に子会社や支店を設立し、その法人が業務上AIシステムを使用していますか。
該当する場合、そのEU法人は第3条第4号に定める「展開者」にあたります。高リス
クシステムである場合、人間による監督体制および入力データの管理義務を、その法
人のレベルで整える必要があります。

3）自社のAIシステムをEUのパートナー企業が買い取り、EU市場に初めて投入してい
ますか。該当する場合、パートナー企業は第3条第6号に定める「輸入者」、自社は「
提供者」となります。契約書に、輸入者側のCEマーキング、適合宣言、取扱説明書に
関する義務履行の有無を確認する条項が含まれているか、改めてご確認ください。

4）自社がEUに物理的に存在しなくても、自社システムが作成した成果物やサービス
がAPI、ライブラリ、モバイルアプリを通じてEU内のユーザーに到達し、実際に使用
されていますか。該当する場合、第2条第1項(c)号に基づき、提供者義務の全体を検討
しなければなりません。釜山の医療機器企業の事例が、まさにこのケースに該当しま
す。

5）自社のシステムが附属書IIIに該当する採用・人事管理、必須の公共サービス、生
体認証、司法行政の領域にかかわっているか、あるいはすでにEU製品安全法令の規制
を受けている製品（医療機器、機械、玩具、航空機など）に組み込まれていますか。
前者の場合、施行日は2027年12月2日に延期され、後者の場合は2028年8月2日となり
ます。ただし、2026年8月2日に発動する第50条の透明性義務およびGPAIモデルに対
するAIオフィスの制裁金科料権限は、この延期とは無関係にそのまま適用される点を
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見落としてはなりません。

釜山の医療機器企業の担当者が、この5つの質問を前に再び座るとすれば、おそらく1
番と4番で同時に手を挙げることになるでしょう。韓国国内でのみ事業を行っている
と信じ込んできた企業が、EU法の条文の上ではすでに2つの義務を同時に背負ってい
ることになるのです。この事実をいつ知るのか、病院との契約が締結された後なのか、
それとも契約書に判を押す前なのか――その違いが、次章から続く議論の重みを大き
く左右することになります。
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第2章 法の骨組み
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パンギョのヘルスケアスタートアップの代表が私を訪ねてきたのは、先月のことでし
た。病院の救急外来で患者の表情と声のトーンを読み取り、危険度をスコアリングす
るサービスを、欧州のいくつかの病院に導入してみたいとのことでした。彼が携えて
きた質問は一つでした。「これ、欧州でそのまま使えますか」。私は条文を開く前に
問い返しました。「そのサービスは人を監視する側に近いですか、それとも支援する
側に近いですか」。代表はしばし言葉を詰まらせました。その沈黙こそが、本章の出
発点です。欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」）は、ま
さにその質問――このシステムが人にどれほどのリスクを負わせるのか、という一つ
の問いによって全体の構造を築き上げたのです。
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2.1 リスクベース・アプローチという設計思想

AI法は2024年8月1日に発効しました。条文の数だけで113条、附属書まで合わせると
分厚い本一冊分のボリュームです。しかし、この法律を貫く骨組みは意外なほどシン
プルです。リスクが大きければ義務も大きく、リスクがなければ義務もないという「
リスクベース・アプローチ（Risk-Based Approach）」です。米国式に言えば一つの
原則に例外を積み重ねていく方式ではなく、リスク度という物差しでまずシステムを
測り、その目盛りに合わせて規制の強度を配分する方式なのです。

この設計が実務において持つ意味は明確です。同じ企業が開発した二つのAI製品であっ
ても、一方は何の届出義務もなくそのまま販売でき、もう一方は適合性評価を経てCE
マーキングを取得しなければ販売できません。明暗を分ける基準は技術の精巧さでは
なく、その技術が人の健康、安全、基本権に及ぼす影響の大きさです。パンギョの代
表の感情認識サービスが病院の診療補助ツールなのか、労働者の監視ツールなのかに
よって、まったく異なる法律の適用を受ける理由がここにあります。

AI法はシステムを大きく四つの階層に分類します。決して使用してはならない「禁止
された慣行」、厳格な事前義務を負う「高リスクAIシステム」、特定の情報を通知し
なければならない「透明性義務」の対象、そして事実上自由に使用できる「最小リス
クAIシステム」です。私はこの四つの階層をピラミッドとして描くより、四つの敷居
（ハードル）がある廊下として描くことを好みます。ひとつのシステムがこの廊下を
歩みながら、第一の敷居、第二の敷居を順に通過できるか確認を受ける構造だとイメー
ジしていただくと理解しやすいでしょう。
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2.2 禁止、高リスク、透明性、最小リスクという四つの階層

第一の敷居は、端から通行できない扉です。AI法第5条が定める「禁止されるAI慣行
（prohibited AI practices）」がこれに該当します。人が気づかないうちに行動を操
作して危害を加えるシステム、年齢や障害などの脆弱性に付け込んで判断力を鈍らせ
るシステム、政府や企業が個人の社会的行動をスコアリングして不利益を与える「社
会的信用スコアリング（Social Scoring）」、公共の場所で不特定多数をリアルタイ
ムで顔認識する遠隔生体識別システムなどがその代表例です。この条項は法発効の6ヶ
月後である2025年2月2日から、すでに全面的に施行されています。パンギョの代表が
作ろうとしている感情認識サービスも、まずこの敷居を越えなければなりません。職
場での勤怠管理や教育現場で生徒の感情を読み取り評価に反映させる用途であれば、
特定の例外（安全や医療目的）に該当しない限り、この条項に抵触する恐れが大きい
のです。私は感情認識機能を組み込む際には、必ず用途を「診療補助」に絞り込み、
その根拠を文書として残すよう助言しています。

第二の敷居を越えると「高リスクAIシステム（High-Risk AI System）」です。ここに
は二つの進入路があります。一つはAI法第6条第1項に基づき、既存のEU製品安全法令
（附属書 I）の適用を受ける製品、例えばAIベースの医療機器や自動車部品に組み込
まれる安全構成要素です。もう一つはAI法第6条第2項および附属書 IIIに列挙された8
つの使用領域――採用や人事管理、必須の公共サービスへのアクセス、生体識別、法
執行、移民・難民申請・国境管理、司法行政といった領域です。附属書 IIIにリストアッ
プされていても、実際に人の健康、安全、基本権に重大なリスクを及ぼさないのであ
れば高リスクから除外できるという例外条項（第6条第3項）もあります。この例外を
どのように判断するかに関する欧州委員会のガイドラインは2026年2月2日までに発行
されることになっていましたが、私が執筆している現時点では、まだ最終確定版を確
認できていません。実務においては、このガイドラインが出るまでは保守的に、すな
わち附属書 IIIに該当すれば、ひとまず高リスクと仮定して対応する方が安全です。

高リスクに分類された提供者（provider）は、第16条により多くの責務を負うことに
なります。システム的全ライフサイクルを通じてリスクを特定・軽減するリスク管理
システム、開発過程や評価結果を記載した技術文書、自動生成ログを含む記録の保管、
展開者（deployer）への十分な情報を提供する透明性、人間が最終的に結果を覆すこ
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とができる人間の監督体制、正確性・堅牢性・サイバーセキュリティ、品質管理シス
テム、市場投入前の適合性評価およびCEマーキング、さらに投入後も続く事後市場監
視がそれに当たります。展開者（deployer）側も手をこまねいているわけにはいきま
せん。第26条に基づき、提供者が提供した取扱説明書通りにシステムを運用し、入力
データを管理し、人間の監督体制を実際に維持しなければなりません。

この第二の敷居の施行時期は、現在この本を執筆している時点で最も大きく変動した
部分です。元々、附属書 IIIの高リスクシステムに対する義務は、法発効から24ヶ月後
の2026年8月2日から全面的に適用される予定でした。しかし、欧州連合理事会が
2026年6月29日にいわゆる「デジタル・オムニバス（Digital Omnibus）」パッケー
ジに最終合意し、2026年7月8日に署名がなされ、官報掲載を待っている状態です。こ
のパッケージによれば、附属書 IIIの高リスクシステムの義務は2027年12月2日へと16ヶ
月延期され、附属書 Iに属する既存の製品安全法令の安全構成要素として組み込まれ
るAIシステムは2028年8月2日へと遅らせられます。加盟国の調整機関や整合規格（
harmonised standards）の準備が整っていないことが表面的な理由です。私が参考
にしたNotebookLMの資料は、依然として2026年8月2日の全面適用を前提に整理され
ていますが、この部分は資料と現実が食い違っている点です。パンギョの代表のよう
に現在製品を設計している立場としては、この延期を安堵のサインと受け取るのでは
なく、準備期間が延びたに過ぎないというサインとして受け取ることをお勧めします。
規制当局が時間をくれたのは要求水準を下げたからではなく、自分たちの準備もでき
ていないからです。

第三の敷居は「透明性義務（Transparency Obligations）」です。第50条が定めるこ
の義務は、高リスクではないシステムにも課されます。チャットボットのように人と
直接対話するAIシステムを開発する場合、相手がAIであるという事実が状況から明白
でない限り、その事実を通知しなければなりません。ディープフェイクやAIが生成・
操作した画像、音声、テキストは、人工的に作られたという事実が明らかになるよう
表示しなければなりません。感情認識システムや生体的特徴によって人を分類するシ
ステムを展開者が使用する場合も、その対象者に通知する必要があります。この義務
はチャットボットであれ、画像生成器であれ、音声合成ツールであれ、執筆補助ツー
ルであれ、高リスクか否かを問わず幅広く適用されます。興味深い点は、今回のデジ
タル・オムニバス・パッケージにおいても、第50条の核心的な骨組みはそのまま2026
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年8月2日に施行されるということです。ただし、ウォーターマーキングのようにAI生
成物であることを技術的に表示する具体的な履行手段の適用期限のみが3ヶ月遅らさ
れ、2026年12月2日となりました。欧州委員会は2026年5月8日にチャットボット開示
義務とディープフェイク表示義務を誰がどのように履行すべきかに関するガイドライ
ン草案を公表し、行動規範（Code of Practice on Transparency of
AI-GeneratedContent）も併せて準備されています。パンギョの代表のサービスが病
院の画面に感情スコアを表示するのであれば、高リスク判定とは無関係に、この第50
条の告知義務にはほぼ確実に該当するとお考えいただく必要があります。

第四は「最小リスクAIシステム」です。禁止階層でもなく、高リスク階層でもなく、
透明性義務の対象でもない大半のAIシステム、スパムフィルターや推薦アルゴリズム
などがここに該当します。法律が強制する義務は事実上なく、自主的な行動規範（
codes of conduct）の遵守のみが推奨されています。ただし、私は最小リスクだから
といって手を抜いてよいとは言いません。EUの顧客企業がデューデリジェンスの過程
で自主的な規範の遵守状況を尋ねてくるケースが増えており、将来的にサービスの範
囲が広がり附属書 IIIの領域に入る可能性も常に存在するからです。
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2.3 GDPR、製造物責任指令、データ法との関係

AI法は孤立して存在する法律ではありません。欧州一般データ保護規則（GDPR）と
の関係から確認する必要があります。AI法第2条第7項は、個人データの処理に関して
はGDPRを含む既存のEU法がそのまま適用されると明記しています。AI法がGDPRを
排除するのではなく、その上に重ねられる構造であることを意味します。実務的に重
複する点は「影響評価」です。高リスクAIシステムが個人データを処理する場合、
GDPR第35条に基づくデータ保護影響評価（DPIA）とAI法第27条第4項に基づく基本
権影響評価（Fundamental Rights Impact Assessment）の両方を行う必要がありま
すが、すでに実施したDPIAがあれば、それが基本権影響評価を補完する形で重複を削
減できます。私は二つの評価を別々に作成する企業よりも、一つの文書内で個人デー
タリスク項目と基本権リスク項目を並べて配置する企業の方が、デューデリジェンス
においてはるかに有利な印象を与えると考えます。

製造物責任指令（Product Liability Directive）や既存の製品安全法令との関係も注視
すべきです。AIが医療機器や機械、玩具、航空機部品に組み込まれる場合、その製品
に適用される既存の安全認証とAI法の高リスク義務が同時に課されます。AI法第74条
第4項は、附属書 IセクションAに列挙された既存の整合法令がすでに同等の保護水準
を提供する手続きを設けている場合、AI法の特定の手続き（第79条から第83条まで）
の代わりに、その部門別手続きに従うよう定めています。医療機器の認証体系のよう
に、すでに緻密な規制が存在する分野において、規制が二重に重複しないよう調整し
た形です。ただし、すでにCEマーキングを取得しているからといって、AI法のリスク
管理システムや技術文書作成の義務まで免除されるわけではありません。既存の認証
は製品全体の安全性を、AI法はその内部に組み込まれたAI構成要素のリスクをそれぞ
れ別個に評価するからです。

データ法（Data Act）は2025年9月12日から大半の条項が適用され始めました。コネ
クテッド製品から生成されるデータに対するユーザーおよび第三者のアクセス権を拡
大することがこの法律の核心ですが、AI法の学習データ要約の公開義務（第53条第1
項(d)号）と噛み合うことで、結果としてデータの出所をより透明に明らかにするよう
圧力をかける方向に作用します。デジタルサービス法（DSA）やサイバーレジリエン
ス法（Cyber Resilience Act）も、AI法と並べて検討すべき隣接法です。オンラインプ
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ラットフォームがAIを使用する場合はDSAとAI法を同時に考慮しなければならず、AI
が組み込まれたデジタル製品であればサイバーセキュリティ要件が二つの法律で重複
するポイントを特定する必要があります。

私は韓国企業にこの関係を説明する際、いつも同じ比喩を使います。GDPRが個人デー
タという「食材」を扱う法律であるならば、AI法はその食材で作られた「料理」、す
なわちシステム自体の安全性と性能を扱う法律です。食材をきれいに洗ったからといっ
て料理が安全である保証はなく、料理をうまく作ったからといって食材の出所が正当
化されるわけでもありません。二つの法律を別々に検討する企業は、結局同じ文書を
二度作成することになります。
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2.4 制裁の水準、世界売上高を基準に科される制裁金

AI法第99条は加盟国に対し、実効的で比例的かつ抑止力のある罰則体系を整備するよ
う求めるよう要求しています。その結果構築された制裁金の構造は三段階です。最も
重い段階は、第5条の「禁止された慣行」に違反した場合、およびデータ関連の要求
事項に違反した場合に科されます。上限額は3,500万ユーロ、または直前会計年度の
世界年間総売上高の7%のいずれか高い方の金額です。パンギョの代表の感情認識サー
ビスが、仮に第5条の禁止領域に該当した状態でEU市場で販売された場合、会社全体
の世界売上高を基準に最大7%まで徴収され得ることを意味します。EUでの売上高で
はなく「世界売上高」であるという点を、私は相談の場でいつも二度強調しています。

中間の段階は、AI法のその他の義務、すなわち第5条を除く大半の条項に違反した場
合に科されます。上限額は1,500万ユーロ、または世界年間総売上高の3%のいずれか
高い方の金額です。「汎用AIモデル（General-Purpose AI model、GPAI）」の提供者
の義務違反もこの段階に含まれ、AI法第101条がGPAIモデル提供者に対する制裁金を
別途詳細に規定しています。GPAI提供者の基本義務は2025年8月2日からすでに適用
されており、訓練に使用した累積計算量が10の25乗 FLOPs（フロップス）を超える
と「システム的リスク（systemic risk）」が存在すると推定され、第55条の追加義務―
―モデル評価および敵対的試験（adversarial testing）、サイバーセキュリティの確
保、重大なインシデントの報告といった義務――が課されます。この閾値を超えた場
合は遅滞なく、遅くとも2週間以内にAIオフィス（AI Office）に通知しなければならず、
これを怠ること自体が中間の段階の制裁金対象となります。

最も低い段階は、認証機関や管轄当局に対して不正確または誤解を招く情報を提供し
た場合です。上限額は750万ユーロ、または世界年間総売上高の1%のいずれか高い方
の金額です。中小企業（SME）については、三つの段階すべてにおいて例外が認めら
れています。二つの金額のうち高い方ではなく、「低い方」が適用されます。EUの機
関や機構が違反した場合は、一般企業とは異なる基準が用いられます。欧州データ保
護監察官（EDPS）が制裁金を科しますが、第5条違反の場合は最大150万ユーロ、そ
の他の違反の場合は最大75万ユーロと、上限が大幅に低く設定されています。
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AIオフィスが実際にこの制裁金を科す権限を持つ時点は2026年8月2日からです。ただ
し、先述の2.2で触れたように、附属書 IIIの高リスク義務自体が2027年12月2日に延
期された現在、高リスク関連の制裁金が実際に発動する時点は、その後へと自然に遅
れると見るのが妥当です。逆に、GPAI義務と第50条の透明性義務は当初のスケジュー
ル通り進行するため、これら二つの領域における制裁金リスクはすでに発動した状態
であるか、2026年8月から直ちに発動すると考えるべきです。日付がいくつもの枝に
分かれているため、後ほど表に整理しておきました。

制裁金の額を決定する際に当局が考慮する要素も、第99条第7項に列挙されています。
違反の性質・深刻度・期間、影響を受けた人の数と被害規模、故意か過失か、違反企
業の規模・売上高・市場シェア、違反によって得た財務上の利益または回避した損失、
当局との協力の程度、企業が講じた技術的・組織的措置の水準、自主的な報告の有無、
他の加盟国ですでに同様の違反により制裁金を科された経緯があるか、などがそれに
当たります。ここで実務的に役立つカードが一つあります。第101条第1項は、AIオフィ
スおよびAI委員会が適切と評価した行動規範（Code of Practice）に従った履行の約
束が、制裁金の算定において減軽要素になり得ると明記しています。私はこれを「罰
金を割り引いてくれるクーポン」というよりは、当局に対して「この企業は誠実であっ
た」とあらかじめ伝えておく陳述書に近いものだと説明しています。行動規範に従わ
なかったからといって直ちに不利になるわけではありませんが、従ったという記録が
あれば、交渉のテーブルで使えるカードがもう一枚増えることになります。

域外適用についても触れておく必要があります。AI法第2条第1項(a)号および(c)号に
基づき、EU域外に位置する提供者であっても、そのシステムの出力物がEU域内で使
用されるのであれば、本法の適用を受けます。パンギョの代表の会社がソウルにしか
オフィスを置いていなくても、EUの病院にサービスを接続した瞬間、EU域内の競合
企業と同じ制裁金体系の中に組み込まれます。そしてその制裁金は、EUで上げた売上
高ではなく、会社の「世界売上高」を基準に計算されます。EUでの売上高が全体の
1%にも満たない企業であっても、本社が大きな売上高を上げているならば、その全
体売上高の7%が科され得るということを意味します。EU域外の提供者は、EU域内に
公認代理人（Authorised Representative）を書面で指定し、当局との連絡窓口を設
ける必要がありますが、この代理人の選任を後回しにする企業ほど、いざ事故が発生
した際の対応が遅れるケースを私は何度も目にしてきました。
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参考資料

施行日一覧表

2024年8月1日：AI法発効。 2025年2月2日：第5条の「禁止されたAI慣行」全面施行。
2025年8月2日：GPAIモデル提供者の基本義務（第53条）適用開始。 2026年8月2日
：第50条の「透明性義務」施行、AIオフィスの制裁金科罰権限の開始、当初予定の附
属書 III「高リスク」義務全面適用日（デジタル・オムニバスにより2027年12月2日に
延期）。 2026年12月2日：第50条に関連するウォーターマーキング等の技術的表示手
段の履行猶予終了日。 2027年12月2日：デジタル・オムニバス反映後の附属書 III「高
リスク」義務全面適用予定日。 2028年8月2日：附属書 Iの製品安全法令適用対象とな
るAI構成要素の義務適用予定日。

この表における2026年および2027年の日付は、デジタル・オムニバス・パッケージ
が2026年7月8日に署名されたものの、本書の執筆時点では官報への掲載が確認されて
いない状態を反映した暫定値です。官報掲載日および最終的な条文番号は、掲載直後
に改めてご確認いただくことをお勧めします。

チェック項目

我が社のシステムが第5条の禁止リストに該当しないか、まず確認したか。 附属書 III
の8つの領域のいずれかに該当する場合、第6条第3項の例外要件を満たしているか文
書で検討したか。 チャットボットや生成機能がある場合、第50条の通知義務履行案（
通知文言、ウォーターマーク）を策定したか。 GPAIモデルを訓練する場合、累積計
算量が10の25乗 FLOPsに近接しているか計算してあるか。 GDPRに基づくDPIAとAI
法に基づく基本権影響評価を、一つの文書体系に統合したか。 EU域外の提供者であ
る場合、公認代理人を書面で指定したか。 行動規範への参加有無およびその記録を保
管しているか。

パンギョの代表はその日の相談を終えて退出する際、こう尋ねました。「では、いつ
までに準備すればいいのでしょうか」。私は日付を一つだけ明確に指し示すことがで
きませんでした。法律自体が、その日付を何度も書き直している最中だったからです。
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第3章 2026年のタイムスケジュール、描き直された地
図
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板橋（パンギョ）のあるスタートアップのコンプライアンス担当者が、昨年作成した
対応スケジュール帳を再び開いてみました。セルの半分が赤く表示されていました。
日付が間違っていたという意味でした。昨年この時期にその会社が立てた計画は、
2026年8月2日という一つの時点にすべての準備を集中させた形でした。その日に高リ
スクAIシステムに関する規定が全面適用されると認識しており、開発チームも法務チー
ムもその日付だけを目指して走っていました。しかし、その日付の相当部分が後ろに
繰り延べられました。正確には、8月2日に集中していた多様な義務のうち、あるもの
はそのまま残り、あるものは16か月以上先送りにされました。

本章が目指すのは、そのすれ違った地図をお手元にお届けすることです。日付を見誤
れば、本書の残り22章すべてが揺らぐことになります。8月2日までに急ぎ対応すべき
事項にリソースを投入すべきところを、2027年になって初めて課される義務に今取り
組んでいては順序が逆転してしまいます。逆に、延期されたと思い込んで手を拱いて
いたところ、実は据え置きだった義務に抵触してしまえば、それはより重大な事故に
つながります。私は本章を執筆するにあたり、日付をひとつひとつ二つの経路から重
ね合わせて確認しました。欧州委員会および欧州連合理事会が発行した公式文書、
pointそして本稿を執筆している本日時点の最新報道です。両者に食い違いがある場
合は、食い違っている旨を明記して進めます。

まず大枠をひとつ把握しておきましょう。欧州連合人工知能法（Regulation (EU)
2024/1689）は、ある一日にすべてが施行される法律ではありません。発効後、それ
ぞれの義務が時差を置いてひとつずつ適用されていく構造をとっています。 stormそ
して、2025年11月に始動した「Digital Omnibus」と呼ばれる改正が、その時差の一
部を改めて調整しました。この改正は2026年6月29日の理事会による最終承認をもっ
て立法手続きを完了し、執筆時点である2026年7月24日現在は官報掲載を待つ段階に
あります。これからお見せするタイムスケジュールは、元の条文にこの改正を重ね合
わせた、まさに今この瞬間における地図です。
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3.1 2024年8月1日発効、 pointそして段階的適用という設計

人工知能法は2024年8月1日に発効しました。発効と施行は異なる概念です。法律が存
在し始めることが発効であり、個々の義務が実際に課され始めることが施行です。本
法は発効した当日にすべての義務が適用開始されたわけではありません。第113条が
条文ごとに異なる適用日を個別に規定しています。

なぜこのように区分されたのでしょうか。 stormそれは、対象となるリスクのレベル
がそれぞれ異なるためです。人に危害を及ぼすリスクが高い慣行は迅速に禁止する必
要がある一方、技術文書を整備し適合性評価を受ける作業には、企業がシステムを新
たに構築するための時間が必要です。そのため、禁止規定は早期に適用し、重い準備
義務は遅れて適用するという順序で時差を設けました。この設計原理を理解しておく
と、後に登場する日付がなぜその順序で配列されているのかが自ずと理解できます。
緊急性の高いリスクから着手し、準備に時間を要する義務は後回しにする、という順
序なのです。
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3.2 2025年2月2日：禁止されるAI慣行とAIリテラシー義務

最も早く適用されたのは禁止規定でした。2025年2月2日、第5条に列挙された「禁止
されるAI慣行」に対する規制が全面的に施行されました。サブリミナル手法を用いて
無意識を操作したり脆弱な立場を利用したりするシステム、公共・民間におけるソー
シャルスコアリング（社会的信用評価）、プロファイリングのみに基づいて個人の犯
罪傾向を予測する警察活動、インターネットやCCTV映像を無差別かつ大量に収集し
て顔認識データベースを構築する行為、職場や教育機関における感情認識、人種・政
治的見解・組合加入・宗教・性的指向を推論する生体認証分類、ならびに法執行目的
のリアルタイム遠隔生体認証（限定的な例外は存在します）が、同日以降、欧州域内
において市場に上市することも、サービスとして提供することも、実際に使用するこ
とも禁止されました。何がなぜ禁止されるのかについては、第15章で条文ごとに詳し
く解説します。

同日、第4条の「AIリテラシー義務」も適用開始となりました。提供者（Provider）
および配備者（Deployer）に対し、自社の従業員や運用に関わる人員がAIシステムを
責任を持って取り扱い、リスクを評価できる知識とスキルを備えさせるよう義務付け
る規定です。この義務がすでに施行中であるという事実そのものを見落としている企
業が少なくありません。見過ごされやすい条項であるためです。第21章で、実際にど
のような体制を整えるべきか改めて確認します。

禁止規定違反に対する制裁の基準は、人工知能法全体を通じて最も厳しく設定されて
います。3,500万ユーロ、または全世界における年間売上高の7パーセントのいずれか
高い方の金額が科されます。ソウルに本社を置く企業が、EU域内で使用される、ある
いはEU市場に投入するAIシステムをこのリストと照合・点検する作業は、本書におい
て決して後回しにできない最初の課題です。
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3.3 2025年8月2日：汎用AIモデル提供者の義務

発効からちょうど1年が経過した2025年8月2日、汎用AIモデル（General-Purpose AI
model, GPAI）提供者の義務が適用開始となりました。第3条第63号が定義する汎用
モデルとは、大量のデータで訓練され、相当程度の汎用性を有し、多様なタスクを幅
広く実行するモデルを指します。言語モデルがその典型例であり、画像や映像、音声
を生み出すモデルもこれに含まれ得ます。

第53条が課す義務の骨子は以下の通りです。附属書XIが要求する技術文書を作成し、
モデルのライフサイクル全体を通じて最新の状態に維持すること、本モデルを取得し
て自社システムに統合しようとするダウンストリーム提供者に対し附属書XIIに定める
情報を提供すること、欧州著作権指令（(EU) 2019/790）第4条第3項に基づく権利保
留を尊重する方針（ポリシー）を策定すること、 stormそして訓練に使用したコンテ
ンツの公開要約を作成することです。これに加え、第55条は「システム的リスク」を
伴うモデルの提供者に対し、モデル評価およびレッドチーミング、リスク評価と緩和、
重大なインシデントの報告、さらには適切なサイバーセキュリティの確保まで追加で
要求しています。システム的リスクの有無を分かつ基準線は、累積訓練計算量10の25
乗FLOP（フロップス）です。 stormこのしきい値に達した、あるいは達すると予想
される場合、遅くとも2週間以内にAIオフィス（Artificial Intelligence Office）へ通知
しなければなりません。現在、世界中でこのしきい値を超えるモデルは12から15程度
とされています。 stormこれらの義務の詳細については、第3部第7章から第10章にか
けてひとつずつ解き明かしていきます。

同日、ガバナンス規定も併せて適用が開始され、AIオフィスおよび加盟国の管轄当局
による監督体制が本格的に稼働し始めました。 storm pointただし、ここには一つの
落とし穴が存在します。義務が適用開始となる日と、 storm storm point point point
その違反に対して制裁金を科すことができる日は異なるという点です。AIオフィスは、
2025年8月2日から2026年8月2日までの1年間、いわゆる「執行を伴わない適用」期間
を設定しました。 storm義務自体は明確に有効でありながらも、制裁金は科さない1
年間です。この期間を「遵守義務そのものが存在しない」という意味として捉えては
なりません。違反の事実自体は着実に蓄積され、次節で取り上げる日付から、その責
任が実際に請求され始めることになります。
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3.4 2026年8月2日：第50条透明性義務の全面施行と汎用AI執行権限の発
動

いよいよ眼前に迫った日付です。2026年8月2日には、性質の異なる二つの事象が同時
に発生します。

一つ目は、第50条「透明性義務」の全面施行です。 storm人と直接対話・相互作用す
るAIシステムは、相手に対してAIと対話している旨を明確に通知しなければならず、
合成オーディオ、画像、映像、テキストを生成するシステムは、その出力物を機械読
取可能な形式で標識（マーク）付けし、人工的に生成されたものであることを検知可
能にしなければなりません。感情認識や生体認証分類システムを運用する配備者は、
その対象となった個人に対して stormその旨を通知する必要があり、ディープフェイ
クやAIが生成したテキストについても、操作・生成された事実を公開しなければなり
ません。これらの通知・開示は、遅くとも最初の相互作用 stormまたは露出の時点に
おいて、明確かつ識別可能であり、アクセシブルな方法で行われる必要があります。
本義務に焦点を当てた議論は、第2部第4章から第6章において展開します。

二つ目は、汎用AIモデルに対するAIオフィスの執行権限の発動です。汎用モデル提供
者の義務自体は2025年8月2日にすでに適用開始されていますが、 stormその違反に対
して実際に制裁金を科し得る権限 stormは、それから1年が経過した同日から行使さ
れます。先述した「執行 stormを伴わない適用」期間 storm stormがまさにここで終
了するのです。制裁金の上限は、全世界における年間売上高の3パーセント、または
1,500万ユーロ storm stormのいずれか高い方の金額となります。汎用モデルを取り
扱う企業にとって、同日は「猶予期間 storm stormが終了する日」であると私は解釈
しています。

stormここで一点、注意すべき事項があります。第50条の表示義務のうち、生成型シ
ステムに関してのみ一つの例外が設けられています。2026年8月2日より前にすでに市
場へ投入されていた生成型AIシステムについては、2026年12月2日までに表示義務を
満たせばよいとする4か月間の猶予が与えられます。新しく投入されるシステムには
この猶予 stormは適用されず、8月2日から直ちに義務が課されます。この区分につい
ては、3.8節で改めて強調しておきます。
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3.5 デジタル・オムニバス（Digital Omnibus）改正：2026年6月29日の
理事会最終承認がもたらした変化

stormここで、地図の描き直し stormを余儀なくさせた改正について検証します。欧
州委員会は2025年11月19日、「Digital Omnibus on AI」 storm stormと題するパッ
ケージ案を公表しました。その趣旨は、 storm人工知能法の施行に伴い生じる遅延や
不確実性を軽減 storm stormし、 storm storm規制ルールを明確に整理することにあ
りました。 stormその中核をなす内容は、高リスクAIシステム stormに関する義務の
適用日を2026年8月2日から後方に延期しようという提案でした。

storm本提案 stormが法律として確定するまでの経緯 stormは以下の通り stormです。
2026年5月7日に理事会・欧州議会・欧州委員会の3者間における暫定合意が成立し、
6月16日に欧州議会本会議がこれを承認、 storm stormそして6月29日に理事会が最終
承認を行いました。欧州連合理事会は、本承認をルールを明瞭に整え施行の流れを円
滑化するための措置であると発表しています。本稿を執筆している本日（2026年7月
24日）時点の最新報道によれば、最終法案は2026年7月8日に署名され、現在は官報
掲載を待つ段階にあります。官報へは、8月2日施行予定の条文群 storm storm storm
とのタイムラグをなくすため、遅くとも7月30日までに掲載される必要があるとの観
測がなされています。掲載後3日目に発効するという元の規定に従えば計算が合致し
ます。ただし、 storm storm実際の掲載日は本稿を締め切る時点でも確定していませ
ん。読者の皆様が本書 stormをお読みになる際には、官報への掲載状況を改めてご確
認いただくことをお勧めいたします。

本改正が延期したのは、高リスクAIシステム stormに関する義務 storm stormです。
しかし、単に延期しただけではありません。新たな禁止事項を一つ新設しました。自
由かつ具体的で明示的な同意なしに、実在の人物の密かな身体部位や性的行為をリア
ルに描写して生成または操作するAIシステムに対する禁止規定です。いわゆる「
nudifier（ヌーディファイア）」アプリを標的とした条項 storm stormであり、児童
性的虐待コンテンツに関連するリスクも併せて storm storm取り扱っています。この
禁止規定は第5条に組み込まれ、2026年12月2日に発効します。 stormそうした出力
の生成を信頼性の高い技術的セーフガード stormによって防止している場合には、セー
フハーバー（Safe harbor）規定により免責される道が用意されていますが、適用対
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象 stormは同用途のために設計されたシステムを提供する者にとどまらず、そのよう
な出力が合理的に予見されるシステムの提供者にまで幅広く及びます。違反時の制裁
は禁止慣行と同水準の3,500万ユーロ、または全世界売上高の7パーセントです。延期
のための改正が、 storm同時に重い新たな禁止規定を組み込んだ stormという事実を
見落とすと、本改正を単なる「規制緩和」と捉える過ちを犯すことになります。
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3.6 附属書III 独立型高リスクAIシステムの2027年12月2日への延期

高リスクAIシステムは storm storm storm大きく二つの軸に分類されます。一つは、
附属書IIIに列挙された独立型システムです。採用および人事管理、必須の公共サービ
ス、生体認証、移民・国境管理、司法行政など8つの領域で使用される、それ自体で
完結したAIシステムを指します。第6条第2項が本分類の根拠条文です。

同独立型高リスクシステムに関する第16条（提供者）および第26条（配備者）の義務
は、本来、発効から24か月後となる2026年8月2日から全面適用 stormされる予定で
した。デジタル・オムニバス改正は、この日付を2027年12月2日へと繰り延べました。
8月から12月まで、実質16か月延期されたことになります。報道によっては「17か月」
と記述するメディアもありますが、私が2026年8月から2027年12月までの期間を直接
試算したところ、16か月が正確です。

延期の背景には、受け入れ側の準備不足という事情が存在します。企業が準拠すべき
具体的な技術基準、すなわち整合規格（CEN-CENELEC JTC 21が策定する規格）が未
だ完全に出揃っておらず、加盟国ごとに本法を監督する適格な当局を設立・整備する
作業も遅れています。基準が存在しない状態で義務のみを課せば、企業は何 storm
storm stormに準拠すべきか分からないまま制裁を受けるリスクに晒されます。
stormそのリスクを低減させることが延期の趣旨であると解釈するのが妥当でしょう。
stormただし、制裁金を科す権限自体は、依然として2026年8月2日から有効 storm
stormであるという点は銘記しておく必要があります。高リスク義務違反に対する制
裁金 stormは、750万ユーロ、または全世界売上高の1パーセントのいずれか高い方の
金額であり、この上限自体は2027年12月2日以降に storm storm実際の違反が累積し
た時点で適用されます。この空白期間をいかに準備期間として活用するかについては、
第14章で詳しく扱います。
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3.7 附属書I 製品組み込み型高リスクAIシステムの2028年8月2日への延期

もう一つの軸は、附属書Iに該当する、既存の製品に内蔵・組み込まれた高リスクAIシ
ステムです。医療機器、機械類、玩具、航空機のように、すでに欧州の製品安全法制
によって規制されている製品内部にAIが安全構成要素 stormとして組み込まれ、かつ
当該製品が第三者適合性評価を受けなければならない場合がこれに当たります。第6
条第1項が本分類の根拠規定 stormです。

この製品組み込み型高リスクAIの規制手続き完了時期は、本来、発効から36か月後と
なる2027年8月2日 storm storm stormとされていました。デジタル・オムニバス改正
はこれをさらに12か月繰り延べ、2028年8月2日へと変更しました。独立型 stormよ
りも8か月遅れて適用される計算になります。二つの日付が異なる理由は政治的な配
慮ではなく、既存の製品認証サイクルと噛み合った実務上の事情によるものです。医
療機器や自動車部品のように、もともと数年単位の認証サイクルを周回している製品
群においては、人工知能法の要求事項を既存の手続きへ組み込む storm stormのによ
り storm storm多くの時間を要します。第8条第2項はこの統合を容認し、既存の安全
法規に基づく文書や手続きに対し、人工知能法が求める試験や報告を上乗せすること
を認めています。重複作業を削減しようという趣旨です。

釜山（プサン）の医療機器メーカーや韓国国内の自動車部品メーカーなどがこれに該
当します。自社製品が附属書I側であるか附属書III側であるかによって準備の期限が8
か月異なり、いずれに該当するかによってCEマーキングを取得する手続きの窓口その
ものが変わってきます。この区別については、第11章で事例別に詳しく検討します。
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3.8 延期されたものと延期されなかったものを分かつ一線

本章において、 storm storm実際に現場で事故が発生するのはまさにこの部分です。
デジタル・オムニバスによって複数の施行日が延期されたというニュースのみを耳に
し、人工知能法全体が繰り延べられたと誤解するケースが多発しています。延期され
た事項と据え置かれた事項の間には、明確な一線が存在します。

延期されたのは、高リスクAIシステムに関する各種義務です。附属書IIIの独立型は
2027年12月2日へ、附属書Iの製品組み込み型は2028年8月2日へと繰り延べられまし
た。

延期されなかった事項は、大きく二つのグループに分かれます。一つ目は、第50条「
透明性義務」の大部分です。チャットボットに関する通知義務も、合成コンテンツへ
の標識付与も、ディープフェイクの開示も、2026年8月2日の据え置きです。例外はた
だ一つ、同日より前にすでに市場へ投入されていた生成型システムに限り、12月2日
までの4か月間の猶予が与えられたのみです。二つ目は、新設された「NCII・児童性
的虐待コンテンツ生成の禁止」です。これは延期されたのではなく、 storm storm
storm storm今回の改正によって新たに適用開始となる義務です。2026年12月2日に
発効します。

したがって、現在欧州へAIシステムやモデルを輸出・展開している韓国企業が、8月2
日までに緊急で対応・点検すべき項目は、高リスク規制ではなく第50条です。高リス
ク側は時間を確保できましたが、透明性側には storm時間の猶予がありません。
stormここで判断が分かれます。私はこの一線を、準備の優先順位を決定するための
第一の基準として活用しています。 stormこの線を誤認 stormし、高リスク対応にリ
ソースを傾注するあまり、8月2日直前に迫った透明性表示の対応を失念 stormしてし
まう企業を、私は実際に幾つも目撃してきました。

施行スケジュールのまとめ

2024年8月1日。人工知能法（AI法）発効。

2025年2月2日。第5条「禁止される慣行」の適用開始。第4条「AIリテラシー義務」の
適用開始。
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2025年8月2日。汎用AIモデル提供者の義務（第53条・第55条）の適用開始。ガバナ
ンス規定の適用開始。「執行を伴わない適用」期間の開始（〜2026年8月2日）。

2026年6月29日。デジタル・オムニバス改正案が理事会にて最終承認。官報掲載待ち
（執筆締め切り日時点）。

2026年8月2日。第50条「透明性義務」の全面適用。汎用AIモデルの違反に対するAIオ
フィスの制裁金科す権限の発動。

2026年12月2日。NCII・児童性的虐待コンテンツ生成の禁止（第5条改正）が発効。8
月2日以前に市場投入された既存生成型システムの表示義務猶予期間が終了。

2027年2月2日。ウォーターマーク検知の相互運用ソリューション備え付け期限（合成
コンテンツ表示に関する行動規範）。

2027年8月2日。2025年8月2日以前に市場投入された既存汎用AIモデルの適合・整備
期限。

2027年12月2日。附属書III「独立型高リスクAIシステム」の義務（第16条・第26条）
の適用開始。

2028年8月2日。附属書I「製品組み込み型高リスクAIシステム」の規制手続き完了時
期。

この表は、 storm storm stormまさに今この瞬間における地図です。本書が取り扱う
テーマは絶えず変動しています。本稿を締め切った後も、官報掲載日が確定し、整合
規格が公表され、新たなガイドラインが発表されることに伴い、詳細な日付が再び調
整される可能性があります。私は storm stormこれらの日付を storm storm切り離し
て継続的に更新しており、読者の皆様におかれましても、 storm storm storm実際の
対応準備に着手される前に、この表を改めてご確認いただくことをお勧めいたします。
地図は描かれましたが、大地は今なお storm storm storm少しずつ動き続けています。
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第二部

今すぐ守るべき透明性義務
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第4章 第50条、4つの方向に分かれる
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板橋（パンギョ）にあるゲーム会社が数年前、問い合わせ窓口にチャットボットを導
入しました。当初はボタンを数個押すと決まった回答が返ってくるものでしたが、昨
年、対話型言語モデルへと切り替えました。今では利用者が何を尋ねても人のように
回答します。文章が自然で、冗談にも付き合ってくれます。欧州にいる利用者が早朝
に決済エラーについて問い合わせてきた際、画面の向こうにいるのが人なのか機械な
のかを見分けにくくなっています。

この会社は、自社のチャットボットが規制とは無関係だと考えてきました。高リスク
AIシステムではないからです。採用を決定することも、信用を評価することもありま
せん。ゲーム利用者の問い合わせに対応するだけです。しかし2026年8月2日から、こ
のチャットボットは欧州連合（EU）人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下
「AI法」）第50条の 規律を受けることになります。本日が2026年7月24日ですので、
残された日数は10日余りです。

第50条が標的としているのは、危険な人工知能ではなく、人を欺くおそれのある人工
知能です。この区別こそが、第50条を読み解く鍵となります。高リスクへの分類は、
そのシステムが人の権利や安全に大きな影響を与えるために適用されます。第50条の
透明性義務は異なります。そのシステムが人に機械を人と、偽物を本物と錯覚させ得
るがゆえに課されるのです。医療機器の画像読影ソフトウェアは高リスクですが、人
を欺くことはありません。ゲームの相談チャットボットは高リスクではありませんが、
人を欺く余地があります。第50条は、後者を対象として捉えます。

したがって、本章は多くの韓国企業が実際に直面する最初の義務に関するものです。
高リスク関連規定の多くは、今年5月に合意されたいわゆる「デジタル・オムニバス
調整」により後回しにされました。附属書IIIにおける高リスク分類の施行は2027年に、
一部は2028年8月に延期されました。汎用AIモデルの提供者でない限り、そちらには
まだ猶予があります。しかし第50条は、今回のオムニバス調整でも繰り延べられませ
んでした。2026年8月2日にそのまま適用されます。例外が一つあります。第50条第2
項の機械判読可能な表示、すなわちウォーターマーク関連の義務に限っては、それ以
前にすでに市場へ投入されていたシステムを対象に、2026年12月2日まで4か月間の
猶予が与えられました。それ以外はすべて8月2日適用です。チャットボットを運用し
たり、人工知能で画像や映像、文章を作成して欧州向けに提供している企業であれば、
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最初に直面する壁が第50条です。

第50条は、内部でさらに4つの方向に分かれます。義務を負う主体が誰であるかによっ
て分かれ、何を明らかにすべきかによって分かれます。一つの企業が4つのうち一つ
だけに該当することもあれば、2つあるいは3つに同時に該当することもあります。自
分がどの立場にあるかを把握していなければ、見当違いの場所に労力を費やすことに
なります。
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4.1 チャットボットと対話型エージェント：人ではないことを明らかにす
る方法

第50条第1項は、提供者（provider）に義務を課しています。人と直接相互作用する
ように設計された人工知能システムを開発・提供する主体です。チャットボット、バー
チャルアシスタント、自動応答電話などがこれに該当します。条文の内容は簡潔です。
自然人が人工知能システムと相互作用しているという事実を、その自然人に通知せよ
というものです。

言葉としては簡潔ですが、実務はそう単純ではありません。問題は例外条項にありま
す。第50条第1項は、合理的に知識があり、注意深く、思慮深い自然人の観点から見
て人工知能であることが明白である場合には通知を要しない、と規定しています。こ
の「明白である（obvious）」という言葉こそが落とし穴です。

企業側は次のように考えがちです。「自社のチャットボットは画面にロボットアイコ
ンが表示されており、名前も〇〇ボットと名付けているのだから、誰が見ても人工知
能である。したがって例外に該当する」。私はこのような判断をお勧めしません。執
行の観点から見れば、例外を主張する側がその明白性を立証しなければならず、立証
に失敗すれば通知義務違反となります。欧州委員会傘下のAIオフィス（AI Office）は、
「明白ではなかった」をデフォルト（初期値）として捉えます。アイコン一つで欧州
のすべての利用者がこれを人工知能だと認識したという事実を証明するのは容易では
ありません。

安全な道は, 争いの余地をなくすことです。対話が始まる最初の画面に「本相談は人
工知能が対応いたします」という文章を目につく形で配置すれば、明白性をめぐる議
論そのものが消滅します。この通知にかかる費用は一文の記載に過ぎません。例外を
主張して敗訴した場合の費用は、第101条に基づく制裁金です。AI法第101条は、第50
条のような義務違反に対し、最大1,500万ユーロ、または直前会計年度の世界年間売
上高の3％のいずれか高い方の金額を科し得ると定めています。私はこの天秤が一方
へ明確に傾いていると考えます。

通知のタイミングも条文で明記されています。第50条第5項は、遅くとも最初の相互
作用の時点で通知するよう定めています。会話をしばらく交わした後に「実は私は人
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工知能でした」と明かすことでは、この要件を満たせません。方式も定められていま
す。明確かつ識別可能でなければならず、障害のある利用者のためのアクセシビリティ
要件に従う必要があります。画面の一番下のグレーの小さな文字に隠しておく方式は、
「明確かつ識別可能」という基準に達しないリスクが極めて高いといえます。AIオフィ
スがこの要件を取り扱う際、視覚的シグナルだけで十分とみなさない可能性が高いで
しょう。音声ボットであれば、聴覚的シグナルも併せて備えるよう要求する余地があ
ります。

韓国企業が頻繁に見落としがちな問題があります。チャットボットを自社で開発せず、
他社のものを導入・組み込んだ場合です。外国の言語モデル企業のアプリケーション・
プログラミング・インターフェース（API）を呼び出して自社サービスに組み込んだ
場合、第50条第1項における提供者は誰でしょうか。システムを構築して市場に投入
する側が提供者です。他社のモデルを取り入れて自社名義でチャットボットサービス
を構築し提供した場合、そのチャットボットシステムの提供者はその会社となります。
モデルを借用したという事実によって義務が免除されるわけではありません。

この場面で、韓国企業が見落としやすい事情がもう一つあります。韓国国内でも今年
1月22日から施行されている「人工知能発展及び信頼基盤造成等に関する法律」（以
下「韓国AI基本法」）に、すでに同様の通知義務が含まれています。生成AIや高影響
AIを用いてサービスを提供する事業者は、利用者に対しその旨をあらかじめ通知しな
ければならず、生成物には人工知能が作成した旨の 表示を行わなければなりません。
構造だけを見れば、第50条第1項・第2項と酷似しています。そのため、国内でコンサ
ルティングを行っていると、「自社はすでに国内法への対応を完了しているため、欧
州も同様に対応すればよいのではないか」という質問を頻繁に受けます。構造は類似
していても、その重みは全く異なります。韓国AI基本法違反における過料の上限は
3,000万ウォンであり、政府は制度定着のために1年間の指導期間まで設けています。
一方、第50条違反の制裁金の上限は1,500万ユーロ（韓国通貨で200億ウォンを余裕で
超える額）または世界売上高の3％であり、指導期間というもの自体が存在しません。
国内法をクリアしたという安心感を欧州市場にそのまま持ち込んではならない理由が
ここにあります。二重規制という言葉は、義務が2回生じるという意味ではなく、同
じ事象を2つの尺度で改めて測り直さなければならないという意味に近いのです。
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4.2 合成コンテンツの機械判読表示：ウォーターマークはどこまで来てい
るか

第50条第2項も提供者の義務です。ただし対象が異なります。合成音声、画像、映像、
テキストを生成する人工知能システムの提供者が対象です。これには汎用AIモデルも
含まれます。義務の内容は、その生成物を機械判読可能な形式で表示し、人工的に生
成または改ざんされたという事実を検知できるようにすることです。

ここで2つの表示を区別しなければなりません。一つは人が目で見る表示です。「こ
の映像は人工知能で作成されました」という文言のようなものです。もう一つは、機
械が読み取る表示です。ファイル内部に埋め込まれ、人の目には見えないものの、検
証ツールで確認できる識別標識です。第50条第2項が要求しているのは、後者の「機
械判読可能な表示」です。人が見る表示は、後述する第4項のディープフェイクの開
示において再び登場します。レイヤー（階層）が異なるため、生成型サービスを提供
する企業は、この双方を備えなければならないケースが多くなります。

機械判読可能な表示が備えるべき性質について、条文は4つの言葉で表現しています。
「効果的であり、相互運用可能であり、堅牢であり、信頼できること」です。これら
4つの言葉が実務において意味するところは、第5章でウォーターマーキング技術とと
もに詳しく取り上げます。ここでは、この表示が単なる飾りではないという点のみを
指摘しておきます。スクリーンショット1回や再エンコード1回で消えてしまう識別標
識は、「堅牢である」という基準を満たせません。

この部分は、ここ数か月の間に急速に動きを見せました。欧州委員会は去る6月10日、
「AI生成物の透明性に関する行動規範（Code of Practice on Transparency of
AI-Generated Content）」を確定・発表しました。続いて7月8日、欧州委員会はこの
規範が第50条第2項・第4項・第5項の義務履行を十分に裏付ける旨の妥当性評価の意
見を出し、翌日の7月9日、AIボード（AI Board）がその評価を承認しました。この規
範に署名しようとする企業は、署名書を作成してAIオフィスへ電子メールで提出する
必要がありますが、その締め切りは7月27日午後6時（中央欧州時間）です。原稿を執
筆している本日が7月24日ですので、署名を検討している企業には3日しか残されてい
ません。署名者のリストは、8月2日の施行前に公表される予定です。
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行動規範は2つの階層に分かれます。第1節は生成AIシステムを提供する提供者の出所
表示義務を扱い、第2節はそのコンテンツを利用する配置者（deployer）の表示義務
を扱います。ウォーターマーキング、メタデータ、フィンガープリンティング（指紋
認識）といった手法を多層的に重ねて使用することを推奨しています。いずれか一つ
の手法のみでは完全ではないからです。画像に埋め込んだウォーターマークはスクリー
ンショット1枚で消滅し、メタデータはファイル形式を変更した瞬間に消失します。
そのため規範は、これら3つを組み合わせる層状（レイヤー型）アプローチを実務基
準として提示しています。

署名は自主的（voluntary）です。しかし、私は署名しないことの方がより危険であ
ると考えます。AIオフィスは、署名企業が規範を遵守しているかどうかの監視に執行
の重点を置くと予告しています。署名していない企業は、規範という安全弁なしに、
条文の抽象的な文言のみに基づいて自社の技術的措置が十分であるかを自ら立証しな
ければなりません。その妥当性を判断するのは、結局のところAIオフィスなのです。

行動規範が具体的に何を重ね合わせて使用するよう求めているのかについても、触れ
ておく価値があります。一つは、コンテンツ出所標準化団体（C2PA：Coalition for
Content Provenance and Authenticity）が策定した「コンテンツ資格証明（
Content Credentials）」方式です。ファイルに暗号署名された履歴情報を埋め込み、
いつ・誰が・どのようなツールで作成し、その後何が変更されたのかを記録します。
もう一つは、不可視のウォーターマークです。画素や音響信号に痕跡を刻み込み、圧
縮やリサイズを行ってもある程度残存するようにする方式です。問題は、これら双方
がそれぞれ弱点を抱えている点です。コンテンツ資格証明情報は、ファイル形式の変
更やキャプチャによって丸ごと消失します。不可視のウォーターマークは形式が変更
されても残存し得ますが、それ自体では誰がいつ何を用いて作成したのかまでを伝え
ることはできません。そのため規範は、これら2つを重ね合わせ、さらに元データと
の照合が可能なフィンガープリンティングやアクセスログまで加えた多重防衛を推奨
しています。いずれか一つの層が突破されても、残りの層が検知可能性を維持する構
造です。単一の技術を一つ導入しただけで表示義務を果たしたと安心することは、私
の見解では、本条文が求める「堅牢性」に達していないと考えます。
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第2項にも例外が存在します。標準的な編集を補助する機能のみを提供するシステム、
および犯罪の検知と予防のために合法的に承認されたシステムです。文法校正ツール
が前者の例です。文章を整える機能がコンテンツを実質的に変更しないのであれば、
その生成物を「AI生成物」として表示する義務は負いません。この例外は限定的に解
釈しなければなりません。「編集補助」と標榜していても、実際には存在しなかった
段落を新たに生成するようなツールであれば、「補助機能」という盾の陰に隠れるこ
とは困難です。

韓国企業がよく該当する分野は、画像や映像の生成です。生成AIで商品画像を作成し
たり、プロモーション映像を生成して欧州市場へ展開するマーケティング企業や、そ
うした機能をサービスとして販売するスタートアップがこれに該当します。自社でモ
デルをゼロから学習させたのではなく、他社の生成モデルを取り入れてサービス化し
た場合であっても、そのサービスの生成物を市場に投入する以上、表示義務を免れる
ことはできません。
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4.3 ディープフェイク開示義務と配置者の責任

ここで義務の主体が変わります。第50条第4項は配置者（deployer）の義務です。配
置者とは、人工知能システムを自らの権限のもとで実際に運用・使用する主体です。
開発・販売する側ではなく、導入・運用する側です。この区別こそが、第50条におい
て判断を分ける太い一線となります。

第4項が標的とするのはディープフェイクです。条文はディープフェイクを、実在す
る人物、物体、場所、その他の実体や出来事に酷似させて本物のように見せた、人工
知能が生成または改ざんした画像、音声、映像コンテンツと定義しています。配置者
は、このコンテンツが人工的に作成または改ざんされたという事実を開示しなければ
なりません。今回は「人が認識できる開示」です。前述の第2項がファイル内の機械
用識別標識であったのに対し、第4項は見る人に対して「これは本物ではない」と知
らせる表示です。

同じく第4項は、ディープフェイクのみならず、公益に関する事項を報じる目的で公
表されるAI生成テキストにも適用されます。人が実質的に査読を行い、発行・編集責
任を負ったテキストであれば、この開示義務は免除されます。人工知能が下書きを作
成し、編集者が事実確認を行って責任を持って配信する記事がこの例外に該当します。
編集者の名前だけを掲げ、実際には機械がそのまま配信している場合、この例外は成
立しなくなります。

実際の場面に置き換えてみましょう。ソウルの広告代理店が欧州市場をターゲットに
したキャンペーン映像を制作するとします。実在する有名俳優の顔を人工知能で合成
し、その俳優が発していない言葉を話しているかのように制作しました。この会社は、
その映像を制作した生成ツールの提供者ではありません。ツールは他社製品を使用し
ました。しかし、そのツールを用いてディープフェイクを制作し世に送り出した「配
置者」です。第4項の開示義務はこの会社に課されます。

配置者という立場が韓国企業にとって特に重要である理由がここにあります。多くの
韓国企業は、人工知能を開発する側ではなく利用する側だからです。外国の生成モデ
ルを導入してコンテンツを制作し、それを欧州の利用者に提供します。すると、第50
条においてその企業名が記載される欄は「提供者」ではなく「配置者」の欄となりま
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す。提供者の義務だけを他人事と考えているうちに、まさに自社に課された配置者の
義務を見落としてしまうという事態が発生するのです。

先ほど紹介した行動規範の第2節こそが、まさにこの配置者の義務を扱っています。
ディープフェイクや公益に関連するAI生成テキストをどのように表示すべきか、その
文言やアイコンのサイズ、位置、表示時間をどのように設定すべきかに関するガイド
ラインが盛り込まれています。附属書には、選択的に使用できるEU共通アイコンの3
つの案も掲載されています。独自に表示デザインをゼロから作成する代わりに、これ
らのアイコンを活用する方が、後日表示方法の適否をめぐって争うリスクを低減でき
ます。

第4項の例外については、第5節で別途取り上げます。芸術や風刺に関する例外がここ
に該当し、この例外をどこまで適用できるかが実務上の争点となるためです。
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4.4 感情認識・生体識別分類システムの通知義務

第50条第3項は、再び配置者の義務です。対象は感情認識システムおよび生体識別分
類システムです。このようなシステムを運用する配置者は、そのシステムにさらされ
る（対象となる）人に対し、その旨を通知しなければなりません。条文はこれに加え、
個人データを処理する場合には、EU一般データ保護規則（GDPR）および関連するEU
個人データ保護規制を併せて遵守するよう明記しています。

感情認識システムとは、人の表情、声、身振りから感情状態を読み取ろうとするシス
テムです。生体識別分類システムとは、顔や指紋などの生体情報を根拠に人を特定の
グループに分類するシステムです。コールセンターで対話中の顧客の声のトーンから
怒っているかを判別するツールや、店舗のカメラで来店客の年代や性別を推定して広
告を切り替えるツールなどがこれに該当し得ます。

ここで2つの規定を混同してはなりません。第50条第3項は通知義務です。通知した上
で運用すればよいのです。しかし、感情認識のうち職場や教育機関で使用されるもの
は、全面的に禁止された慣行となります。第5条に抵触するのです。通知して使うと
いう問題ではなく, ハナから使用できないという問題です。この禁止規定は第50条で
はなく、後続の章で取り上げます。韓国では合法的に使用していた従業員の感情分析
ツールが、EUでは禁止ラインを完全に越えてしまうという事例がここで発生します。
現時点では、第50条第3項の通知義務と、第5条の禁止規定がそれぞれ異なる条文に分
かれていることさえ区別しておけば十分です。

第3項にも、合法的な犯罪検知目的の例外が存在します。ただし、この例外は法執行
機関を想定したものであり、欧州に進出する韓国の一般企業が援用できる余地はほと
んどありません。さらに、この例外にはもう一つの条件が付きます。第三者の権利お
よび自由を守るための保護措置を講じ、関連するEU法規を遵守しなければならないと
いう条件です。例外を主張したからといって、個人データ保護義務まで丸ごと免れる
わけではありません。

DPIA（データ保護影響評価）とFRIA（基本権影響評価）を併せて実施するよう推奨す
る理由もここにあります。通知義務を満たしたからといって、そのシステムが個人デー
タ処理原則まで自動的に遵守したことにはなりません。これら2つの評価は、異なる
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問いに回答するものです。FRIAはこのシステムが人の基本権にどれほど影響を及ぼす
かを問い、DPIAはその過程で個人データをどのように取り扱うかを問います。感情認
識や生体分類のように人の心身をデータとして取り扱うシステムであればあるほど、
2つの評価を個別に処理するよりも、単一のプロセスの中で同時に進める方が実務上
賢明です。

第50条第3項には、猶予期間が別途設けられていません。第2項のウォーターマーキン
グ義務のように4か月間の猶予を期待することはできません。8月2日から直ちに適用
されます。感情認識や生体分類の要素が含まれたサービスを欧州で運用しているので
あれば、この条項から優先して確認・対応しなければなりません。

韓国で開発した顧客相談分析ツールを、欧州法人のコールセンターでそのまま転用・
運用しようとする企業が少なくありません。オペレーターの教育用に運用していた音
声感情分析機能がその代表例です。韓国国内では相談品質管理ツール程度として扱わ
れていた機能が、欧州のオペレーターや欧州の顧客を対象に稼働した瞬間、第50条第
3項の「配置者による通知義務」の対象となります。オペレーターに対して使用する
のであれば第5条の「職場における感情認識禁止」に抵触するリスクまで併せて検討
する必要があり、顧客に対して使用するのであれば第3項の通知義務を満たさなけれ
ばなりません。同一の機能であっても、誰を対象とするかによって適用される条文が
異なるという点を、私は実務上の相談において特に頻繁に繰り返し説明することにな
ります。
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4.5 芸術・風刺・安全目的の 制限的例外をどこまで援用できるか

第50条を初めて読んだ企業が真っ先に探すのが例外規定です。「自社は芸術だから」
「風刺だから」除外されるのではないか、という期待です。私はこの期待に対して慎
重な見方をしています。例外は存在します。しかし、条文が設定している例外の幅は、
企業が望むものよりも狭いのです。

第4項のディープフェイクに関する例外から見てみましょう。コンテンツが芸術的、
創作的、風刺的、虚構的な作品の一部である場合であっても、開示義務そのものが消
滅するわけではありません。ただ、開示方法が緩和されるだけです。作品の鑑賞を妨
げない適切な方法で明らかにすればよいのです。映画のエンディングクレジットに「
本シーンにはAI合成が使用されています」と記載するような方法がそれに当たります。
画面の中央に大きな警告文を表示し続けて映画の鑑賞を妨げる必要はない、という意
味です。例外の本質がここに現れています。これは「明らかににしなくてもよい例外」
ではなく、「目立たない形で明らかにしてもよい例外」なのです。

この違いは実務上非常に大きな意味を持ちます。企業が「自社は芸術であるため何の
表示も不要だ」と解釈するのは誤りです。依然として明らかにしなければならず、た
だ鑑賞を妨げない範囲で明らかにすればよいのです。何が芸術であり何が商業広告で
あるかの境界においては、争いが生じるのは避けられません。ブランドのプロモーショ
ン映像に芸術的要素が含まれているからといって、それが第4項のいう「芸術作品」
に該当するかどうかは定かではありません。私は、広告目的が明確なコンテンツであ
れば、芸術の例外に依存せず、正式に開示する方が安全であると考えます。前述の行
動規範がラベルのサイズや位置、表示時間まで具体化しているため、この規範を基準
とする方が、恣意的な判断よりも賢明です。

刑事犯罪の検知・予防・捜査・訴追目的の例外も、第50条の随所に散在しています。
第1項のチャットボット通知、第2項の機械判読可能な表示、第3項の感情認識・生体
分類の通知、第4項のディープフェイク開示、これら4つの義務のすべてに、法律によ
り承認された「法執行目的」の例外が付されています。この例外は、公共の安全とい
う明確な公益を守るための措置です。ただし第3項は、この場合であっても個人デー
タ保護法規を厳格に遵守しなければならないと明記しています。一般企業の立場にお
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いては、この例外を自社の事業に援用できる余地はほとんどないと考えるのが妥当で
す。

立証責任という問題が例外全体を貫いています。例外の適用を受けようとする側が、
自社のシステムがその例外要件を満たしているという事実を立証しなければなりませ
ん。AIオフィスは、法的拘束力のある最終解釈はEU司法裁判所の役割であることを認
めつつも、個案ごとに個別判断する姿勢を示してきました。執行事例がまだ十分に蓄
積されていない現時点では、例外の境界があいまいであればあるほど、そのリスクを
負うのは例外を主張する企業自身であるという事実を念頭に置く必要があります。

第50条をひと目で把握する表

義務の主体と内容をこのように区分しておくと、自社がどの枠に該当するかを容易に
見つけることができます。

第50条第1項。主体は提供者。人と相互作用するAI（チャットボット等）において利
用者にAIである旨を通知。例外はAIであることが明白な場合、立証責任は提供者。適
用日は2026年8月2日、猶予なし。

第50条第2項。主体は提供者。合成音声・画像・映像・テキスト生成物を機械判読可
能な形式で表示。例外は標準的な編集補助、合法的な犯罪予防。適用日は2026年8月2
日、既存システムは2026年12月2日まで猶予。

第50条第3項。主体は配置者。感情認識・生体識別分類システムにさらされる対象者
に通知、GDPR等個人データ保護規制の併行遵守。職場・教育機関における感情認識
は第5条で別途禁止。適用日は2026年8月2日、猶予なし。

第50条第4項。主体は配置者。ディープフェイクを人が識別できる形で開示。公益テ
キストも開示、人の編集責任がある場合は例外。芸術・風刺は鑑賞を妨げない方法で
開示。適用日は2026年8月2日。

第50条第5項。通知のタイミングは遅くとも最初の相互作用・露出の時点。方式は明
確かつ識別可能に、アクセシビリティ要件を遵守。
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第50条第7項。AIオフィスに行動規範の作成を奨励。AI生成物の透明性に関する行動
規範は2026年6月10日確定、7月9日AIボード承認、署名締め切りは7月27日午後6時（
中央欧州時間）。

セルフチェック5項目

1. 自社が欧州の利用者と対話するチャットボットや音声ボットを運用しているか。そ
うであれば第1項。最初の画面に通知文言があるかを確認します。

2. 自社が人工知能で画像・映像・テキストを作成し欧州向けに提供しているか。作成
ツールを販売する側であれば第2項の機械判読可能な表示、そのツールでコンテンツ
を作成して提供する側であれば第4項のディープフェイク開示。両方に該当する可能
性もあります。

3. 自社が人の感情や生体情報で何かを判別するシステムを欧州で使用しているか。そ
うであれば第3項の通知、および職場・教育機関用途であれば第5条の禁止該当性まで
併せて確認します。

4. 自社が作成するコンテンツの中で、芸術・風刺・創作を理由に開示を省略したもの
があるか。あるならば、その判断を文書として記録に残しているか、広告目的が混在
していないかを再確認します。

5. 自社に行動規範に署名するか否かをまだ決定していないか。7月27日午後6時（中央
欧州時間）が締め切りです。署名しないと決定した場合は、その代わりにどのような
技術的措置によって第2項および第4項の要件を満たすかを別途準備しなければなりま
せん。

日付を一つ挙げて締めくくります。第50条は2026年8月2日に適用されます。この日
より前にすでに市場に投入され稼働していた生成型システムのウォーターマーキング
義務には、2026年12月2日まで4か月間の猶予があります。しかし、その日以降に新
しく提供するシステムには猶予がなく、第1項、第3項、第4項の通知・開示義務には
そもそも猶予というものが存在しません。板橋（パンギョ）の例のゲーム会社は、先
週の会議でチャットボットの最初の画面に文言を一文追加する議題を通過させました。
開発チームは半日もあれば済む作業だと言いました。実際に時間を要したのは画面の
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設計ではなく、「自社がなぜこの条項の適用対象となるのか」を経営陣に納得させる
会議でした。現在、欧州に何らかのサービスやコンテンツを提供しているのであれば、
カレンダーで8月2日までの残り日数を数えてみてください。
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第5章 ウォーターマーキングの技術と法
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板橋（パンギョ）のある画像生成スタートアップで実際にあった出来事です。投資家
向けデモの場で、チーム長がプロンプトを入力して人物写真を生成しました。画面の
隅には小さなAI表示アイコンが付いており、ファイルのプロパティを開くと、この写
真がいつどのようなモデルで作られたのかを示す署名付きの情報も入っていました。
ここまでは想定どおりでした。問題はその次でした。投資家がその画面をそのままキャ
プチャして、自身のSlackに投稿したのです。キャプチャされたファイルを開いてみ
ると、画面に見えていたアイコンは残っていましたが、ファイル内に埋め込んでおい
た署名情報は跡形もなく消え去っていました。スクリーンショットというごく平凡な
操作ひとつが、苦心して付与した出典情報を消し去ってしまったのです。この場面こ
そが、第5章全体が扱う問題を凝縮して示しています。法はAIが生成したコンテンツ
に表示を残すよう求めていますが、その表示がインターネット上でコンテンツが直面
する日常的な操作に対してどこまで耐えられるかというのは、まったく別の問題だか
らです。
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5.1 既存システムの2026年12月2日猶予、および新規リリースシステムの
猶予なし

欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」）は2024年8月1日
に発効し、透明性義務を規定した第50条は発効から24か月後の2026年8月2日から全
面適用されます。第50条は4つの項に分かれており、各項が対象とする範囲が異なり
ます。第1項は、チャットボットのように人と対話するAIシステムに対し、人と相互
作用しているという事実を通知するよう求めています。第2項は、合成音声、画像、
映像、テキストを生成するAIシステムの提供者に対し、その出力物を機械判読可能な
形式で表示し、検知可能にするよう求めています。第3項は、感情認識や生体認証分
類システムの配�者（デプロイヤー）に対し、そのシステムにさらされる人に対して
その事実を通知するよう求めています。第4項は、ディープフェイクのように操作さ
れた画像、オーディオ、ビデオを扱う配備者に対し、操作されたという事実を公開す
るよう求めています。

ここで実務に直ちに影響を与える変化は、EU共同立法者が合意したデジタル・オムニ
バス（Digital Omnibus）改正を通じて、第2項にのみ別途の経過措置が付されたとい
う点です。この改正は2026年5月7日に欧州議会と理事会との間で政治的合意が成立し、
2026年7月8日には署名まで完了しました。ただし、本稿を執筆している時点では、官
報（Official Journal）への掲載はまだ行われていません。官報掲載前だからといって
無視してよいという意味ではありません。立法者間の合意と署名が完了した事項を根
拠がないとみなす方が、むしろ危険な判断です。この経過措置の内容は次のとおりで
す。2026年8月2日より前にEU市場に上市されたかサービスに投入された生成AIシス
テムであれば、第50条第2項が求める表示・検知義務を2026年12月2日までに備えれ
ばよいことになります。4か月間の猶予を得たことになります。そして、この猶予期
間前にすでに世に出た出力物、すなわち8月2日より前に作成されたディープフェイク
を含む成果物について、さかのぼって表示を行う必要はありません。

反対に、新規リリースシステムにはこの猶予はありません。2026年8月2日以降にEU
市場に初めて上市されるかサービスに 投入されるAIシステムは、生成AIを含めて、リ
リース後直ちに第50条のすべての要件を満たしていなければなりません。第2項の猶
予は、既存のシステム、それも8月2日より前にすでに市場に出ていたシステムにのみ
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適用される狭い例外です。第1項、第3項、第4項は、既存・新規を問わず例外なく8月
2日から適用されます。EUのAIオフィス（AI Office）が明らかにした原則もこの方向
性です。第50条に該当するすべてのAIシステムは、いつ初めて上市されたかに関わら
ず、8月2日からEU市場に上市されているかサービスに投入されているならば遵守し
なければならないというものです。私はこの条項を、新規参入者にペナルティを与え
る構造として捉えています。すでに市場に定着している事業者には4か月間の猶予を
与える一方で、今まさに参入しようとする事業者には初日から完成された形を要求す
ることになるからです。

ソウルに本社を置く企業にとって、この区分はリリース日をいつに設定するかによっ
て準備の負担が大きく変わることを意味します。現在EUでサービスを提供中の生成AI
がある場合は12月2日までにウォーターマーキングとメタデータ体系を整備すればよ
いですが、8月2日以降にEUで初めて提供する新規サービスであれば、設計段階から
表示機能を完成させてリリースしなければなりません。この2つを同じスケジュール
に乗せて準備すると、新規サービス側が必ず遅れることになります。違反時の制裁金
は第99条に基づき、直前会計年度の全世界年間売上高の3パーセントまたは1,500万ユー
ロのうち、いずれか高い方の金額となります。8月2日からは、加盟国の市場監視当局
およびAIオフィスがこの制裁金科料権限を実際に行使し始めます。猶予を受けたから
といって安心するのではなく、猶予された4か月間を実際のシステム実装に充てるべ
きだという意味として受け止めるのが安全です。
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5.2 C2PA標準とコンテンツの出所認証

AI法第50条第2項自体は、C2PAという名称を一文字も使用していません。条文が求め
ているのは、出力物を機械判読可能な形式で表示し、検知可能にすることだけであり、
その表示がどのような技術で実装されるべきかは規定していません。この空白を埋め
たのが、AIオフィスが2026年6月 10日に発表した「AI生成物の透明性に関する実践規
範（Code of Practice on Transparency of AI-Generated Content）」です。この規範
は表示手法をウォーターマーキング、メタデータ、フィンガープリンティング（指紋）
の3つの方式に分類し、それぞれが効果的で、相互運用可能であり、堅牢（ロバスト）
で、信頼できるものでなければならないという条文の要求を、具体的な実行項目へと
落とし込みました。詳細措置1.1.1はデジタル署名付きのメタデータを、1.1.2は不可
視ウォーターマーキングを要求しています。この2つの条件を同時に満たす技術は、
事実上ひとつしかありません。コンテンツ出所および真実性連合（C2PA）が策定し
た「コンテンツ・クレデンシャル（Content Credentials）」です。

コンテンツ・クレデンシャルが実際に行う処理はそれほど複雑ではありません。コン
テンツが生成された瞬間、どのようなツールで、いつ、どのような編集を経たかを記
述した情報データ群を暗号で署名し、ファイルに付与しておきます。この署名された
情報データ群を「マニフェスト（manifest）」と呼びます。コンテンツが別のツール
を経由するたびに、新しいマニフェストが直前のマニフェストを指し示しながら連結
され、その結果、ひとつのファイルの中に生成から配信に至るまでの履歴がチェーン
（連鎖）のように蓄積されます。このチェーンの途中に署名を検証しないツールがひ
とつでも挟まると、そこで履歴が途切れ、それ以降の段階は出所を証明できない状態
として残ってしまいます。

法律の条文に名称がないという点と、実務において事実上ひとつの標準として定着し
ているという点は、別次元の話です。実践規範は署名が任意である規範であるため、
法的拘束力はありません。ただし、この規範に署名し、その内容に従って履行すれば、
第50条第2項の遵守を立証する有力な根拠となります。第40条が定める整合規格（
harmonised standards）制度と組み合わせて見ると、この構図がより鮮明になりま
す。整合規格に従う高リスクAIシステムや汎用目的AIモデルは、関連する要求事項を
満たしていると推定される「適合性の推定（Presumption of Conformity）」という
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恩恵を受けます。C2PAがまだその地位の整合規格として正式に指定されたわけでは
ありませんが、AIオフィスが実践規範において事実上指名した技術的ルートであると
いう事実だけでも、監督機関に対して何を遵守の証拠として提示すべきかが、すでに
決まったも同然です。AIオフィスは同日、標準アイコンセットも発表しました。AIが
作成したか手を加えたコンテンツに付与される、決められた形状のAI表示が人間が見
る層（レイヤー）であるならば、C2PAコンテンツ・クレデンシャルはその下で機械
が検証する層です。

韓国企業がここで押さえておくべき実務上のポイントは2つあります。ひとつは、代
替技術を使用することは可能ですが、その技術がC2PAと同等のレベルの検知可能性
とオープンなアクセシビリティを備えていることを、自ら立証しなければならないと
いう点です。規範が特定の技術を強制しないからといって、どのような方式でも通用
するという意味ではありません。もうひとつは、C2PAの採用が画像・映像生成パイ
プラインにとどまる問題ではないという点です。コンテンツ・クレデンシャルは生成
段階、編集段階、配信段階ごとに署名を繋ぎ合わせる構造であるため、社内システム
のいずれかの段階で署名チェーンが切れると、最終出力物から出所情報が丸ごと抜け
落ちてしまいます。私はこの問題を技術チームだけに任せるのは危険だと考えていま
す。法務部門が遵守状況を監督機関に説明しなければならない瞬間、署名チェーンが
どこで切れたのかを技術的に特定できなければならないからです。
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5.3 堅牢性要件、再エンコードとスクリーンショットに耐えられるか

第50条第2項は、表示技術が効果的であり、相互運用可能で、堅牢（ロバスト）であ
り、信頼できるものでなければならないと規定しています。これら4つの形容詞の中
で、実務上特に扱いが難しいのが「堅牢性（robustness）」です。コンテンツに付与
した表示が、コンテンツを圧縮したり、解像度を変更したり、別のプラットフォーム
に再投稿したり、画面をそのままキャプチャしたりしても生き残らなければならない
という要求だからです。パンギョのスタートアップで起きたあの場面こそが、まさに
この問題をそのまま物語っています。画面に見えていたアイコンは画像自体に描き込
まれたものではなく、ビューアがメタデータを読み取って重ね合わせて表示したもの
であり、キャプチャした瞬間に元ファイルのメタデータは切れ、画面に写ったピクセ
ルだけが残ったのです。メタデータ方式のみでは、このような状況において表示が消
えてしまいます。

これとは対照的に、コンテンツのピクセル自体に信号を刻み込む不可視ウォーターマー
キング方式は事情が異なります。GoogleのSynthIDのような技術は、一般的な再エン
コードや軽微な編集、さらにはスクリーンショットのようにメタデータが丸ごと消失
する状況であっても、画像自体に残された信号はかなりの程度維持されます。信号が
メタデータではなくコンテンツ内部にあるからです。問題は、意図的に表示を消去し
ようとする存在です。画像にノイズを入れて信号を乱した後、生成AIで描き直す、い
わゆる「再生成攻撃（regeneration attack）」や、ウォーターマーク自体を学習させ
て剥ぎ取る「ウォーターマーク・スティーリング攻撃」は、目に見える画質の劣化な
しに検知の信頼性を大きく低下させます。テキストのウォーターマーキングも同様で
す。文章を書き換えるだけで信号が薄れる可能性があります。つまり、ウォーターマー
キングは現時点において、AIが作成したコンテンツを追跡不可能にするためのコスト
を引き上げる装置であって、追跡を根本的に遮断する鍵（南京錠）ではないのです。

スクリーンショットは、この堅牢性を巡る議論においてやや特殊な位置を占めます。
スクリーンショットはファイルを再エンコードするわけでもなく、画質を低下させる
編集でもありません。画面に表示されたピクセルをそのまま撮影し直す動作であるた
め、元ファイルに付与されていたメタデータ、署名、マニフェストは跡形もなく脱落
します。コンテンツ・クレデンシャルのようにファイルに併記する形で情報を付与す
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る方式は、この瞬間完全に無力化します。一方、画像のピクセル配列自体に信号を刻
み込むウォーターマーキングは、画面にそのまま写し取られても、その信号がピクセ
ルとともに移動するため、残存する余地があります。私は、この2つの技術を競合関
係ではなく、互いの欠陥を補い合う関係として捉えるべきだと考えます。メタデータ
署名は詳細な履歴を残しますが、スクリーンショット一回で消去され、ピクセルウォー
ターマーキングはスクリーンショットに耐えますが、何を、いつ、誰が作成したかま
では示せません。両方の技術を共に埋め込んでこそ、いずれか一方が破られても、も
う一方が最小限の証拠を残すことができるのです。

第50条第2項は、堅牢性を判断する際、コンテンツのタイプごとの特性と限界、実装
コスト、およびその時々の最新技術水準（state of the art）を総合的に考慮するよう
規定しています。しかし、再エンコードやスクリーンショットにどの程度耐えれば堅
牢であると認められるのかについての定量的な基準は、まだ示されていません。AIオ
フィスのガイドラインや整合規格、そして加盟国ごとの執行事例が蓄積されるにつれ
て、その基準が徐々に確立されていくと考えられます。現時点で確実に言えるのは、
最新技術水準という尺度は、時間の経過とともに要求水準が上がっていく性質の基準
であるという点だけです。本日パスしたウォーターマーキング技術が、1年後にも堅
牢であると認められる保証はありません。韓国企業がコンテンツ生成エンジンに表示
機能を一度組み込んで終わりというアプローチをとれば、次の監督周期において「時
代遅れの技術」と評価されるリスクがあります。私はこの要件を、単発の実装ではな
く、継続的に更新すべきR&D項目として予算に反映させることを推奨します。
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5.4 NCII・CSAM生成の禁止、第5条改正と2026年12月2日発効

第5条は、最近になってようやくこの内容を備えるに至った条文です。この改正前ま
で、第5条は操作的、搾取的、あるいは社会的信用スコアリングの実践（慣行）を禁
止する条項に過ぎず、同意のない性的画像（NCII）や児童性搾取物（CSAM）を特定
して言及してはいませんでした。その空白を埋めたのが、2026年5月7日に欧州議会と
理事会が政治的に合意した「AIに関するデジタル・オムニバス（Digital Omnibus on
AI）」パッケージです。この合意には、いわゆる「ヌーディファイア（nudifier）」
アプリケーション、すなわち同意なく人の身体を露出させたり、性的な画像・映像・
音声に加工・操作するAIシステムや、児童性搾取物を生成するAIシステムを、第5条
の禁止行為（慣行）に追加する内容が含まれていました。このパッケージは2026年7
月8日に署名まで完了し、官報への掲載を残すのみとなっています。

改正された第5条は、このようなシステムをEU市場に上市することや使用する行為自
体を禁止しています。適用範囲は、端からそのような用途のために設計されたシステ
ムにとどまりません。そのような出力物が合理的に予見可能な結果として生じ得るシ
ステムであれば、提供者がそのような意図で作成していなかったとしても、規制の対
象に含まれる可能性があります。ただし、セーフハーバー（safe harbour：安全地帯）
規定も併せて設けられています。そのような出力物を信頼性をもって遮断する効果的
な技術的安全装置を備えたシステムであれば、この禁止から除外されます。したがっ
て、画像生成サービスを運営する企業であれば、自社のシステムがそのようなコンテ
ンツを生成できないように遮断するフィルターがどれほど信頼できるかを自ら立証で
きなければ、本条項の射程圏外に出ることはできません。セーフハーバーが要求する
信頼性の程度がどの水準であるかは、まだ判例やガイドラインで確定していません。
そのため、私はフィルタリングの性能を事後に報告書として繕うよりも、開発段階か
らテストログや誤検知・未検知の数値を残しておくことを推奨します。監督機関がセー
フハーバーの認定可否を判断する際、拠り所として提示すべき資料は最終的にこのロ
グだからです。施行日は、5.1で扱った第50条第2項の猶予終了日と同じ2026年12月2
日です。日付が重なっているからといって、2つが同じ内容を指しているわけではあ
りません。第50条第2項は既存の生成AIに対して表示義務を完了するよう求める猶予
の終了であり、改正第5条は特定の出力物自体を絶対的に禁止する新しい規定の開始
です。ひとつは猶予が終了する日であり、もうひとつは禁止が開始される日ですが、
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偶然にも同じ日付に重なっているのです。

法律違反の重みもまったく異なります。第50条違反は前述のとおり、第99条に基づき
売上高の3パーセントまたは1,500万ユーロの枠内です。これに対し、第5条の禁止行
為違反は売上高の7パーセントまたは3,500万ユーロのうち、いずれか高い方の金額が
上限となります。AI法が定める罰金体系全体の中で最も上限が高い階層です。これに
加えて、EU加盟国の刑事法も重なります。NCIIやCSAMの生成は、AI法が存在しなかっ
たとしても、多くの加盟国ですでに刑事罰の対象となっていた行為であり、AI法第5
条の改正は、この長年にわたる禁止をAIシステムという新たなツールに関しても明示
的に規定したものと言えます。韓国で画像・映像生成サービスを開発し、EUのユーザー
に向けて提供している企業であれば、コンテンツフィルタリングを事業の優先度の低
い課題として後回しにしている場合ではありません。フィルターが突破されて出力さ
れたたったひとつの成果物が、会社全体の売上高の7パーセントに影響を及ぼし得る
という試算を、経営陣が直接把握していなければなりません。

参考資料

日付と義務の整理は次のようになります。2024年8月1日、AI法発効。2025年2月2日、
第5条の禁止行為の全面施行。2026年8月2日、第50条の全面適用日。この日から、新
規リリースシステムは第50条第1項から第4項まで例外なく遵守しなければなりません。
既存システムについても、第1項、第3項、第4項はこの日から遵守する必要がありま
す。2026年12月2日、2つの出来事が重なります。ひとつは2026年8月2日より前にリ
リースされた既存の生成AIシステムにおける第50条第2項の猶予終了。もうひとつは、
改正第5条に基づくヌーディファイア・CSAM生成システムの禁止の施行開始です。

判断基準は3つの質問に絞られます。自社のシステムがいつEU市場に上市されたか、
または上市される予定か。8月2日を基準としてその前か後かが猶予の有無を分けます。
自社の表示技術がメタデータのみに依存しているか、コンテンツ自体に信号を埋め込
むか。スクリーンショットや再エンコードに耐える程度がここで分かれます。自社の
生成システムが性的な画像や児童関連コンテンツを遮断するフィルターを備えており、
その信頼性を文書で立証できるか。これが第5条のセーフハーバーに入れるかどうか
を分けます。



86（金炅鎭 弁護士 著）

制裁金（罰金）の区分も改めて記しておきます。第99条に基づく一般的な違反は売上
高の3パーセントまたは1,500万ユーロ。第5条の禁止行為違反は売上高の7パーセント
または3,500万ユーロ。SME（中小企業）は、いずれの区分においても低い方の上限
が適用されます。

投資家がキャプチャしてSlackに投稿したあの写真には、今も目に見える小さなアイ
コンがひとつだけ残っています。その下にあった署名は消え去り、そのファイルがど
のモデルからどのようなプロンプトによって生成されたのかは、もはや誰も証明でき
ません。法律が要求する「堅牢性」という言葉は、結局のところ、この瞬間を耐え抜
く能力を意味しているのです。





88（金炅鎭 弁護士 著）

第6章 透明性行動規範
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ソンスドンにオフィスを構える画像・動画生成サービススタートアップの法務チーム
は、2026年7月22日午後6時、中央欧州時間の締め切りを翌日に控え、会議を開きま
した。ブリュッセルで確定した透明性行動規範に今署名すべきか、それとも様子を見
るべきかを決めなければならなかったのです。同社が提供する動画生成サービスは欧
州の利用者も使用しているため、欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、
以下「AI法」）第50条が定める表示義務を免れる道は最初からありませんでした。た
だ、その義務をどのような方式で履行したと説明するのか、その説明の材料をどこか
ら調達するのかは、会社が選択できる問題でした。

本章で扱う行動規範（Code of Practice）は、第5章で見た汎用AIモデル（GPAIモデル）
の 行動規範と名称は同じですが、そのルーツは異なります。AI法第56条から生まれた
GPAI行動規範は、少数の大型モデル提供者を対象としています。一方、第50条第7項
が予定している透明性行動規範は、ディープフェイク動画を制作するスタートアップ
から、チャットボットを組み込んだカスタマーセンター、合成画像を生成する広告代
理店に至るまで、はるかに幅広い企業群を対象としています。欧州委員会は2026年6
月10日の終了全体会議（Closing Plenary）において、この透明性行動規範の最終案を
確定しました。9か月近くにわたって続いた多角的な協議過程には、産業界、学界、
市民社会、著作権者団体、加盟国政府から187名を超える参加者が名を連ね、AIオフィ
スが委嘱した6名の独立専門家が草案作成を主導しました。

あらかじめ押さえておくべき点が一つあります。第50条が定める透明性義務は、この
行動規範一つですべてカバーされるわけではないという事実です。第50条第1項は、
チャットボットのように人と直接相互作用するAIシステムの提供者に対し、利用者が
人工知能と対話していることを認識できるように設計することを求めており、第50条
第3項は、感情認識システムや生体分類システムを使用する配備者（deployer）に対
し、対象となる人物にその旨を通知することを求めています。第50条第7項が行動規
範の対象としているのは、このうち検知・ラベル付け義務、すなわち第50条第2項と
第50条第4項のみです。したがって、チャットボットを運営する企業や感情認識機能
を使用する企業は、今回の行動規範に署名しても、これら2つの条項の義務まで自動
的に解決されるわけではありません。それぞれの義務に応じた別途の告知設計が引き
続き必要であることを意味します。
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6.1 署名の実益、立証責任の移動

透明性行動規範が扱う範囲は、AI法第50条第2項のマーキング・検知義務と第50条第4
項のラベル付け義務の2つです。第50条第2項は、合成音声・画像・動画・テキストを
生成するAIシステムの提供者に対し、その出力物が機械判読可能な方式で表示され、
人工的に生成されたという事実が検知可能でなければならないという義務を課してい
ます。第50条第4項は、ディープフェイクを生成または操作するシステム、ならびに
公益に関する事項を扱うテキストを 生成するシステムの配備者（deployer）に対し、
その成果物が人工的に作られたものであるという事実を利用者に通知することを求め
ています。

どちらの義務も署名の有無にかかわらず2026年8月2日からそのまま適用されます。行
動規範が変えるのは義務の存在ではなく、その義務を遵守したという事実をどのよう
に示すかです。署名した企業は、自社がなぜこの程度の措置で十分だと考えるのかを
最初から説明する必要がなくなります。その代わりに、行動規範が定めた項目、例え
ばどのようなウォーターマーク標準を使い、どのようなメタデータ体系を付与したか
をチェックリストとしてそのまま提示すればよいのです。加盟国の市場監視当局の立
場からも、審査対象が明確になります。この企業は欧州連合が多角的な協議を経て作
成した標準的な枠組みにそのまま従っているな、と判断する方が、毎回個別企業の独
自の運用手法を最初から検証するよりもはるかに容易だからです。私はこれこそ行動
規範に署名する本当の実益だと考えています。新しい条文が生まれるのではなく、立
証の重心が企業から規範へと移動すること、それこそが本章のタイトルが示す立証責
任の移動なのです。

これに加え、実務的に得られるメリットもあります。規範を遵守していると表明した
企業に対しては、市場監視当局が規範の遵守状況を確認する方向に監督リソースを集
中させる可能性が高くなります。未署名企業に投入する個別調査のリソースを、署名
企業に対しては節約することを意味します。ただし、明確にしておくべき点がありま
す。GPAI行動規範とは異なり、透明性行動規範を遵守したという事実がAI法違反時の
制裁金を減軽する要素であると明文で規定した条文はありません。AI法第101条が定
める罰金減軽規定はGPAIモデル提供者にのみ適用される規定であり、第50条違反に対
する制裁は第99条が定める一般制裁金体系、すなわち世界売上高の3パーセントまた
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は1,500万ユーロのいずれか高い方の金額が適用されます。行動規範の遵守がこの制
裁金算定においてどの程度の重みで考慮されるかは、加盟国監督当局の裁量に委ねら
れていると見るのが正確です。

署名手続き自体もGPAI行動規範とはニュアンスが 異なります。GPAI行動規範は欧州
委員会が妥当性を評価し承認する手続きを経て初めて効力を持ちます。透明性行動規
範は多角的な協議の成果物を公表し署名を募る方式であるため、承認手続きの重みが
相対的に軽くなっています。2026年7月22日の締め切りは、最初の署名者リストに名
を連ねるための窓口であり、その後も新たに署名しようとする企業を引き続き受け入
れる可能性が高いと見られます。GPAI行動規範も最初に公開された後、複数回にわたっ
て署名者が追加された前例があるため、今回も同様の流れになると私は予想していま
す。ただし、この予想が外れる可能性もあるため、遅れて署名しようとする企業であ
れば、AIオフィスの告知をその都度確認しなければなりません。
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6.2 遵守と法的推定の関係

ここで必ず明確に区別しておかなければならない点があります。透明性行動規範に署
名して遵守したからといって、AI法が言う適合性の推定（presumption of
conformity）が生じるわけではないという点です。適合性の推定は、AI法第40条が定
める整合規格（harmonised standard）にのみ付与される恩恵です。欧州標準化機関
（CEN、CENELEC）が策定し欧州連合官報に掲載された整合規格に従えば、その規格
が扱う要件については法律を遵守したと推定されます。反証可能な推定ではあるもの
の、立証責任自体が規制当局側に移る強力な効果を持ちます。透明性行動規範はこの
水準には達していません。

GPAI行動規範と比較すると、この違いがより鮮明になります。GPAI行動規範は、AI法
第53条第4項および第55条第2項という条文自体が行動規範の遵守を義務履行の証明手
段として明記しています。条文が行動規範をそのように活用してよいとピンポイント
で指定しているわけです。一方、第50条第7項は、AIオフィスに行動規範の作成を推
奨・促進するとだけ記載されており、その行動規範を遵守すれば義務を立証したもの
とみなすという連結環を条文内に含めていません。したがって、優先順位をつけるな
らば次のようになります。最上位に整合規格による完全な適合性の推定があり、その
一段下に条文が明示的に認めたGPAI行動規範の立証ルートがあり、透明性行動規範は
そのさらに下に位置し、条文上の根拠なく実務上の慣行としてのみ重みを持つに過ぎ
ません。私はこの優先順位を混同してはならないと考えています。透明性行動規範へ
の署名をGPAI行動規範と同じ法的盾と誤解したまま、後になって加盟国の監督当局か
ら署名だけでは不十分だと告げられた瞬間、狼狽する企業が出てくるのではないでしょ
うか。

より正確に言えば、透明性行動規範が現在持っている重みは、最新の技術水準（
state of the art）を示す有力な状況証拠に近いと言えます。187名を超えるステーク
ホルダーと6名の独立専門家が合意した成果物であるため、この程度の措置が業界の
通常の水準であると主張する根拠にはなります。ただし、それ自体で法律が定める推
定効果を発動させる鍵となるわけではありません。一つ付け加えると、第50条が定め
る義務に関する整合規格は、本稿を執筆している時点ではまだ発行されていません。
したがって、現時点では透明性行動規範が事実上唯一の実務的基準点として機能して
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おり、整合規格が発行されれば、その時点で優先順位が再び揺れ動く可能性がありま
す。

執行窓口も異なります。GPAI行動規範はAIオフィスが2026年8月2日から直接制裁金
を科す権限を行使して監督します。透明性行動規範が関係する第50条の義務は、加盟
国の市場監視当局が執行します。韓国企業が直面する相手がブリュッセルのAIオフィ
スではなく、自社サービスが流通する個別の加盟国の監督機関であることを意味する
ため、実務上の対応窓口をその国の言語で、その国の手続きに合わせて準備しておか
なければなりません。

加盟国の中でも窓口が一つに集約されているわけではありません。ディープフェイク
動画が政治や選挙に関連していれば放送・メディア規制機関が共に精査する可能性が
あり、個人情報が含まれた合成コンテンツであればデータ保護当局（DPA）が別途関
心を寄せる可能性があります。市場監視当局1箇所だけを相手にすればよいと考えて
いたところ、複数の機関から同時に照会を受けるケースも生じうると考えられます。
これに加え、第50条の範囲と適用対象を解説する解釈ガイドラインは、本稿を執筆し
ている時点ではまだ草案段階にとどまっています。実務ツールである行動規範が先に
発行され、解釈指針が後から続くという、通常とは逆の順序です。ガイドラインが発
行されれば、行動規範が扱っていない余白、例えば芸術的・風刺的な表現物に対する
例外をどこまで認めるかといった問いに対して、より明確な回答が得られることが期
待されます。
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6.3 未署名企業の代替ルート

署名しないという選択ももちろん可能です。行動規範は自主的なものですから。ただ
し、第50条が定めるマーキング・検知・ラベル付けの義務自体は、署名の有無にかか
わらずそのまま残ります。署名しない企業は、自社が採用するウォーターマーク方式
や配備者告知文がなぜ法律の要求する水準、すなわち実効的（effective）で、相互運
用可能（interoperable）であり、堅牢（robust）で信頼できる（reliable）措置であ
るのかを自ら説明し、文書として残さなければなりません。行動規範がすでに業界標
準のように定着している状況では、その文書化作業を行動規範の文言を参考にせずに
行うことの方がかえって困難です。私は、この代替ルートを選択する企業であっても、
実際には行動規範を傍らに置き、自社の措置と比較・検証する場合が多いと考えてい
ます。法的義務ではありませんが、実務的にはコンパス（道しるべ）の役割を果たす
わけです。

では、未署名企業が実際に手にできるカードは何でしょうか。私は3つを挙げます。1
つ目は、コンテンツの出所を残すメタデータやウォーターマーク技術を自社で導入し、
その選択がなぜ実効的で堅牢であるかを技術レポートの形式で残しておくことです。
2つ目は、外部監査人や技術専門家に自社の措置の妥当性を評価してもらい、独立し
た意見書を確保することです。3つ目は、社内規定や利用規約に表示手続きを明記し、
措置が偶然ではなく設計段階から反映された結果であることを示すことです。3つと
も、行動規範に署名してチェックリストを確認する側より手間がかかります。ただし、
自社の事業構造に行動規範の標準項目が適合しない会社、例えば特殊な産業用画像生
成ツールを開発する会社であれば、むしろこちらの方がより誠実な選択と言えるかも
しれません。

スケジュールも把握しておく必要があります。第50条の義務は2026年8月2日から一
般的に適用されますが、2026年5月に暫定合意されたAIオムニバス（AI Omnibus）改
正に基づき、同時点より前にすでに市場に出回っていた生成AIシステムは、機械判読
可能なマーキング要件に限り2026年12月2日まで猶予されます。相互運用性の要件は
それよりも後の2027年2月2日から完全適用されます。すでにサービス中の製品を後か
ら改修しなければならない企業であれば、この猶予期間中に措置をブラッシュアップ
する余裕が多少はあることになります。
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もう一つ押さえておくべき点は、行動規範とは別に準備されている第50条の解釈ガイ
ドラインです。通常は解釈指針が先に提示され、それに合わせて実務ツールである行
動規範が続くものですが、今回は順序が逆でした。行動規範が2026年6月に先に確定
し、条文の範囲と適用対象を解説するガイドラインは未だ草案段階にとどまっていま
す。未署名企業が規範の代わりに依拠できる公式な解釈資料も、当面の間は十分では
ないことになります。署名しないことを決めた企業は、結局のところAIオフィスの今
後のガイドライン発表と各加盟国監督当局の初期の執行事例を注視しながら、自社の
措置が遅れをとっていないかを検証し続けるしかありません。

韓国企業の立場から見ると、もう一つ問題が重なります。国内のAI基本法にも生成AI
成果物の表示義務がすでに組み込まれており、欧州連合の規定と国内規定の双方を満
たさなければならない二重のコンプライアンス負担が生じます。2つの法律における
表示方式や文言要件が完全に一致しない場合、単一のウォーターマーク・告知体系で
双方を同時に満たせるのかという点から検討しなければなりません。EU域外に本社を
置く企業であれば、第50条に関する問い合わせや調査に対応するEU内の窓口、すな
わち代理人の役割を果たす組織を用意しておく方が安全です。

ソンスドンのスタートアップの法務チームは、その日の会議で署名する方向へと傾き
ました。動画生成サービスが欧州のユーザーに露出する割合が小さくなく、社内に監
督当局と個別に対峙できる人材を別に確保することも難しかったからです。ただし、
法務チーム長が最後に残した言葉は次のようなものでした。署名したからといって終
わるのではなく、署名した瞬間から規範が求める項目を実際にすべて備えているかを
社内で点検する作業が新たに始まるのだ、と。開発チームにウォーターマークモジュー
ルをいつまでに実装できるのか、カスタマーセンターのスクリプトにディープフェイ
クの告知文をどのように盛り込むのか、その答えは署名の有無にかかわらず、最終的
に各チームが埋めなければならない課題でした。

参考資料

法的根拠：AI法第50条第2項（マーキング・検知）、第50条第4項（ディープフェイク・
公益テキストのラベル付け）、第50条第7項（行動規範の根拠） 確定日：2026年6月
10日 終了全体会議（Closing Plenary） 初期署名者リスト締め切り：2026年7月22日
18時（中央欧州時間）、以降の参加可否はAIオフィスの案内を確認する必要あり 一般
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適用：2026年8月2日 既存システムのマーキング要件猶予：2026年12月2日（AIオムニ
バス暫定合意の反映時） 相互運用性要件の適用：2027年2月2日 制裁金の根拠：第99
条（一般、売上高の3パーセントまたは1,500万ユーロのいずれか高い方）、GPAI専用
の減軽規定である第101条とは別個 執行主体：加盟国の市場監視当局（GPAI行動規範
はAIオフィスによる直接執行である点と対比） 法的性質の比較：整合規格（第40条、
完全な適合性の推定）が最上位、GPAI行動規範（第53条第4項・第55条第2項、条文
上の立証ルート）がその次、透明性行動規範（第50条第7項、条文上の根拠なく実務
上の慣行として作用）がその下
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第三部

汎用AIモデルを扱う企業へ
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第7章 私たちは汎用AIモデルの提供者なのか
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大田（テジョン）にある人工知能スタートアップの一社を見てみましょう。開発チー
ムが海外で公開された言語モデルを一つダウンロードしました。会社が数年間蓄積し
てきた化学工程データでそのモデルを再学習させ、今やその成果物は化学設備の異常
兆候を文章で説明してくれるレベルに達しました。会社はこれをドイツの化学会社2
社に有料で提供し始めました。代表はこう考えています。「モデルは他人が作ったも
のであり、私たちはそれを自分たちの業務に合わせて調整しただけに過ぎない。した
がって規制の上では、私たちは利用者側に近いはずだ」と。

この判断が正しいかどうかが、本章のすべてです。もしこの会社が汎用人工知能モデ
ル（general-purpose AI model、以下GPAIモデル）の提供者（provider）に分類され
るなら、AI法第53条の義務パッケージが丸ごと課されることになります。技術文書を
整備し、著作権ポリシーを策定し、学習に使用したコンテンツの要約を公開しなけれ
ばなりません。「調整しただけ」という認識と「提供者」という法的地位との間にあ
る距離、その距離こそがこの会社の直面している見落とされたリスクなのです。

まずGPAIモデルという言葉から解きほぐしていきます。AI法第3条第63号は、GPAIモ
デルを「相当な汎用性（significant generality）を示し、広範かつ多様なタスクを巧
みに実行できるAIモデル」と定義しています。大量のデータを用いた大規模な自己教
師あり学習方式で学習されたかどうかは問いません。モデルがどのような形で市場に
出されるにせよ、多様なダウンストリームシステムやアプリケーションに統合できれ
ば足ります。言語モデルがよく挙げられる例です。一つのモデルで翻訳も行い、要約
も行い、コードも記述します。このような幅広い用途こそが「相当な汎用性」の意味
するところです。これを開発して市場に出す側が「提供者（provider）」です。
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7.1 相当な汎用性という基準

「相当な汎用性」という言葉の意味は、条文上に明確かつ具体的に列挙されているわ
けではありません。AI法前文第97項および第99項は、大規模生成AIモデルをGPAIの典
型例として挙げつつ、テキスト、オーディオ、画像、動画といった多様な形態のコン
テンツを柔軟に生成し、幅広いタスクを容易に処理できる点を根拠として提示してい
ます。顔認識に特化したモデルや、信用スコアリング専用のモデルはここから除外さ
れます。単一の狭い用途に限定されているからです。反対に、何を聞いてもそれらし
く回答する大規模言語モデルは、相当な汎用性を備えているとみなされます。

欧州委員会は、この判断を正確な能力のリストとして固定化することは不可能だと自
ら認めています。その代わりに、計算能力（computational power）を指標基準（
indicative criterion）として用いています。モデルの学習に投じられた浮動小数点演
算数、すなわちFLOPを測定するのです。実務解説などを見ると、学習演算量が10の
23乗FLOPを超えるモデルは、GPAIモデルとみなす指標基準のしきい値を超えたもの
として扱われます。さらに、このしきい値を超えたモデルをプルーニング（剪定）し
たり量子化したりして軽量化した派生モデルも、元モデルがそのしきい値を超えてい
ればGPAIモデルの扱いから逃れることはできません。小型化したからといって規制を
回避できるわけではないという意味です。この10の23乗という数値は、後述する第9
章の「システム的リスク」のしきい値、すなわち10の25乗FLOPとは異なる位置づけ
の数値です。前者はGPAIモデルに該当するか否かを区分するものであり、後者は
GPAIモデルの中でもシステム的リスクを伴うものに対して加重義務を課すためのしき
い値です。この二つを混同してはなりません。

この指標基準を盛り込んだガイドラインは、欧州委員会が2025年7月18日にその内容
を承認して初めて提示し、2025年11月19日にコミュニケーション文書 C(2025) 7719
として正式に採択しました。法的拘束力はありません。AI法の条文および今後のEU司
法裁判所による解釈が、このガイドラインに優先します。それでも実務においては、
欧州委員会やAIオフィスが実際にこの基準に基づいて事案を判断することになるため、
「拘束力がない」という理由だけで無視できる文書ではありません。
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韓国企業にとって、この基準が実務上問題となるのは中間的な領域です。極めて大き
くもなく極めて狭くもないモデルを開発した場合、「相当な汎用性」のしきい値を超
えたかどうかがあいまいになります。私は、このようなあいまいな立場にある場合は、
「しきい値を超えた」とみなして対策を講じる方が安全だと考えます。超えていない
と判断していたものの後から超えていたと判明した場合、第53条の義務全体を怠った
ことになります。反対に、超えたとみなして準備していたものの実際には超えていな
かったと判明した場合は、準備が少し先行した程度で済みます。リスクの重みが一方
に明確に傾いているのです。これに加え、GPAIモデル提供者のための実践規範（
Code of Practice）に署名しておけば、AIオフィスとの関係においてコンプライアン
ス（適合性）を立証する手続きが格段にスムーズになるという点も留意しておく価値
があります。

欧州委員会はガイドラインの中で自ら明記しています。「相当な汎用性」の判断は常
に個別事例の評価（case-by-case assessment）を経なければならず、技術・社会・
市場の動向、ならびにEU司法裁判所の解釈に応じて、このガイドライン自体を再検討
し改定するということです。現在確定している線引きが3年後も同じ位置にある保証
はないことを意味します。したがって私は、このしきい値を一度測定して終わりにす
るのではなく、モデルを新しく学習させたり大幅に改修したりするたびに再測定する
手続きとして定着させておくことをお勧めします。
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7.2 ライフサイクルの起点、大規模事前学習

提供者としての義務がいつから発生するかを定めるには、モデルのライフサイクルが
どこから始まるかをまず定義しなければなりません。欧州委員会はガイドラインにお
いて、モデルとそのライフサイクルを広義に捉えています。モデルの多様な開発段階、
たとえば小規模な実験的学習の後に続く本格的な学習、そして capitalizedその後の特
化や改善のためのファインチューニング（微調整）は、別々のモデルではなく一つの
ライフサイクル内で起こる活動とみなされます。そのライフサイクルが開始される地
点を、欧州委員会は「大規模事前学習（large-scale pre-training）」とみています。
モデルの一般的な能力を構築するために大量のデータを用いて行う基本学習、その大
掛かりなプロセスが始まる時点のことです。

この起点が重要であるには理由があります。義務の一部はこの時点から整えられてい
なければならないからです。第53条第1項(d)号が要求する「学習コンテンツの公開要
約」、すなわちAIオフィスが定めた標準様式に準拠すべきこの文書は、学習を開始す
る瞬間からどのようなデータを投入したかを記録しておかなければ、後から遡って作
成することはできません。著作権ポリシーも同様です。EU著作権指令2019/790のテ
キストおよびデータマイニング（TDM）の例外規定を遵守するには、データを収集す
るその瞬間に、すでに権利の留保（オプトアウト）が表明された著作物を除外するポ
リシーが確立されていなければなりません。技術文書の作成および更新義務（第53条
第1項(a)、(b)号）もライフサイクル全体を通じて最新の状態を維持する必要があるた
め、学習の初期から文書化の習慣をつけておかなければ、後になればなるほど「ツケ」
が溜まることになります。

システム的リスクに関しては、さらにもう一歩進んだ要求が存在します。欧州委員会
は、大規模事前学習が始まる前、つまり計画段階から、提供者が自社モデルが10の25
乗FLOPというシステム的リスクのしきい値に達するかどうかを合理的に予測できる
と考えています。そのため、AI法第52条第1項に基づく通知、すなわち「遅滞なく、
遅くとも2週間以内」とされるその通知は、学習が終了した後ではなく、しきい値へ
の到達が予想される時点ですでに行われていなければなりません。学習を終えてから
結果を見て通知したのでは遅すぎるのです。
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したがって、大規模事前学習を計画している韓国企業であれば、学習に着手する前に
二つの仕組みを構築しておかなければなりません。どのようなデータを、いつ、どれ
だけ投入したかを残す記録体系、 certainそしてどのようなデータを投入しないかを
定める著作権ポリシーです。この二つの具体的なノウハウについては第8章で扱いま
す。AI法自体は2024年8月1日に発効しており、GPAIモデル提供者の義務は2025年8月
2日から適用されているため、今この瞬間に大規模事前学習を準備している企業であ
れば、すでに義務のタイムライン（時計）の中に入っていることになります。
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7.3 ファインチューニングとダウンストリーム修正、いつ新しい提供者に
なるのか

本章の冒頭で触れた大田のスタートアップの疑問がここにあります。他者のモデルを
取得してファインチューニング（fine-tuning）、すなわち自社のデータで再学習させ
て調整を施した際、その会社はその調整済みモデルの「新しい提供者」になるのでしょ
うか。

欧州委員会の回答は明確です。モデルに対するすべての修正が、ダウンストリームの
修正者（downstream modifier）を新しい提供者にするわけではありません。これは
EUの「ブルーガイド（Blue Guide）」の原則と軌を一にするものです。ブルーガイ
ドは、製品の元の性能、目的、タイプを変更する目的で重要な変更や全面的改修が加
えられた製品を「新製品」とみなすことができるとしています。GPAIモデルも同様の
論理です。ダウンストリームの修正者が、修正されたGPAIモデルの新しい提供者とな
るタイミングは、その修正がモデルの汎用性（generality）、能力（capabilities）、
またはシステム的リスク（systemic risk）に重大な変更（significant change）をも
たらす場合に限定されます。

ここで正確に押さえておくべきポイントがあります。新しい提供者になるか否かを分
かつ基準は、これら三つ――汎用性、能力、システム的リスクに対する「重大な変更
の有無」です。その調整の成果物が「独立した意図された目的（independent
intended purpose）」を持つか否か、元モデルとは異なる別個の用途として生まれた
か否かは、この判断の基準ではありません。実務ではしばしばこの二つが混同されま
す。ファインチューニングしたモデルが「化学設備の診断」という狭く具体的な目的
を持つに至ったため、何か独立した製品になったのではないか、したがって新しい提
供者になるのではないかと考えがちです。しかし欧州委員会の基準は、その成果物が
何に使われるかではなく、その調整が元モデルをどれほど大きく変化させたかを見ま
す。狭い目的のためにファインチューニングした場合であっても、汎用性や能力、リ
スクの性質に重大な変更がなければ、新しい提供者には該当しません。反対に、広い
目的を標榜した調整であったとしても、実際にモデルの汎用性や能力を大きく変化さ
せたのであれば、新しい提供者になり得ます。用途の広狭ではなく、変更の大きさが
判断の秤（はかり）なのです。
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重大な変更であるかどうかを実務ではどのように推し量るべきでしょうか。私は三つ
の問いを投げかけてみることをお勧めします。調整したモデルは元モデルにできなかっ
たことを新たにできるようになったか、それとも元モデルが行っていたことをそのま
ま行いつつ精度だけが向上したのか。ベンチマークのスコアが飛躍的に伸びて元モデ
ルとは異なる性能階級に移行したか、それとも誤差範囲内の改善にとどまるのか。セー
フガードを回避したり新たな危険行動が生じたりしたか、それとも元モデルの安全特
性をそのまま引き継いでいるのか。三つの問いすべてにおいて「イエス」という回答
になれば重大な変更へと傾き、「ノー」となれば executionその逆です。「化学設備
の診断」という狭い用途自体は、これら三つの問いのどこにも含まれません。

この点において、韓国企業はしばしば錯覚を起こします。「元モデルを作ったわけで
はないのだから自分に責任はない」という考えです。法律は「作った者」を探すので
はなく「市場に出した者（提供した者）」を探します。他者のモデルを取得して実質
的に改変した上で、自社名義で欧州の顧客に提供したのであれば、その提供に関する
責任の相当部分が調整を行った会社へと移転してきます。ただし、新しい提供者になっ
たからといって、元モデルの提供者のすべての義務をそのまま背負い込むわけではあ
りません。AI法第53条第1項の義務――技術文書、著作権ポリシー、学習データの要
約は、該当する修正またはファインチューニングに限定されます。提供すべき文書や
情報は、自社が調整を行ったプロセスおよびそのプロセスで使用したデータにのみ該
当します。元モデル自体の学習プロセスまで改めて文書化する義務はありません。た
だし、元モデルの提供者から受け取るべき情報のフローが存在し、その実務について
は第8章および第20章で扱います。

仮に元のモデルがシステム的リスクを伴うGPAIモデルであり、ダウンストリームの修
正が「新しい提供者」となる基準を満たす場合、その修正されたモデルもシステム的
リスクを伴うGPAIモデルと推定されます。この場合、ダウンストリームの修正者はAI
オフィスに対し、遅滞なく、遅くとも2週間以内に通知しなければならず、モデル評
価、敵対的試験（レッドチーム演習）、リスク緩和、重大なインシデント報告、サイ
バーセキュリティの確保といった加重義務を新たに背負うことになります。そして、
EU域外に拠点を置くダウンストリーム修正者がこのように新しい提供者となった場合、
AI法第54条に基づき、EU域内に認定代理人（authorised representative）を指定し
なければなりません。大田のスタートアップがドイツの会社にモデルを提供する瞬間、
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この義務がまさにその会社の義務となるのです。
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7.4 3分の1しきい値に関する議論と実務的判断

ファインチューニングに関連して、実務上頻繁に取り沙汰される数値が一つあります。
「3分の1」という値です。欧州委員会は、重大な変更を判断する指標基準として、修
正に使用された学習演算量が、元モデルの学習に使用された演算量の3分の1を超えて
いる場合を挙げています。このしきい値の背後にある考え方はシンプルです。それだ
けの演算量を投じて調整を行ったのであれば、その調整がモデルの特性や性能に意味
のある変化をもたらした蓋然性が高いとみなすのです。

この「3分の1」を誤解してはなりません。これは提供者になるか否かを分かつ自動ス
イッチではありません。欧州委員会自身も、この基準が未来志向的（
forward-looking）であり、技術や市場の発展に応じてアプローチが変わり得ること
を認めています。ファインチューニングに要した計算量が3分の1を超えていなくても、
汎用性や能力を重大に変更していれば提供者となり得ますし、3分の1を超えていても
必ずしもシステム的リスクモデルになるわけではありません。あくまで指標に過ぎず、
法的に固められた固定的しきい値ではないのです。

実務上で問題となる箇所は別にあります。ダウンストリームの修正者が、元モデルの
学習演算量をまったく把握していない場合です。元の提供者がその情報を共有してく
れなければ、「3分の1」という基準自体を計算する根拠が存在しません。このような
場合、AIオフィスはダウンストリームの修正者に対し、コンプライアンスを立証する
ための「他の適切な手段」を要求することができます。情報がないからといって義務
から逃れられるわけではなく、むしろ立証責任の負担がより重くなる方向へ進む可能
性があるという意味です。したがって、他者のモデルを取得して活用する韓国企業で
あれば、契約段階から元の提供者に対して学習演算量の情報開示を求めておく方が賢
明です。後から「知らなかった」と主張しても防衛手段にはなりません。

率直に言えば、この「3分の1」と「重大な変更」との間の正確な関係性は、未だ実務
事例によって固まっていません。何をもって重大な変更とみなすのか、3分の1という
数値が個別の事案においてどのように適用されるのかは、今後の執行事例の蓄積に伴っ
て明確になっていくでしょう。今この瞬間において確定的な線引きを行うことは困難
です。そのため私は、ファインチューニングを事業として行う企業であれば、自社の
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調整が元モデルをどれほど変化させたか、計算量が元モデルと比較してどの程度であ
るか、そのプロセスで使用したデータが何であるかを、自ら記録しておくことをお勧
めします。後日、提供者に該当するか否かを巡って争いが生じた際、その記録が判断
の拠り所となります。AIオフィスによる制裁金（罰金）科料権限は2026年8月2日から
全面発動されます。本章を読んでいる現在が、その日付からそう遠くないという点も
併せて留意しておくべきでしょう。

自社がどちら側に該当するかを点検するための問い

自社が開発したモデルは多様なタスクに幅広く使われるものか、それとも一つの狭い
タスクのみを行うものか。幅広く使われ、かつ学習演算量が10の23乗FLOP付近また
はそれ以上であれば、「相当な汎用性」のしきい値をめぐって再検討する必要があり
ます。

自社で大規模事前学習を計画しているか。そうであるならば、学習に着手する前にデー
タ記録体系と著作権ポリシーを構築しておかなければなりません。システム的リスク
のしきい値に達する見込みがある場合は、通知の準備も事前に行う必要があります。

自社が他者のモデルをファインチューニングして欧州市場に提供しているか。調整が
モデルの汎用性、能力、あるいはシステム的リスクを重大に変更させたかどうかを確
認しなければなりません。調整の成果物が狭い目的に使用されるという事実自体は、
判断基準とはなりません。

ファインチューニングの計算量が元モデルの3分の1を超えているか。超えているので
あれば、システム的リスク側の基準まで併せて確認する必要があります。元モデルの
計算量が不明であれば、今すぐ契約書にその情報提供条項を盛り込むべきです。

関連する日付のみをまとめておきます。AI法発効 2024年8月1日。GPAIモデル提供者
の義務適用 2025年8月2日。ガイドライン初公表 2025年7月18日、正式採択 2025年11
月19日。2025年8月2日より前に市場投入されたモデルのコンプライアンス猶予 2027
年8月2日まで。AIオフィスによる罰金（制裁金）科料権限の全面発動 2026年8月2日。

大田のスタートアップの話に戻りましょう。その会社は「他人のモデルを調整しただ
けに過ぎない」と述べました。しかし、その調整がモデルの汎用性や能力を実際にど
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れほど変化させたのか、計算量が元モデルの何分の一であったのかを、この会社はま
だ測定していません。測定しないまま、欧州の顧客企業2社にすでにモデルを渡して
しまいました。私ならこの会社に対し、今なすべきことについてこう伝えるでしょう。
「判断を下す前に、まず数値の測定から始めなさい。その数値が出て初めて、利用者
なのか提供者なのかを語ることができるのだから」と。
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第8章 汎用人工知能提供者の基本義務
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板橋（パンギョ）のあるスタートアップの法務チーム長から電話がかかってきました。
自社の言語モデルをドイツの製造業者に供給する契約がほぼ最終段階にあるものの、
相手方の法務チームが契約書に附属書を1つ挿入したとのことでした。タイトルは「
AI法第53条遵守確認書」。初めて目にする条文番号を前に、彼はこう尋ねました。「
弊社が開発したモデルはそれほど大きいものでもありませんが、これも遵守しなけれ
ばならないのでしょうか。」

結論から言えば、概ねその通りです。欧州連合人工知能法（Regulation (EU)
2024/1689、以下「AI法」）は2024年8月1日に発効し、汎用人工知能モデル（
General-Purpose AI model、以下「GPAIモデル」）提供者の義務は2025年8月2日か
ら適用が開始されました。第53条は、GPAIモデルを開発してEU市場に供給するすべ
ての提供者に対し、パンギョの スタートアップであれシリコンバレーの巨大企業であ
れ、例外なく適用される条項です。システム的リスク（systemic risk）を伴う大型モ
デルにのみ適用される第55条とは異なり、第53条はGPAIモデルというラベルが付い
た瞬間から適用されます。

第53条第1項は4つの義務を規定しています。(a)号は附属書11（Annex XI）に基づく
技術文書を作成し最新の状態に維持すること、(b)号はモデルを自社システムに統合し
ようとするダウンストリーム（下位）提供者に附属書12（Annex XII）に基づく情報
を提供すること、(c)号はEU著作権法を遵守するための方針を策定すること、(d)号は
AIオフィス（AI Office）が作成した様式に沿って訓練コンテンツの公開要約を作成・
公開することです。前の2つは当局や契約相手方に提出する文書であり、後の2つは公
に開示する方針と要約本です。パンギョの法務チーム長が受け取った確認書は、この
うち(b)号を根拠として、相手方が自らの義務を果たそうと要求した書類であったとい
うわけです。
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8.1 技術文書：附属書11が要求するもの

附属書11は、モデルを市場に供給する前に準備しておくべき書類の骨組みを定めてい
ます。名称やバージョン、リリース日、提供方式、ライセンス条件といった一般情報
から始まり、アーキテクチャやパラメータ規模、モダリティ（テキスト、画像、音声
など）、どのようなデータセットでどれほど訓練したか、データをどのように収集・
精製・フィルタリングしたか、評価は内部で行ったか外部機関を利用したか、既知の
限界や訓練に要したエネルギー消費量まで記載しなければなりません。「技術文書」
という名称は控えめですが、実質的には誕生の瞬間からの成長記録に近いものです。

この記録の起点について、実務では混乱が生じがちです。AIオフィスは、GPAIモデル
のライフサイクル（lifecycle）が大規模な事前学習（large pre-training run）、すな
わちモデルの一般的な能力を構築するために大量のデータを用いて行われる基礎訓練
が開始された時点から始まると見なしています。その後に行われるファインチューニ
ング（微調整）や後続の改善作業は、新しいモデルの作成ではなく、同一モデルのラ
イフサイクルにおける次の段階として取り扱われます。訓練計算量（training
computation）も、事前学習だけでなく合成データの生成やファインチューニングに
用いられた計算量まで累計してカウントされます。海外のオープンソースモデルをファ
インチューニングしただけだからといって、義務から免れる構造にはなっていません。

技術文書はライフサイクルを通じて常に最新の状態に維持しなければならず、当局か
ら要請があれば直ちに提出できるよう準備し、市場供給後10年間にわたって保管する
必要があります。AI法第78条に基づき、文書の提供を受ける側は知的財産権や営業秘
密を含む守秘義務を負い、サイバーセキュリティ対策を講じなければなりませんが、
この条項を過信すべきではありません。情報が当局の手に渡った瞬間、流出の経路が
1つ増えることになり、どこまで詳細に記載するかは法務チームが自ら線引きをして
おく必要があります。
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8.2 ダウンストリーム提供者に提供する情報：附属書12

第53条第1項(b)号は、少し異なる方向を向いています。附属書11の技術文書が規制当
局を対象としているのに対し、附属書12の情報は、モデルを取り入れて自社製品に組
み込もうとするダウンストリーム（下位）システム提供者を対象としています。パン
ギョのスタートアップの取引先であるドイツの製造業者は、まさにこの立場にありま
す。パンギョのモデルを自社の産業用AIシステムに統合する予定である同社は、モデ
ルの能力と限界、予測可能性と信頼性、再現性と安全性に関する情報の提供を受けて
初めて、自らもAI法上の義務を履行できます。統合するモデルを理解できなければダ
ウンストリーム提供者の義務履行そのものが不可能となるため、GPAI提供者による情
報提供はバリューチェーン全体を支える軸となります。

内容は附属書11と重複する部分もありますが、焦点を当てている点が異なります。自
社システムにどのように統合できるか、どのようなハードウェアおよびソフトウェア
要件が必要か、入出力の形式はどうなっているかなど、統合実務に直結する情報が優
先されます。この情報も同様に第78条の守秘義務の対象となります。ダウンストリー
ム提供者は、GPAI提供者がこの情報を不十分に提供したり、まったく提供しなかった
りしたと判断した場合、第89条第2項に基づき苦情を申し立てる権利を有します。パ
ンギョの法務チーム長が受け取った確認書は、この苦情申立ての可能性を相手方があ
らかじめ遮断しておこうとした書類であったというわけであり、空欄の様式に署名す
るだけのことと、実際の情報を備えた上で署名することは全く別の話です。

韓国企業にとって、この義務は域外適用と密接に関連しています。EU域外に本社を置
く提供者がEU市場にGPAIモデルを供給するか、またはその出力結果がEU域内で使用
される場合、AI法第2条第1項(c)号に基づき同法の適用を受け、第54条または第22条
に基づきEU域内に書面で法定代理人（Authorised Representative：公認代理人）を
設置しなければなりません。代理人が情報提供の窓口を兼ねることが多いため、情報
パッケージは代理人の指定と合わせて整備しておく方が賢明です。
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8.3 EU著作権法遵守方針：指令第4条第3項の権利保留

第53条第1項(c)号は、GPAI提供者に対し、EU著作権法および関連法令を遵守するた
めの方針を策定することを求めています。その中核となるのがデジタル単一市場にお
ける著作権指令（Directive (EU) 2019/790、以下「DSM指令」）第4条です。第4条第
1項はテキスト・データマイニング（Text and Data Mining、TDM）に対する例外を
認めています。著作物を大量にスクレイピングしてモデルの訓練に使用する行為が、
原則として著作権侵害には当たらないという意味です。ただし、第4条第3項が条件を
付しています。権利者が適切な方法で権利保留（reservation of rights）を明示して
いる場合、TDM例外はその著作物には適用されません。

ここで実務上の対応が分かれます。権利保留は、オンライン上に公開されているコン
テンツであれば、機械判読可能な手段（machine-readable means）、例えば
robots.txtファイルやメタデータによって表示することができ、GPAI提供者は最新技
術（state-of-the-art technologies）を駆使してこうした表示を検出し、これを尊重
しなければなりません。ペイウォール（paywall）によりアクセスが制限されている
コンテンツを回避する行為、DSM指令第6条第3項の技術的保護手段を無効化する行為、
一般に公開されていないウェブサイトをクローリングする行為はいずれも禁止されま
す。クローラーがこうした表示を実際に読み取り、除外したことをログによって証明
できなければ、方針は単なる紙上の宣言に過ぎません。

この方針は関連する各モデルの全ライフサイクルにわたって適用されなければなりま
せんが、方針自体は1つ作成してすべてのモデルに適用しても差し支えありません。
GPAIモデルを取り入れてファインチューニングや改変を行い、新たな提供者となる場
合、著作権方針の義務はその改変やファインチューニングに使用されたデータのみに
限定され、元モデルの訓練データまで遡って責任を負うことを意味するものではあり
ません。

ここで行動規範（Code of Practice）が登場します。AI法第56条に基づきAIオフィス
が取りまとめたGPAI行動規範は、2025年7月10日に最終版が公開され、「透明性」「
著作権」「安全およびセキュリティ」の3つの章で構成されています。Amazon、
Anthropic、Google、IBM、Microsoft、OpenAIを含む26の機関がすべての章に署名
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し、xAIは「安全およびセキュリティ」の章にのみ部分的に署名した一方、Metaは法
的不確実性を理由に唯一全面的な署名を拒否しました。署名を行えば、遵守を証明す
る簡便な手段を得ることができ、AIオフィスの監督上の負担も軽減されます。ただし、
AIオフィス自体が、行動規範の遵守が著作権および関連法令の適用と執行に影響を及
ぼすものではないと明記している以上、加盟国の著作権法に対して盾となる文書では
ありません。
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8.4 訓練コンテンツの公開要約：様式と営業秘密の境界

第53条第1項(d)号は、GPAIモデルの訓練に使用されたコンテンツに関して、十分に詳
細な公開要約（Public Summary of Training Content）を作成して公開することを求
めています。欧州委員会は2025年7月24日、説明書（Explanatory Notice）と標準様
式を発表しました。様式は、モデルと提供者を特定する一般情報、訓練に使用したデー
タの種類と出所、データ処理プロセスの3つのパートに分かれています。データの出
所項目には、大規模な公開データセット、ウェブクローリングによって収集した資料、
第三者から取得したデータまたはライセンスを得たデータ、ユーザーが作成したデー
タや合成データが分類されて記載されます。

この義務の目的は、2つの利害関係のバランスをとることにあります。著作権者と規
制当局はモデルが何を学習したかを知る権利があり、提供者には営業秘密を守る権利
があります。AI法第78条が知的財産権や機密事業情報、営業秘密を保護する義務を課
しているからといって、要約本自体を秘密で埋め尽くしてよいわけではありません。
営業秘密として保護したい詳細事項は、公開要約ではなく、AIオフィスや加盟国の管
轄当局にのみ提出する別添書類として提出すべきです。どこまで公開し、どこから秘
匿するかという境界線を法律が引き示してくれるわけではないため、私はこの境界線
を各企業が内部ガイドラインとしてあらかじめ定めておくべきだと考えます。

訓練データに関する情報が残っていない場合や、情報の特定自体が過度な負担（
disproportionate burden：不釣り合いな負担）を強いる場合は例外として認められ
ます。2025年8月2日より前に市場に供給されたモデルであれば、過去の作業を再訓練
したり取り消したりする必要はありませんが、情報が存在しないという事実、あるい
は情報の特定が困難であるという事実自体を著作権方針および訓練コンテンツの要約
本において明記し、正当化しなければなりません。「知らない」と沈黙することと、
「分からない」と明らかにすることは、法律上全く異なる立場に置かれます。

執行とタイムライン

AIオフィスがGPAI提供者に対して実質的な制裁金（罰金）を科す権限は、2026年8月
2日から発動されます。それまでは、情報要求権限（第91条）を行使して提供者の遵
守計画を把握し、協力を促すことに注力します。実際に制裁金の科徴が開始されると、
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第53条を含むGPAI義務違反に対しては、AI法第101条に基づき、直前会計年度におけ
る全世界の年間総売上高の3％または1,500万ユーロのいずれか高い方の金額が過徴金
として科される可能性があります。

2025年8月2日より前にすでに市場に供給されているGPAIモデルの 提供者には、2027
年8月2日まで24か月:猶予期間が与えられます。AIオフィスは2025年11月19日、GPAI
義務の範囲に関する解釈ガイドラインを正式に採択し、軽微な改変のみを行った派生
モデルまで毎回別個の提供者として取り扱うことはせず、実質的な改変を加えた側に
のみ提供者としての義務が移行することを明確にしました。わずか数行のファインチュ
ーニングを行ったからといって直ちにGPAI提供者となるわけではありませんが、その
境界線は個別具体的な事例に照らして確認する必要があります。

参照資料

タイムラインは以下の通りです。2024年8月1日発効、2025年7月10日行動規範最終版
の公開、2025年7月24日訓練コンテンツ要約様式の発表、2025年8月2日GPAI義務適
用の開始、2025年11月19日義務範囲解釈ガイドラインの採択、2026年8月2日制裁金
科徴権限の発動、2027年8月2日既存モデルの猶予期間終了。

チェックリストは以下の通りです。自社モデルがGPAIに該当するか、および大規模事
前学習がいつ開始されたかを確認する。附属書11水準の技術文書ドラフトを確保し、
10年間の保管体制を整える。ダウンストリーム提供者に引き渡す附属書12の情報パッ
ケージを契約書とは別に準備する。ウェブクローリングパイプラインがロボット排除
標準（robots.txt）および権利保留メタデータを実際に読み取っているか点検する。
訓練コンテンツ公開要約のドラフトを様式に沿って作成し、公開範囲と非公開範囲を
分ける内部基準を文書として記録に残す。EU域内に法定代理人（公認代理人）を指定
したか確認し、行動規範への署名が著作権法の遵守を代替するものではないという点
を法務チーム内で共有しておく。

パンギョの法務チーム長は、最終的に確認書に署名しました。ただし、署名するまで
にさらに3日の時間を費やしました。附属書12が要求する情報を実際に備えているか、
開発チームと向き合って1つずつ確認し直した3日間でした。その3日間がなければ、
署名は単なる1枚の紙切れに過ぎなかったでしょう。
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第9章 システム的リスクモデル
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9.1 10の25乗FLOPのしきい値と計算量の推定

パンギョのAIスタートアップから電話を受けたことがあります。次世代言語モデルを
訓練している最中なのだが、GPUクラスタの使用時間を計算してみると、訓練が終わ
る頃には会社が予想していなかった線を越えてしまいそうだという話でした。その線
こそが、10の25乗FLOP、浮動小数点演算1京の1000兆倍です。数字だけではピンと
こないかもしれません。GPT-4級モデルの訓練計算量がこの付近か、これを超えてい
ると推定されていると言えば、少し規模感がつかめるのではないでしょうか。

AI法（規則 (EU) 2024/1689）第51条第2項は、汎用AIモデル（英語で
General-Purpose AI model、略してGPAIモデル）が訓練に用いた累積計算量が10の
25乗FLOPを超えた場合、高い影響力を有する能力（high impact capabilities）を持
つものと推定すると定めています。第3条第65号が定義するシステム的リスク（
systemic risk）とは、当期最高水準のGPAIモデルの能力に由来するリスクであって、
EU市場に重大な影響を及ぼし、バリューチェーン全体に拡散し得るリスクを意味しま
す。このしきい値を超えたモデルはシステム的リスクを伴うモデルと推定され、その
提供者は第52条および第55条に基づく加重義務を負うことになります。

ここで、パンギョのスタートアップ代表が勘違いしていた点が一つありました。しき
い値に達した、あるいは達すると予想される場合、遅滞なく、遅くとも2週間以内に
通知しなければなりませんが、その送付先をAIオフィスだと思い込んでいたのです。
私はこの条文を異なって解釈します。第52条が定める通知の送付先は欧州委員会であ
り、AIオフィスではありません。AIオフィスは欧州委員会のもとに新設された組織で
あり、実務を処理する窓口の役割を果たしますが、条文の文言自体は送付先を欧州委
員会と明記しています。実務資料の多くがこの二つを混同して使用しているために誤
解が広まっていますが、書面をどこへ送るべきかは、制裁金の額に劣らず実務上非常
に重要な問題です。

通知書には、しきい値到達を引き起こした計算量を有効数字2桁で表示し、その計算
量をどのような方法で推定したかの説明を添付しなければなりません。このしきい値
を満たしていても実際にはシステム的リスクを生じさせないという根拠を提示し、分
類に対して異議を申し立てる道は開かれていますが、その立証責任は提供者側にある
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と欧州委員会は明らかにしています。決して容易な手続きではありません。

日付をもう一つ挙げましょう。GPAIモデル提供者の義務は、2025年8月2日からすで
に適用されています。そして、執筆時点から9日後である2026年8月2日から、欧州委
員会の制裁金科料権限が発動されます。違反時の制裁金は、直前会計年度の全世界売
上高の3パーセント、または1500万ユーロのうち、いずれか大きい金額となります。
まだ制裁金通知書を受け取った企業はありません。しかし、来週からは異なります。

10の25乗という数字自体も固定された値ではありません。第51条第3項は、欧州委員
会に対し、技術の進歩に合わせて委任規則によりしきい値を変更する権限を与えると
定めています。現時点の基準では安全に見える企業であっても、次の改正によってそ
の地位が変わり得るということです。

ソウルに本社を置く企業であれば、自社モデルの産出物がEU内で使用された瞬間（AI
法第2条第1項c号）、これらすべての議論が他人事ではなくなります。2025年8月2日
より前にすでに計算量推定体系を構築しておくべきであり、まだ構築できていないの
であれば、今からでも遅くはありません。ただし、急ぐ必要があります。
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9.2 ハードウェアベースの推定とアーキテクチャベースの推定

先ほどのパンギョのスタートアップの事例に戻ってみましょう。その会社のエンジニ
アリングチーム長は、計算量をどのように推定すべきかわからず頭を抱えていました。
AIオフィスのガイドラインは、二つのアプローチを提示しています。

一つはハードウェアベースのアプローチです。使用したGPUその他のハードウェアユ
ニットの数（N）、総使用時間（L、秒単位）、ハードウェアユニットの理論上の最高
性能（H、1秒あたりのFLOP）、GPUの平均利用率（U）、これら四つの値を掛け合
わせ、C(FLOP) = N x L x H x U という公式により計算量を算出します。異なる種類の
GPUを混在させて使用した場合は、加重平均によってHを設定しなければなりません。
パンギョのチーム長が直面した困難もここにありました。学習の前半にはA100を、後
半にはH100を混ぜて使用していたのですが、二つの機器の理論性能の差が数倍に達
するため、加重平均をどのように設定するかが鍵となったのです。

数字で具体的に確認してみましょう。H100 8000枚を30日間、平均利用率40パーセン
トで稼働させたと仮定すると、Nは8000、Lは30日を秒に換算した約259万秒、Hは
H100 1枚の理論最高性能である1秒あたり約1000テラフロップス、Uは0.4となります。
これら四つの値を掛け合わせると、およそ 8.3 x 10の24乗 FLOP となります。しきい
値である10の25乗には桁一つ届かないレベルであるため安心しがちですが、利用率を
50パーセントに引き上げて計算するだけで、結果は 1.0 x 10の25乗 を超えてしまいま
す。エクセルシートの利用率のセル一つの入力値が、通知義務の有無を左右すること
を意味します。

もう一つはアーキテクチャベースのアプローチです。ニューラルネットワークが訓練
中に実行した順伝播および逆伝播のパス回数に、1回の全体パスで行われた演算量を
掛け合わせる方式ですが、実務では 6 x P x D という近似式が多く用いられます。Pは
パラメータ数、Dは訓練トークン数です。この近似式は計算が簡単である反面、特定
の最適化手法を用いると実際の計算量と乖離する可能性があります。

執行当局の視点から見れば、これら二つの方法のいずれを用いても差し支えありませ
んが、どの方法を用いたかを通知書に明記しなければならないという点がポイントで
す。方法論を隠したり曖昧に濁したりすること自体が、違反の手がかりとなります。
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AIオフィスは2025年7月18日に本ガイドラインの内容を承認し、同年11月19日に正式
に採択しました（C(2025) 7719）。法的拘束力のない解釈指針ではありますが、欧州
委員会が条文を実際にどのように運用するかをあらかじめ示す、事実上の指導文書で
す。ガイドラインに示された推定法自体も例示的な性質のものであると明記されてい
るため、特定の状況において当局がどちらの主張を認めるかについては、まだ判例が
存在しません。

二つの方法はいずれも、一つの前提を置いていることに注意が必要です。事前訓練だ
けでなく、合成データの生成やファインチューニング（微調整）に至るまで、モデル
の能力を引き上げるために使用されたすべての計算が累積計算量に含まれるという前
提です（前文第111号）。ファインチューニングの段階で計算量がしきい値を押し上
げるケースを見落とす企業が実際に存在します。事前訓練段階の計算量だけを測定し
て安心していたところ、微調整の分量まで合算した結果、しきい値を超えてしまった
という事例を聞いたこともあります。

実務において私が差し上げるアドバイスは一つです。二つの方法のいずれか一方だけ
を選んで使うのではなく、モデル開発の初期段階から両方の方法でそれぞれ計算し、
相互に比較する習慣を身につけることです。二つの数値が大きく乖離しているならば、
その乖離自体が通知書に記載すべき説明の材料となります。ソウル本社で計算量記録
システムを構築する際には、開発ライフサイクル全体にわたってログを残しておくこ
とが、後日異議申し立てを行うにせよ通知を行うにせよ、その根拠となります。
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9.3 モデル評価と敵対的試験

計算量のしきい値を超えた後に待ち受けている事態のほうが、より重大です。AI法第
55条第1項a号は、システム的リスクを伴うGPAIモデルの提供者に対し、モデル評価、
とりわけ敵対的試験（adversarial testing）、一般にレッドチーミング（
red-teaming）と呼ばれる手続きを含む措置を要求しています。倫理的ハッカーを雇
い、自社のモデルを実際に攻撃させてみる手続きだと考えれば分かりやすいでしょう。
モデルが有害な出力を行ったり、悪用される余地がないかを、モデルの全ライフサイ
クルを通じて継続的に観察・監視せよという要求です。

2025年8月2日から、この義務はすでに適用されています。ただし、それ以前にすでに
EU市場に投入されていたモデルの提供者には、2027年8月2日までの24ヶ月間の猶予
が与えられます。新しくリリースするモデルとすでに市場にあるモデルとで適用時期
が異なるという点を見落としてはなりません。

執行当局の観点から見ると、この条項が厄介である理由は、何をもって十分な評価と
するかについての標準がまだ成熟していない点にあります。AIオフィス自身も、外部
のモデル評価者エコシステムは未だ発展段階にあり、彼らが用いる方法論が初期段階
ではばらつく可能性があることを認めています。それにもかかわらず、判断は最新技
術水準（state of the art）を基準として行われます。私はこの条項を次のように読み
解きます。標準が存在しないという事実が免責理由になるわけではありません。むし
ろ標準がないからこそ、自ら設定した基準とその根拠を文書として残しておくほうが、
後々遥かに有利になります。

内部にレッドチーム能力を構築すべきか、それとも外部の専門機関に委託すべきかも、
実務で頻繁に持ち上がる質問です。外部に委託するほうが当面は容易に見えますが、
AIオフィスが外部評価者エコシステムの未成熟さに公開の場で言及している以上、ど
の機関を選ぶかによって後から信頼性を疑われるリスクがあります。私であれば、核
心となるレッドチーム能力は内部に保持しつつ、特定のドメイン（バイオセキュリティ
、サイバー攻撃シミュレーションなど）に限って外部の専門家を補充する方向をお勧
めします。
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情報が不十分である場合や、科学パネルから警告を受けた場合、AIオフィスが直接評
価に乗り出す権限も規定されています。自社のレッドチーム報告書が不十分であれば
当局が直接介入して精査するという意味であり、報告書の質がそのまま監督の強度を
決定づけることになります。

ソウル本社の企業が整えるべき手順は次の通りです。まず、自社のモデルが相当な汎
用性の基準を満たすGPAIモデルであるか、そして計算量がしきい値を超えているかを、
2025年8月2日より前（現時点ではすでに過ぎた日付であるため、直ちに）に確定させ
ます。次に、モデルのライフサイクル全体を網羅する評価および敵対的試験の体系を、
設計段階から組み込みます。コンプライアンス・バイ・デザイン（compliance by
design）と呼ばれるこのアプローチは、後から改修するよりも最初から組み込むほう
がコストを大幅に削減できます。
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9.4 重大インシデントの報告

前節のレッドチーミングが事前予防であるならば、本節は事故が実際に発生した後の
話です。第55条第1項c号は、システム的リスクを伴うGPAIモデルの提供者に対し、
重大インシデント（serious incident）に関する情報を追跡、文書化、報告すること
を要求していますが、今度は報告先が異なります。AIオフィス、および必要な場合は
関係加盟国の管轄当局です。9.1で指摘した欧州委員会宛ての通知と混同してはなり
ません。計算量しきい値の通知は欧州委員会へ、重大インシデントの報告はAIオフィ
スへと送られます。同じ規制を扱うものであっても、書面の送付先が分かれているの
です。

AIオフィスが定義する重大インシデントは二つに大別されます。一つは、モデルまた
はその物理的インフラに対する深刻なサイバーセキュリティ侵害であり、モデルパラ
メータの流出やサイバー攻撃がこれに該当します。もう一つは、GPAIモデルの誤作動
や事故により、第3条第49号a号からd号に定めるAIシステム関連の重大インシデント
が直接または間接に引き起こされた場合です。ただし、この第49号各号の具体的な内
容については、私が確保した資料では確認が取れませんでした。確実でない部分は確
実でないと記しておくほうが賢明でしょう。この部分は、今後の改訂版において欧州
委員会からの追加指針が出され次第、補完すべき箇所です。

2025年11月、欧州委員会はシステム的リスクを伴うGPAIモデルの重大インシデント
報告様式を正式に公表しました。WordおよびPDFの二つの形式で提供されるこの様
式は、GPAI行動規範（Code of Practice）の第9のコミットメント（Commitment 9）
の履行を示す文書として位置づけられており、提出はEU SENDプラットフォームを通
じて行われます。安全およびリスク管理活動の記録は最低10年間保管しなければなら
ないという要求も伴っています。様式が公表されたということは、もはや準備ができ
ていなかったという言い訳が通用しにくくなったことを意味します。

AIオフィスは、事故が実際に発生する前にあらかじめ連絡を入れる先導的報告（
proactive reporting）を期待している旨を明らかにしています。これはGPAI行動規範
上のコミットメントであるか、代替的な適合性立証方法の一部となり得るものであり、
第55条第1項c号が定める重大インシデント報告義務とは別個に存在します。私はこの
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点について判断が分かれると考えます。法的義務と実務上の推奨を分けて考えると、
義務としては事故発生後に報告することになりますが、当局との関係性を考慮すると、
事故の兆候が見られた段階で事前に連絡を取るほうが、後の調査強度を緩和する上で
有利に働きます。規制当局との関係は、罰点を付け合う関係ではなく、信頼を築く関
係に近いのです。

EU域外に本社を置く韓国企業は、EU市場にGPAIモデルを投入する前に、EU内に設立
された認定代理人（Authorised Representative、AI法第54条）を書面にて指定しな
ければなりません。この代理人がAIオフィスとの窓口の役割を果たし、重大インシデ
ントの報告も代理で行える必要があります。関係加盟国の管轄当局がどこになるかは、
代理人が設立された加盟国を軸として決定される場合が多いため、代理人をどの国に
置くかがそのまま、どの国の当局と向き合うことになるかを決定づけることになりま
す。代理人との契約書にインシデント報告業務が明記されているか、今すぐ確認され
ることをお勧めします。
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9.5 サイバーセキュリティの確保と2026年7月のサイバーセキュリティ・
人工知能行動計画

第55条第1項d号は、モデルおよびその物理的インフラに対する適切なレベルのサイバー
セキュリティ保護をライフサイクル全体にわたって保障することを要求しています。
前節で扱った重大インシデントのうち深刻なサイバーセキュリティ侵害は、この義務
と直結しています。モデル自体だけでなく、そのモデルを支えるサーバーやネットワー
クまでもが保護対象に含まれるという点が、実務においてしばしば見落とされます。

本原稿を執筆している現時点で、見落としてはならない出来事がすでに発生しました。
2026年7月7日、欧州委員会は「サイバーセキュリティ・人工知能行動計画（
Communication COM(2026) 577 final）」を公表しました。9.1のパンギョのスター
トアップの事例を記録していた頃にこの発表がなされたのですが、そのタイミングは
奇妙なほど絶妙です。この計画は新しい法律ではありません。企業に新たな義務を課
すものでもありません。すでに施行されているAI法、NIS2指令、サイバーレジリエン
ス法の上に、財源と市場機会を上乗せした調整枠組みであると捉えるのが正確です。

行動計画のポイントは三つに要約されます。第一は、AIモデルがEU市場に投入される
前に、その能力とリスクを第三者が評価する能力をEUレベルで育成することであり、
これはAIオフィスの規制機能を裏付ける措置です。第二は、オープンソースソフトウェ
ア・レジリエンス・キャンペーンであり、ENISA、欧州委員会、加盟国、そしてオー
プンソースコミュニティが協力して、中核的なオープンソースプロジェクトの保守と
セキュリティを支援します。第三は財源です。ホライズン・ヨーロッパおよびデジタ
ル・ヨーロッパ・プログラムを通じて、現在の多年度財政枠組みが終了するまでに約
2億ユーロがすでに投入されており、2026年末までに欧州イノベーション協議会（EIC）
基金を通じてサイバーセキュリティ・AIスタートアップへ1億ユーロ規模の投資を成
立させるという目標が掲げられています。

執行当局の観点からこの行動計画を読み解くと、その意図が明確になります。2026年
8月2日から欧州委員会がGPAIモデルに対する監督権限を行使し始めますが、中でもシ
ステム的サイバーセキュリティリスクを生じさせるモデルをターゲットにすると明記
されています。制裁金科料権限が開始される日付と、行動計画が照準を合わせる対象
が正確に一致しているわけです。偶然ではなく、緻密に設計された手順であると見な
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せます。

ソウル本社の企業がこの行動計画において確認すべき点は二つあります。一つは、第
三者評価能力強化の公募に参加する道が開かれている点であり、もう一つは、オープ
ンソースコンポーネントを多く使用するモデルほど、オープンソース・レジリエンス・
キャンペーンの動向に注視すべきであるという点です。GPAI行動規範は2026年6月に
最終版が固まり、この規範に署名することで適合が推定されるというメリットがあり
ます。ただし、規範の具体的な技術規格である整合規格（harmonised standards）
は、EU官報に未だ完全に掲載されていない部分が残されています。

あと10日もすれば、欧州委員会の制裁金クロックが動き始めます。ソウルのコンプラ
イアンス担当者のデスクの上に、この行動計画のファクトシートを置いておかれるこ
とをお勧めします。8月2日の朝、そのファクトシートを再び開くことになるかもしれ
ません。

参照資料

日付。2024年8月1日 AI法施行。2025年8月2日 GPAIモデル提供者の義務適用開始。
2025年7月18日 GPAIガイドライン草案承認、同年11月19日 正式採択（C(2025) 7719）
。2025年11月 重大インシデント報告様式公表。2026年6月 GPAI行動規範最終版確定。
2026年7月7日 サイバーセキュリティ・人工知能行動計画（COM(2026) 577 final）発
表。2026年8月2日 欧州委員会の制裁金科料権限発動、既存モデルの猶予期間の起算
点。2027年8月2日 2025年8月2日以前にリリースされたモデルの猶予終了。

通知送付先の判断基準。計算量しきい値到達通知（第52条）は欧州委員会。重大イン
シデント報告（第55条第1項c号）はAIオフィスおよび必要に応じて関係加盟国の管轄
当局。二つの書面の送付先が異なるという点を社内規定に明記しておくこと。

チェック項目。自社モデルがGPAIモデルであるか、および10の25乗FLOPしきい値の
超過有無の確定。ハードウェアベースとアーキテクチャベースの二つの方法による計
算量の二重算出。しきい値到達予想時の2週間以内の欧州委員会通知手続きの策定。
内部レッドチーム能力の構築と外部評価機関の利用範囲の決定。重大インシデントの
定義と報告様式（EU SEND）提出体系の構築、関連記録の10年間保管。モデルおよび
物理的インフラのサイバーセキュリティ体系の点検。EU認定代理人（第54条）契約
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書への通知および報告代行条項の含まれる有無の確認。韓国国内のAI基本法との二重
規制・抵触有無の別途点検。
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第10章 オープンソース例外を利用しようとする企業へ
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板橋（パンギョ）のあるスタートアップの開発チーム長が私を訪ねてきたことがあり
ます。自社で学習させた韓国語言語モデルをHugging Faceに公開しようとしたところ、
会社の法務チームとライセンスの文言一つをめぐって数週間にわたり議論が難航して
いるとのことでした。無料で公開するものの会社名は残したく、後から大企業が勝手
に持って行って儲けられるのは悔しいので商用利用は防ぎたいというものでした。し
かし、その条件一つによって欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下
「AI法」）のもとではオープンソースとして扱われないと聞いて、顔を曇らせました。
本章で扱う内容こそが、まさにその表情の理由です。

AI法は2024年8月1日に発効し、汎用AIモデル（General-Purpose AI model、以下「
GPAIモデル」）提供者に課される義務は第5章に集中しています。この義務は2025年
8月2日から適用が開始され、AI事務局（AI Office）の制裁金科料権限は2026年8月2日
から発動されます。したがって、今この本を読んでいる時点では義務はすでに有効で
あり、制裁金の刃だけがまだ鞘に収まっている状態と言えます。2025年8月2日より前
にすでに市場に投入されていたGPAIモデルであれば2027年8月2日まで遵守の猶予を
受けられますが、それ以降に新たに市場投入するモデルは直ちに適用対象となります。

AI法はこの重い義務の山の上に、一つの抜け穴（救済措置）を開けておきました。無
料オープンソース（free and open-source）ライセンスで提供するモデルについては、
一部の義務を免除するというものです。根拠条文は第53条第2項および第54条第6項で
す。EU欧州委員会は、このようなモデルが研究や革新に寄与し、EU経済に成長の機
会をもたらすと見なし、パラメータやアーキテクチャ、使用情報まで公開されて透明
性が高ければ、義務を軽減するに値すると判断しました。ただし、条件が付きます。
そしてその条件を一つでも見落とせば、企業がいくら心からオープンソースだと信じ
て配布しても、AI法のもとでは有料のクローズド型モデルと同等の扱いを受けること
になります。
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10.1 無料オープンソースライセンスの4つの自由

AI法が求める4つの権利は、アクセス、使用、修正、配布です。この4つのうち一つで
も欠ければ、そのライセンスはAI法上の無料オープンソースとして認められません。

アクセス（Access）は、関係者であれば誰でも決済やその他の制限を受けることなく、
モデルを自由に手に入れられなければならないという意味です。国籍のような不当な
差別さえしなければ、ユーザー認証などの合理的な安全・セキュリティ措置を設ける
ことは認められます。会員登録やメール認証程度であれば問題ないという意味です。

使用（Usage）は、本来提供者が知的財産権を武器に使用を阻止したり使用料を課し
たりすることはできないという権利です。ただし、派生物のクレジット表記（
attribution）や配布をオリジナルのモデルと同等または同様の条件で行うよう求める
程度の制限は許容されます。いわゆるコピーレフト条件は認められますが、用途その
ものを制限する条件は認められないということです。

修正（Modification）は、誰もが決済や制限なしにモデルを改変できる権利です。ファ
インチューニングを行うか、重みを削減・一部削除するかはユーザーの自由です。

配布（Distribution）は、モデルにアクセスし、使用し、修正した者が、制限的な条
件の下でその成果物を再配布できる権利です。著作者表示や著作権表示の維持程度は
条件として課すことができ、さらに受領者がクローズドな独占的ライセンスで派生物
を提供するのを防ぐことまではできません。再配布の門戸を開いておくこと自体が核
心であり、再配布される成果物のライセンス形態まで統制しようとしてはならないと
いう意味だと私は解釈しています。

これら4つの自由は、Linux Foundationのようなオープンソースコミュニティが数十
年かけて整えてきた定義と酷似しています。ただし、AI法はこれを条文として明確に
規定したという点が異なります。ライセンス文言がこれら4つの条件のいずれか一つ
にでも抵触すれば、いくらGitHubでソースコードが公開されていても、法律上はオー
プンソースとはみなされません。

ここで一つ、混同しやすい点について触れておく必要があります。開発者コミュニティ
では、オープンソースとオープンウェイト（open weight）が混同して使われていま
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す。重みファイルさえダウンロードできればオープンソースと呼ぶ慣行が一般的です
が、AI法はそれほど甘く捉えてはいません。パラメータ、モデルアーキテクチャ、使
用情報までパブリックにアクセス可能でなければならず、その上で前述の4つの自由
がライセンス文言によって保障されている必要があります。重みだけを提供し、使用
条件を曖昧なままにしておく一般的な慣行では、本章の例外規定の適用を受けるには
不十分です。
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10.2 条件不充足の典型例

実務において頻繁に問題となる文言は明確です。板橋の開発チーム長が望んでいた非
商用利用の制限がその代表例です。「モデルは非商用かつ非営利の研究目的に限り使
用できる」という文言は、使用の権利を著しく制限するものとみなされます。AI法は、
ライセンスがいかなる目的であれ使用できるよう開放されていなければならないと捉
えているからです。

2つ目は再配布の禁止です。モデルを使用することはできるが再配布は不可とする条
件は、配布の権利そのものを侵害します。3つ目はユーザー規模のしきい値です。月
間アクティブユーザー（MAU）が特定の数値を超えた場合、追加のライセンスを取得
しなければならないという条件であり、代表的にはMetaのLlamaライセンス系列がこ
うした構造で議論を呼びました。4つ目は、特定のユースケースに対する別途の商用
ライセンスの要求です。研究用は無料だが商用配布には別途契約を結ばなければなら
ないという、よくある二重構造がこれに該当します。

これら4つの事例は名称こそ異なりますが、結局のところ根底にある理由は同じです。
提供者が統制権を完全に手放したくはないものの、さりとてクローズド型と呼ぶには
躊躇されるような、中間地帯を作りたがる心理です。私はこのようなライセンスを「
ソース公開（source available）」ライセンスと区別して呼ぶ方が正確であると考え
ています。コードは見えているもののオープンソースではない状態であり、AI法もこ
の点においては冷徹です。見えているということと自由であるということは別問題で
あるというスタンスです。

これら4つの典型的な制限は、最終的に10.1で述べた4つの自由のうち「使用」あるい
は「配布」に抵触します。したがって、ライセンスを検討する際は、文言を一つひと
つこれら4つの自由に当てはめてみる方法が確実でスピーディーです。私は実務にお
いて、この当てはめだけで半分以上はふるい落とされると考えています。

ここで留意しておくべき点があります。オープンソースの例外規定が免除する義務は、
第53条第1項(a)号および(b)号、すなわち技術文書の作成義務および下流システム提供
者への情報提供義務、ならびに第54条のEU域内代理人の指定義務です。実際にEU域
外の提供者が真のオープンソースの要件を満たし、システム的リスクも存在しないの
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であれば、代理人を置く必要がないことになります。本書の他の箇所で「韓国企業は
例外なくEU代理人を指定しなければならない」と説明している部分がありますが、そ
れはクローズド型モデルやシステム的リスクを伴うモデルを前提とした記述であり、
純粋なオープンソース例外の適用対象となるモデルには代理人指定義務そのものが課
されない可能性があることを、ここで訂正しておきます。条文上はそのようになって
いますが、実務においてはライセンスが本当に要件を満たしているか否かをめぐり紛
争の余地が常に残るため、代理人をあらかじめ選任しておく方が安全であると私は考
えています。
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10.3 収益化禁止要件の実際的な適用

4つの自由を文言上はすべて遵守していても、例外の適用を受けられないケースがあ
ります。「収益化（monetization）禁止要件」が存在するためです。AI法前文（
recital）103は、モデルのアクセス、使用、修正、配布のいずれにおいても、対価と
しての金銭的補償を求めてはならないと明記しています。EU欧州委員会はこの概念を
かなり広義に解釈しています。

欧州委員会が収益化とみなす代表的な形態がデュアルライセンスです。一つの無料オー
プンソースライセンスで公開しつつ、商用利用に対しては別途の有料ライセンスを要
求する構造です。非商用研究目的の制限、再配布禁止、ユーザー規模のしきい値、特
定のユースケースに対する商用ライセンス要求もすべて同じカテゴリに分類されます。
10.2で扱った典型的な条件不充足の事例と重複するのは偶然ではありません。それら
の制限は結局のところ、金銭を得るための仕掛けだからです。

ここで、実務担当者が陥りがちな誤解が一つあります。モデル自体を無料で配布して
いれば収益化には当たらないと考える点です。しかし欧州委員会は、コンサルティン
グ、サポートサービス、クラウドホスティング料金のように、モデルとは別個に見え
る収益モデルであっても、個別の事案ごとに精査し得ると述べています。「判断は常
に個別事例ごとに下される」というのが欧州委員会の公式な表現であり、私はこの文
言を目にするたび、グレーゾーンが広いというシグナルとして受け止めています。モ
デル自体は無料であるもののAPIアクセスにのみ課金する一般的なオープンソースの
ビジネスモデルであっても、安全地帯であると断定することは時期尚早です。

判断の基準を一つ提示するならば、次の通りです。モデル自体、すなわち重みやコー
ドに対して対価を得ているか否かが一次的な基準であり、そのモデルを円滑に利用で
きるよう支援する付帯サービスに課金する程度であれば概ね安全と言えます。ただし、
その付帯サービスが事実上、モデルアクセスの唯一のチャネルとして機能している場
合――例えば重みは理論上公開しているものの、実際には会社が運営する有料APIを
通じてしか利用できないよう構成されている場合――は、アクセス権そのものを金銭
によって阻害しているのと変わりません。私は、この境界線においては判断に迷うほ
ど保守的に判断するよう勧めています。
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ここで明確に強調しておかなければならない点があります。ライセンスが4つの自由
をすべて満たし、収益化も存在しない場合であっても、システム的リスク（systemic
risk）を伴うGPAIモデルには、オープンソースの例外規定が一切適用されません。第
53条第2項が navigationそのように規定しています。システム的リスクを伴うモデル
と推定される基準は、学習に投入された累積計算量が10の25乗フロップス（10^25
FLOPs）を超える場合です。このしきい値を超えると、ソースコードを完全に公開し、
商業的利益を一切得ていなかったとしても無効です。第52条および第55条に基づく加
重義務をすべて、例外なく履行しなければなりません。学習計算量がこのしきい値に
近づいている企業であれば、オープンソースであるか否かを問わず、別の章を参照す
る必要がありますが、この点については第9章ですでに解説しました。



143（金炅鎭 弁護士 著）

10.4 例外適用下でも残る2つの義務

4つの自由を満たし、収益化も行わず、システム的リスクにも該当しないため、例外
の適用が完全に認められたとしても、2つの義務だけは最後まで免除されません。「
著作権方針の策定義務」と「学習コンテンツの要約の公開義務」です。

第53条第1項(c)号は、EU著作権法および関連法規を遵守する方針（ポリシー）を策定
するよう求めています。これには、著作権および隣接権に関する指令（Directive
(EU) 2019/790、DSM指令）第4条第3項の権利の保留（reservation of rights）を識別
し、これを尊重する手続きが含まれます。分かりやすく言えば、クリエイターが自身
の著作物をAIの学習に使用しないよう機械判読可能な形式で明示している場合、その
表示を認識して除外する最新技術を備えよということです。有料ウォールのような技
術的保護手段を回避してはならず、この方針は会社が作成する各モデルの全ライフサ
イクルにわたって適用されなければなりません。モデルごとに新しく方針を作成する
必要はなく、一つの方針を複数のモデルにわたって共通適用することは可能です。

第53条第1項(d)号は、AI事務局が定めた様式に従い、学習に使用したコンテンツに関
して十分に詳細な要約を作成し、公開することを求めています。AI事務局は2025年7
月24日に解説文書（Explanatory Notice）および標準様式を公表しており、この様式
が公開要約に含めるべき最小限の基準を規定しています。営業秘密の保護と著作権者・
規制当局の知る権利とのバランスを図る趣旨であると説明されていますが、実際にど
こまで公開し、どこで留めるかについては企業ごとに判断が分かれざるを得ません。
私はこの点において、企業内部に非公開範囲に関する独自の基準をあらかじめ策定し
ておくことをお勧めします。第78条の守秘義務を根拠としつつも、公開範囲を極端に
狭めると、AI事務局から要約の充実性そのものを疑問視される恐れがあるためです。

これら2つの義務が例外適用対象から除外された理由は明確です。無料のオープンソー
スライセンスでモデルを提供したからといって、そのモデルが何を学習用データとし
て消費し、著作権をどのように扱ったかまでが透明化されるわけではないからです。
ソースが公開されていても学習データの出所が不明瞭であるケースは多々あります。
欧州委員会はまさにその懸念を解消するため、これら2つの義務だけはオープンソー
スであるか否かを問わず免除しないこととしました。
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言い換えれば、本章で扱う例外規定は「部分免除」であって「全面的免除」ではあり
ません。技術文書の作成が不要となり、代理人の設置が不要となる可能性はあっても、
著作権方針と学習コンテンツの要約という2つの文書は、オープンソースであれクロー
ズドであれ同様に準備しなければなりません。韓国企業の実務担当者が、オープンソー
スを選択すれば文書化作業から解放されると誤解しているケースを散見しますが、そ
れは半分しか正しくありません。

執行当局の観点と罰則

AI事務局は2025年8月2日からGPAIモデル提供者の義務履行を監督し、2026年8月2日
から違反に対する制裁金を科す権限を行使します。欧州委員会は2025年7月18日に
GPAIモデルの義務範囲に関するガイドライン草案を先行公開し、同内容を含む公式な
Communication C(2025) 7719 finalが2025年11月19日に採択されました。草案と正
式版との間に4ヶ月の期間があったことになりますが、その間、実務は草案を基準に
動いていました。私はこのガイドラインが条文の間隙を補完する役割を果たすものの、
最終的な法的確実性は最終的にEU司法裁判所の判例が蓄積されて初めて確立されるも
のとみています。

AI事務局は収益化の概念を幅広く解釈する方針を明らかにしています。デュアルライ
センスや使用制限に伴う追加ライセンスの要求はもちろんのこと、間接的な収益創出
活動にまで目を光らせる構えです。オープンソース例外規定の濫用を防止する趣旨で
あるため、ライセンスの文言のみを整え、実際の収益構造は従来のまま維持する手法
は通用しない可能性が高いでしょう。違反が確認された場合、第101条に基づき、直
前会計年度における全世界の年間総売上高の3％、または1,500万ユーロのいずれか高
い方の金額が制裁金として科される可能性があります。

率直に申し上げますと、本章で扱った判断基準の相当数は、まだ判例として確立され
たものではありません。ガイドラインは方向性を提示するのみであり、個別のライセ
ンス文言の一つひとつを確定的に裁定してくれるわけではありません。計算量（コン
ピュート）の推定手法についても、ハードウェアベースであれアーキテクチャベース
であれ30％の誤差範囲を認める程度であるため、10^25 FLOPsのしきい値付近に位置
する企業であれば、計算手法そのものをめぐって紛争が生じる可能性があります。EU
司法裁判所の判例が蓄積されるまでは、保守的に解釈し、慎重に行動する方が安全で
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あると私は考えます。

韓国企業が今すべきこと

ソウルに本社を置く企業がGPAIモデルを開発してEU市場に投入する場合、またはそ
の出力物がEU域内で使用される場合であれば、第2条第1項(c)号に基づき、本章の内
容がそのまま適用されます。実務担当者が今直ちに確認すべき事項を順不同で挙げる
と、以下の通りです。

自社のモデルがGPAIモデルに該当するか、そして学習計算量が10^25 FLOPsのしきい
値に近づいているかから確認する必要があります。しきい値を超える、または超える
可能性がある場合は、オープンソースとしてどれほど体裁を整えても例外は認められ
ません。

ライセンスの原文を対比させ、アクセス、使用、修正、配布の4つの自由へ一つひと
つ当てはめて検証しなければなりません。非商用条件、再配布禁止、MAUのしきい値、
特定用途における商用ライセンス要求などが潜んでいないか確認します。

ライセンスの文言に問題がない場合でも、実際の収益構造において収益化と解釈され
る余地がないか再点検する必要があります。サポートサービスやホスティング料金と
いった周辺の収益モデルも点検の対象となります。

オープンソースの例外適用が完全に認められるという前提の下であっても、著作権方
針の策定と学習コンテンツ要約の作成という2つの課題は依然として残るという点を、
組織内に明確に周知しなければなりません。この2つは法務チームだけの業務ではな
く、データ収集段階から一貫して設計すべき事項です。

代理人の指定義務の有無は、自社モデルが真にオープンソース例外の要件を満たして
いるか否かによって異なる点を留意しておく必要があります。ただし、要件充足の可
否をめぐり紛争の余地があるならば、代理人をあらかじめ選任しておく方が、将来の
トラブルを回避する道であると私は考えます。

参考資料
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4つの自由の判断基準 アクセス：決済要求の禁止、国籍等による不当な差別の禁止、
合理的認証手続きは許容 使用：知的財産権を利用した使用料請求の禁止、帰属・配布
条件付きコピーレフトは許容 修正：決済や制限のない改変の許容 配布：著作者表示・
著作権表示の維持条件は許容、クローズドな派生物の再配布まで禁止した場合は違反

例外適用を阻害する典型的な文言 モデルは非商用、非営利の研究目的に限り使用でき
ます モデルを使用することはできますが、再配布することはできません 月間アクティ
ブユーザー数が一定数を超えた場合、別途のライセンスが必要です 特定の商用ユース
ケースについては別途契約を締結しなければなりません

免除されない義務 第53条第1項(c)号 EU著作権法遵守方針の策定、DSM指令第4条第3
項の権利保留の識別 第53条第1項(d)号 学習コンテンツの公開要約の作成、AI事務局標
準様式の遵守

日付一覧表 2024年8月1日：AI法発効 2025年7月18日：GPAIガイドライン草案公開
2025年7月24日：学習コンテンツ要約の標準様式公開 2025年8月2日：GPAI義務の適
用開始 2025年11月19日：ガイドライン正式版 Communication C(2025) 7719 final 採
択 2026年8月2日：AI事務局の制裁金科料権限の発動 2027年8月2日：2025年8月2日以
前にリリースされたモデルの遵守猶予終了

板橋の開発チーム長に対し、私は最終的にこう伝えました。「非商用条件を入れたい
のであれば、それは会社の自由ですが、その瞬間、本章で述べた例外規定は放棄しな
ければなりません。代わりに技術文書を誠実に準備し、代理人を設置するクローズド
なルートを進むか、あるいは条件を完全に開放し、著作権方針と学習コンテンツの要
約という2つの課題を引き受けるオープンソースのルートを進むか、二者択一で選択
しなければなりません」と。その日、彼は名刺をいじりながら、しばらく言葉を失っ
ていました。
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第四部

高リスクAI：2027年までの準備
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第11章 自社製品は高リスクAIシステムに該当するのか
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仁川の南洞インダストリアルコンプレックスにあるバッテリー管理システム会社の事
例から始めましょう。便宜上、この会社を「シンフン」と呼ぶことにします。シンフ
ンは電気自動車用のバッテリー管理システム、すなわちBMSを製造し、欧州の完成車
メーカーに部品として納品しています。セルの温度が急上昇したり電圧がずれたりし
た際、直ちに回路を遮断する安全ロジックが同社製品の中核です。同日の午後、松島
にある人事管理ソフトウェアのスタートアップ担当者からも法務チームに電話が入り
ました。この会社を「コリアタレント」と呼びましょう。コリアタレントは応募者の
履歴書を読み込み、面接対象者の順位を付けるAI採用ツールを開発し、ドイツやオラ
ンダの中堅企業数社に販売していました。両社とも同じ質問を携えて私のもとを訪れ
ました。自社の製品は高リスクなのでしょうか。

この質問は一見シンプルに見えますが、その回答は両社でまったく異なる道をたどり
ます。シンフンのBMSは自動車という既存製品に組み込まれる安全構成要素であり、
コリアタレントの採用ツールはそれ自体で完結したサービスです。EU AI法は、これ
ら2つを異なる regulatory 条文、異なるタイムスケジュール、異なる立証方式で取り
扱います。一方は附属書I、もう一方は附属書IIIです。本章ではこの分岐点を出発点と
して、8つの領域に分かれる附属書IIIと、既存製品の内部に潜み込む附属書Iを並べて
比較し、その間に挟まれたフィルター条項の立証負担を整理したうえで、韓国の主力
産業6分野を一つずつ当てはめて検証していきます。
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11.1 附属書III、独立型システムが該当する8つの領域

AI法第6条第2項は、附属書IIIに列挙されたAIシステムを高リスクAIシステムとみなす
と定めています。ここで判断を分ける基準は、システムがどのようなハードウェア上
で動作しているかではなく、そのシステムの意図された目的（intended purpose）が
どこを指向しているかです。コリアタレントの採用ツールのよう独立したサービスと
して提供されるソフトウェアが本附属書の主な対象であり、実際に8つの領域に分か
れています。

1つ目は生体認証です。リモート生体識別システムや、敏感な属性を推論する生体分
類システムがここに該当します。ただし、無差別な顔画像の収集や、職場・教育機関
における感情認識、人種・政治的傾向・性的指向を推論する生体分類のようにリスク
がより大きいものは、附属書IIIではなく第5条の禁止対象リストに分類されます。附
属書IIIに残る生体認証は、それよりはリスクが低いものの、依然として重い規制が課
されるカテゴリーです。

2つ目は、重要デジタルインフラ、道路交通、水道・ガス・暖房・電力供給の安全管
理および運用に使用される安全構成要素です。バッテリー産業を考察する際、この領
域が重要となります。これについては後ほど改めて触れます。

3つ目は教育および職業訓練です。入学選考、学習成果の評価、試験中の不正行為の
検知、教育レベルの配置などが該当します。

4つ目は採用・雇用、労務管理、自営業へのアクセスです。求人広告の分析、応募者
の選別および順位付け、昇進や解雇に関する決定、業務配分や人事評価などがここに
含まれます。コリアタレントの 製品はまさにこの領域に該当します。

5つ目は必須の民間・公共サービスへのアクセスです。この領域はさらに4つの区分に
分かれます。(a) 公的機関による社会保障給付の受給資格評価、(b) 信用度評価および
クレジットスコアリング、(c) 生命・健康保険のリスク評価および保険料算定、(d) 緊
急出動の優先順位付けです。金融産業がここに直接該当します。

6つ目は法執行です。個人のリスク評価、ポリグラフ（嘘発見器）、証拠の信頼性評
価、犯罪予測のためのプロファイリングなどが含まれます。
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7つ目は移住、難民認定、出入国管理です。ポリグラフ、リスク評価、申請審査、人
物識別などが含まれます。

8つ目は司法行政および民主的プロセスです。法律調査や事実関係の解釈を補助する
システム、あるいは選挙結果や投票行動に影響を与えるシステムが該当します。

これら8つの領域の中で、韓国企業が実際に直面することが多いのは、採用、信用評
価と保険、教育、必須サービス、生体認証の5つの区分です。法執行や移住・出入国
管理、司法行政は、民間企業が直接の提供者（provider）となるケースが稀であるた
め、本章では扱いを最小限にとどめます。

一つ、あらかじめ明確にしておかなければならない点があります。システムが自然人
に対するプロファイリングを実施する場合、附属書IIIのどの領域に属していても、常
に高リスクAIシステムとみなされます。プロファイリングとは、個人の業務成果、経
済状況、健康、嗜好、信頼性、行動、位置、移動といった属性を自動的に処理して評
価または予測することを指します。コリアタレントの採用順位付けツールは、応募者
一人ひとりの経歴や回答を処理して採用適合度を予測する作業であるため、この定義
に完全に合致しています。これは、後述するフィルター条項が、コリアタレントにとっ
ては最初から適用されないことを意味します。

附属書IIIの独立型システムに対する第16条（提供者の義務）および第26条（配備者の
義務）の全面適用日は、第3章で確認した通り当初は2026年8月2日でしたが、デジタ
ル・オムニバス（Digital Omnibus）改正により2027年12月2日へと延期されました。
コリアタレントに残された時間にゆとりができたという意味であり、義務そのものが
消滅したという意味ではありません。私はこの猶予を、準備を遅らせる言い訳ではな
く、万全の準備を整えるための猶予期間として捉えています。
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11.2 附属書I、既存製品の中に組み込まれたAI

続いて、シンフンの事例に移ります。第6条第1項は、附属書IIIとはまったく異なる2
つの条件を定めています。第1に、AIシステムが附属書Iに列挙された既存のEU調和法
令が適用される製品の安全構成要素として使用されているか、あるいはAIシステム自
体がそのような製品である場合です。第2に、その製品が該当する調和法令に基づき、
市場への投入またはサービスの開始前に第三者適合性評価を受けなければならない場
合です。これら2つの条件をともに満たして初めて、高リスクAIシステムに分類され
ます。

附属書Iに列挙されている調和法令には、医療機器規制（2017/745）、体外診断用医
療機器規制（2017/746）、機械類規制、玩具安全指令、乗用車型式指定規制（
2018/858）、農林業用車両規制（167/2013）、二輪・三輪車規制（168/2013）、船
舶設備指令（2014/90/EU）、航空関連法令などが含まれます。シンフンのBMSは、
乗用車型式指定規制が適用される自動車の安全構成要素であり、その自動車は従来か
ら型式指定という第三者適合性評価を経なければならない製品です。両方の条件を満
たしているため、高リスクに該当します。

附属書Iの側面で注視すべき点は、「誰が提供者（provider）になるのか」という問題
です。AIシステムが附属書Iに該当する製品内部に組み込まれる場合、その製品を製造
するメーカーがAI法上の提供者とみなされます。シンフンがBMSを完成車メーカーの
名称や商標で自動車とともに市場へ投入する場合、その完成車メーカーが第16条の義
務を負う構造になります。シンフンが部品の納品のみを行い、最終製品に自社の商標
を付さない場合、シンフン自体はAI法上の提供者に該当しない可能性もあります。し
かし、完成車メーカーとの供給契約においてAI法準拠のための情報提供義務を負わさ
れるケースがほとんどであるため、実務上は部品メーカーも事実上、提供者に準ずる
責任を負うことになります。私はこの点について、契約書の条項を一つひとつ確認さ
れることをお勧めします。

第8条第2項は、附属書Iの製品に対し、既存の安全法令に基づく文書や手続きにAI法が
要求する試験、報告、情報を統合することを許容しています。医療機器規制に基づく
技術文書内に、AI法が要求するリスク管理や学習データのバイアス検証を組み込むよ
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うなイメージです。重複を削減することを目的としており、シンフンのようにすでに
自動車部品の認証体系を整えている企業にとっては、実務上歓迎すべき条項といえま
す。

附属書I製品組み込み型の高リスクAIシステムに関する規制手続きの完了時期は、当初
2027年8月2日でしたが、デジタル・オムニバス（Digital Omnibus）改正により2028
年8月2日へと1年延期されました。附属書IIIよりも8か月遅れて適用されます。これは
政治的配慮ではなく、既存製品の認証サイクルと連動した実務上の事情によるものと
私はみています。自動車や医療機器のように、もともと数年単位の認証サイクルで回っ
ている製品群は、AI法の要求事項をその既存手続きの中に組み込むのに、より多くの
時間を要するからです。
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11.3 第6条第3項の フィルター、そして立証負担という落とし穴

附属書IIIに列挙されているからといって、無条件で高リスクに該当するわけではあり
ません。第6条第3項は、附属書IIIに掲げられたAIシステムであっても、自然人の健康・
安全・基本権に重大な危害のリスクをもたらさないのであれば、高リスクとはみなさ
ないと定めています。これがいわゆる「フィルター条項」です。ここで必ず確認して
おかなければならない点があります。このフィルターは附属書IIIに対してのみ開かれ
ています。附属書Iの製品組み込み型システムには、このような例外が存在しません。
シンフンのBMSは、自動車の安全構成要素という条件を満たした時点で直ちに高リス
クとなり、別途の例外審査を受ける余地は最初からありません。フィルターの有無こ
そが、附属書IとIIIを分けるもう一つの大きな境界線なのです。

フィルターが実際に適用される条件は4つに分かれます。システムが限定的かつ手続
き的なタスクのみを遂行する場合、すでに完了した人間の活動結果を洗練・改善する
場合、意思決定のパターンやそこから逸脱した偏差を検知するのみで人がすでに行っ
た判断に代わったり適切な人間のレビューなしに影響を与えたりしない場合、あるい
は附属書IIIの用途に関連する評価のための予備的なタスクのみを遂行する場合です。
これら4つのうち1つでも満たせば、フィルターの適用を主張することができます。

しかし、これら4つの条件は、たった一つの但し書きによって崩れ去ります。それは、
「自然人に対するプロファイリングを実施するシステムには、このフィルターは一切
適用されない」という但し書きです。コリアタレントの採用順位付けツールを改めて
思い出してください。応募者一人ひとりのデータを処理して適合度を予測すること自
体がプロファイリングであり、その瞬間、フィルター条項へ向かう扉は閉ざされます。
限定的な手続き的タスクであるとか予備的タスクであるという主張をどれほど精緻に
組み立てても無駄です。実務相談を行っていると、企業が自社のシステムを「補助的
なおすすめツール」だと自らに言い聞かせているケースによく遭遇します。しかし、
応募者個人の属性を自動的に評価して順位を付ける機能があるならば、そのような論
理は通用しません。

フィルターを主張しようとする提供者には、立証負担が丸ごと課されます。第6条第4
項は、附属書IIIに該当するものの高リスクではないと判断した提供者に対し、市場投
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入またはサービス開始前にその判断の根拠を文書化することを義務付けています。こ
の文書は、加盟国の管轄当局から要求されれば直ちに提出しなければならない資料で
あり、第49条第2項に基づきEUデータベースへの登録も義務付けられています。登録
を行わずに静かにフィルターの適用を主張する道を選ぶ企業があるとするならば、そ
れはコンプライアンス（法令順守）ではなく、発覚を待っているに過ぎません。第80
条は、市場監視当局に対し、提供者が非高リスクと分類したシステムを再評価する権
限を与えています。当局が実際には高リスクであると判断した場合、提供者は遅滞な
くAI法の要求事項に適合させるよう改正命令を受けることになります。フィルターは、
自ら判断して静かに抜け出すための裏門ではなく、その判断の正当性をいつでも証明
する準備を前提とした正門に近いのです。

このフィルターの具体的な適用事例を盛り込む第6条のガイドラインは、当初2026年2
月2日までに策定される予定でした。しかし、その期限はすでに過ぎています。欧州
委員会は2026年5月19日になってようやく草案を公表し、ステークホルダーからの意
見募集は6月23日に締め切られました。本原稿を執筆している2026年7月24日現在も、
最終版は未だ発行されていません。草案が示している方向性は、これまで述べてきた
内容と変わりありません。「フィルターは狭義に解釈し、プロファイリングには適用
しない」という原則です。ただし、最終ガイドラインが発行されれば具体的な事例が
さらに追加されるため、現段階での自社評価文書は暫定的なものにとどめ、最終版が
出次第、再点検する方が安全であると私は考えます。
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11.4 韓国の主力産業6分野への当てはめ

これまで見てきたフレームワークを、韓国の代表的な6つの産業分野に当てはめてみ
ましょう。あくまでも私がこれまで扱ってきた事例や公開情報をもとに下した実務上
の判断であり、個々の製品の実際の分類は、その製品の意図された目的を具体的に精
査して初めて確定します。

半導体は「低」です。半導体チップ自体はAIシステムではないため、AI法の直接の規
制対象ではありません。ただし、半導体の生産ラインでロボットの誤作動を防いだり、
有毒ガスの漏洩を制御したりするAIベースの安全システムであるならば話は別です。
その制御システムが機械類規制の適用を受ける設備の安全構成要素に該当する場合、
附属書Iに該当する可能性が生じます。もっとも、半導体産業の大部分はこの狭い例外
の外側にあると私はみています。

自動車は「高」です。シンフンの事例が示しているように、先進運転支援システム（
ADAS）、緊急制動、ドライバーモニタリング、バッテリー管理システムの安全関連
機能は、その多くが附属書Iの安全構成要素に該当します。人身の安全に直結する領域
であるため、高リスクとの判定を回避すること自体が困難です。準備期間は2028年8
月2日へとゆとりができましたが、自動車の型式指定という既存の認証プロセス自体
が数年単位で運用されている以上、その内部にAI法の要求事項を組み込む作業は、今
から開始しなければその期限に間に合わないと私は判断しています。

家電は「低」です。スマートTVのコンテンツ推薦、スマート冷蔵庫の食材管理、衝突
回避機能を持たないロボット掃除機の自律走行などは、フィルター条項が意図してい
る典型的な補助機能です。意思決定の結果に実質的な影響を与えない利便性機能であ
るということです。ただし例外は存在します。子どもの安全に関連する玩具、特定の
医療機器機能が統合されたヘルスケア家電、生体認証で出入りを管理するスマートド
アロックなどは、附属書IまたはIIIに該当する可能性があります。家電メーカーにおか
れては、個々の製品を一括して低リスクと決めつけるのではなく、安全に関連する付
加機能が組み込まれているか否かをまず個別にスクリーニングされることをお勧めし
ます。
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バッテリーは「中」です。この産業は附属書IとIIIに分岐する代表的なケースです。電
気自動車に搭載されるバッテリー管理システムは自動車の安全構成要素であるため附
属書Iに該当します。一方で、大型エネルギー貯蔵装置（ESS）の過熱防止および火災
遮断システムは、電力網の運用に関わる安全構成要素とみなされる余地があり、附属
書IIIの第2の領域である「重要インフラ」へと組み込まれる可能性があります。同じ
バッテリー産業であっても、車載用と大型ESS用で適用される附属書が異なるため、
製品群ごとに分類を個別に行う必要があります。

医療機器は「高」です。AIベースの医療画像診断支援ソフトウェア、手術ロボット、
患者モニタリングおよび治療計画システムは、医療機器規制（2017/745）または体外
診断用医療機器規制（2017/746）の適用を受ける製品です。これらの規制においてク
ラスIIa以上に分類されるソフトウェアは、すでに第三者適合性評価を受けるべき対象
となっているため、AI法附属書Iの2つの条件をほぼ自動的に満たします。韓国の医療
機器メーカーがCEマーキングを取得しているのであれば、その認証クラスを確認した
時点で、AI法上の高リスクAIシステムへの該当有無も事実上同時に確定すると考えて
差し支えありません。

金融は「高」です。信用度評価およびクレジットスコアリングは附属書III 5(b)、生命・
健康保険のリスク評価および保険料算定は5(c)に 該当します。融資審査、保険引受、
投資助言チャットボットのように、個人の財産や機会に実質的な影響を与えるAIの多
くがこの領域に含まれます。フィルター条項によって適用を免れる道も事実上遮断さ
れています。クレジットスコアリングや保険料算定は、それ自体が個人の信用、財産、
リスク選好を自動的に処理・評価する作業であり, プロファイリングの定義から外れ
ることが困難だからです。韓国の金融機関がEUの顧客を対象に信用評価や保険アンダー
ライティングAIを提供しているのであれば、最初から高リスクを前提として準備を進
められることをお勧めします。

6つの産業を一列に並べると、自動車、医療機器、金融が「高」、バッテリーが「中」
、半導体と家電が「低」となります。ただし、「低」という判定は現在販売している
製品構成に基づくものであり、次期バージョンにもそのまま引き継がれるという保証
はありません。家電に生体認証による出入管理機能を搭載したり、半導体装置に人の
安全に直結する自動判断機能を追加したりした瞬間、リスク等級が変化する可能性が
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あります。この評価は、現在の製品構成に対するスナップショットとして扱われるこ
とをお勧めします。

韓国企業の立ち位置について、一点だけ補足します。上述した6つの産業のうちいず
れか一つでもEU市場に製品を投入しているか、またはその出力がEU域内で使用され
る場合、AI法第2条第1項(c)号に基づく域外適用の対象となります。EU域外に本社を
置く提供者は、EU域内の権限ある代理人を書面で指定しなければならず、高リスクに
分類された場合は、韓国国内で準備が進められているAI基本法の要求事項とも連動す
ることになります。両法が要求する文書化やリスク管理体系はかなりの部分で重複し
ているため、EU対応文書を作成する段階から、韓国国内法への対応までを一つの枠組
みとして設計されることをお勧めします。別々に2セット作成する方が、かえって大
きなコストの無駄となります。

参考資料

判定手順の4ステップ。ステップ1：自社製品が既存のEU製品安全法令（医療機器、
機械類、自動車、玩具など）の適用を受ける製品の「安全構成要素」であるか、また
はその製品自体であるかを確認します。その場合、その製品が第三者適合性評価の対
象であるかを確認します。双方に該当すれば附属書I・高リスクとなり、フィルターは
適用されません。ステップ2：附属書Iに該当しない場合、附属書IIIの8つの領域（生体
認証、重要インフラ、教育、採用、必須サービス、法執行、移住・出入国管理、司法
行政）のいずれかに該当するかを確認します。ステップ3：該当する場合、自然人に
対するプロファイリングを実施しているかを確認します。プロファイリングを行って
いる場合は直ちに高リスクとなり、フィルターは適用されません。ステップ4：プロ
ファイリングを行っていない場合、限定的な手続き的タスク、完了した人間活動の改
善、パターン検知にとどまる補助、予備的タスクという4つの条件のいずれかを満た
すか検討し、満たす場合はその判断根拠を文書化してEUデータベースに登録します。

韓国の主力産業6分野の要約。半導体：低リスク（例外：安全制御設備）。自動車：
高リスク（附属書I、2028年8月2日）。家電：低リスク（例外：玩具・生体認証によ
る出入管理）。バッテリー：中リスク（車載用BMSは附属書I、大型ESSは附属書IIIの
検討対象）。医療機器：高リスク（MDR・IVDR クラスIIa以上）。金融：高リスク（
附属書III 5(b)・5(c)、プロファイリングによりフィルター適用不可）。
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日付一覧。2026年2月2日：第6条ガイドラインの当初予定期限（経過済）。2026年5
月19日：欧州委員会による高リスク分類ガイドライン草案の公表。2026年6月23日：
草案に対するパブリックコメント締め切り。2026年8月2日：第50条の透明性義務の
全面適用およびAIオフィスによる制裁金科す権限の発動（高リスクに関する義務自体
は未適用）。2027年12月2日：附属書IIIの独立型高リスクAIシステムに関する義務（
第16・26条）の適用開始。2028年8月2日：附属書Iの製品組み込み型高リスクAIシス
テムに関する規制手続き完了時期。

シンフンのBMS担当者とコリアタレントの採用ツール担当者は、その日の午後、それ
ぞれ異なる結論を携えて会議室を後にしました。シンフンはフィルターを検討するま
でもなく最初から高リスク対応の準備に入り、コリアタレントは自社製品がプロファ
イリングを行っているという事実を認めるだけでも2週間を要しました。両社の違い
は技術の差ではなく、自社の製品が人に対して何を行っているのかをどれほど誠実に
見つめ直しているかという差だったのです。
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第12章 高リスクシステム提供者の義務体系



164（金炅鎭 弁護士 著）

板橋（パンギョ）にある採用ソリューションのスタートアップを例に挙げてみましょ
う。この会社は履歴書と面接動画を分析して採用担当者に候補者の順位を付けるサー
ビスを開発し、現在はドイツとオランダの顧客企業にこのサービスを導入しようとし
ているところです。採用審査に用いられるAIは、欧州連合人工知能法（Regulation
(EU) 2024/1689、以下「AI法」）附属書III 4号に該当する高リスク（High-Risk）AIシ
ステムです。この瞬間から、この会社はもはや単なるサービスを一つ販売する事業者
に留まらず、AI法第3章が求める6つの義務を丸ごと背負う提供者（provider）となり
ます。本章で扱うのは、まさにその6つの義務――リスク管理システム、データガバ
ナンス、技術文書と自動記録および配備者への情報提供、人的監視、正確性・堅牢性・
サイバーセキュリティ、そして適合性評価・CEマーキング・EUデータベース登録で
す。

まず日付の話から整理しておきましょう。本書の資料調査に用いたNotebookLMのノー
トでは、高リスク義務の全面適用日を附属書IIIについては2026年8月2日、附属書Iに
ついては2027年8月2日と記載しています。AI法が2024年8月1日に発効したのち、24
か月、36か月を計算した元のスケジュールですので、それ自体は誤った計算ではあり
ません。ただし、2026年6月29日に理事会が最終承認したデジタル・オムニバス（
Digital Omnibus on AI）によって、このスケジュールは後ろ倒しされました。整合規
格（harmonised standards）の策定が遅れ、加盟国の通知機関（Notified Body）の
指定作業が追いつかないことから、附属書IIIの独立型高リスクシステムの義務適用日
は2027年12月2日に、附属書Iの製品組込型システムは2028年8月2日にそれぞれ延期
されました。したがって、本章で述べる適用日はノートの古い日付ではなく、この新
しい日付となります。資料と検索結果が食い違う箇所をそのまま見過ごさずに触れて
おく理由は、板橋のスタートアップのような企業が古い日付だけを信じて焦るあまり
準備が雑になってしまったり、逆に延期されたという話だけを聞いて手をこまねいて
しまったりするのを防ぐためです。興味深い点は、罰則の根拠条項である第99条およ
び第101条自体は元のスケジュール通り2026年8月2日に発動するという事実です。第
5条の禁止行為や第50条の透明性義務のように、すでに施行されている条項の違反は
その日から直ちに処罰の対象となります。ただし、本章が扱う第9条から第15条まで、
および第43条・第48条・第49条は、高リスク義務自体がまだ全面適用されていない状
態であるため、実際の執行の重点は2027年12月および2028年8月以降へと移行すると
私は読み解いています。
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12.1 リスク管理システム、第9条が求める循環構造

板橋のスタートアップの開発チーム長が最初に直面する条項が第9条です。この条文
は文書1枚を作成して終わる形式的な手続ではなく、高リスクシステムのライフサイ
クル（lifecycle）全体を通じて回転し続けるプロセスを要求しています。リスクにあ
らかじめ対処して評価し、設計変更やユーザーへの案内などの手段によって低減また
は排除し、18歳未満の未成年者や脆弱な階層にこのシステムがどのような影響を与え
るのかを別途見極め、遵守と性能を確認するテストまで経なければなりません。これ
ら4つの段階が一回で終わるのではなく、システムを改修するたびに再び繰り返さな
ければならないという点が核心です。採用AIであれば、候補者の順位付けアルゴリズ
ムを更新するたびに、この循環を再び踏まなければならないという意味です。

第9条第10項は、すでに他のEU法令に基づいて内部リスク管理プロセスを運用してい
る提供者であれば、第9条第1項から第9項までの要素をその既存のプロセスに上乗せ
するか統合することを認めています。医療機器や機械類のように附属書Iに該当する製
品であれば、第8条第2項に基づき、既存の整合法令の文書や手続内にAI法の要求事項
を組み込むことができます。板橋のスタートアップのように附属書IIIの単独型システ
ムを開発する企業にはこのような既存の枠組みがないため、第9条のリスク管理シス
テムを最初から新しく設計しなければなりませんが、私はこのような場合、むしろ品
質マネジメントシステム（第17条）と一体として設計する方が優れていると考えます。
リスク評価の結果がシステム修正プロセスにリアルタイムで反映される管理手続を、
わざわざ二重に作る理由がないからです。

執行機関であるAIオフィス（AI Office）は、このリスク管理システムを評価する際、
システムの意図された目的（intended purpose）を基準とします。整合規格を適用し
ていれば適合性の推定（Presumption of Conformity）の利益を享受できる点も参考
になります。ただし、先述の通り整合規格自体がまだ十分に整備されていない状態で
あるため、現時点では規格に依存するよりも国際規格（ISO/IEC 23894のようなAIリ
スク管理ガイドライン）を準用して自社のプロセスを文書として残しておく方が安全
です。確実でない部分については確実でないと記載すべきでしょう。リスク管理シス
テムの具体的な実装方法やリスク評価の詳細な基準はシステムの種類によって異なる
余地が大きく、この余白は2026年2月2日までに発行される予定であった第6条のガイ
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ドラインや今後の整合規格によって埋められる見込みです。
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12.2 データガバナンスと訓練データの品質、第10条とバイアスの問題

採用AIの本当の導火線はここにあります。過去の採用データでモデルを学習させると、
そのデータの中にすでに含まれていた性別や出身校のバイアスがそのまま受け継がれ
てしまいます。第10条は、高リスクシステムに用いられる訓練（training）、検証（
validation）、テスト（testing）のデータセットが関連性（relevant）があり、代表
性（representative）を備え、可能な限りエラーがなく（free of errors）、完全（
complete）でなければならないと規定しています。第10条第2項はここからさらに一
歩踏み込み、データ収集の設計上の選択、収集プロセス、アノテーション・ラベリン
グ・クリーニング・拡張を含む準備プロセス、ガバナンス体制、担当者の役割と責任、
バイアスの検知と緩和のための評価、そして特定の状況においてデータセットが不適
切となる可能性の評価まで行うよう明確に定めています。板橋のスタートアップであ
れば、過去5年分の採用データにおいてどの職種、どの年齢層が過小代表（
underrepresented）されているか、統計的特性を読み解く作業から始めなければな
らないことを意味します。

ここで個人情報保護の問題と噛み合う部分が出てきます。第10条第5項は、バイアス
の検知および修正のために厳格に必要な場合に限り、提供者が人種や健康情報などの
特別なカテゴリーの個人データ（special categories of personal data）を例外的に処
理することを許容しています。ただし、これはGDPR（Regulation (EU) 2016/679）
および関連指針が求める保護措置をすべて遵守するという前提の上でのみ可能です。
私はこの条項を次のように読み解いています。バイアスをなくすためだからといって
性別や人種情報を無闇に収集すれば、それ自体がGDPR違反となってしまうため、AI
法第10条が開いた例外は門を少しだけ開けたものであり、自由に行き来してよいとい
う意味ではないということです。実務においては、匿名化するか第三の代理変数を用
いる方法によって、この狭い門を通過する方が安全です。

この要求事項は、モデルの学習に直接使用されないデータにも適用される点、そして
AIシステムが実際に使用される地理的、文脈的、行動的、機能的な環境までデータセッ
トに反映させなければならない点も、見落としやすい部分です。韓国で作成されたデー
タで学習した採用AIをドイツ市場にそのまま導入すれば、ドイツの労働市場構造や履
歴書の習慣がデータに反映されていないという指摘を受ける可能性があります。AIオ
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フィスは、データの関連性や代表性、完全性、バイアスの有無を判断する際にも、や
はり「意図された目的」を基準とし、整合規格や共通仕様（common specifications）
を適用しているかを参考にします。関連性、代表性、完全性を定量的にどのように測
定するかについての具体的な技術基準は、まだ整合規格としてすべて整理されておら
ず、この部分の解釈はシステムの種類によって分かれる可能性があります。
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12.3 技術文書と自動記録、そして配備者に提供すべき情報

第11条は、市場投入前に技術文書（technical documentation）を作成しておき、そ
の後も継続して最新の状態に更新することを要求しています。文書に盛り込む項目は
附属書IV（Annex IV）に列挙されており、システムの意図された目的や設計ロジック、
アーキテクチャ、データ要求事項と学習方法論、検証・テスト手続および結果、リス
ク管理システムの運用記録、変更履歴まで多岐にわたります。中小企業やスタートアッ
プには簡素化された様式が認められているため、板橋のスタートアップの規模であれ
ば、この緩和された枠組みを活用する方がよいでしょう。

第12条は自動記録、すなわちログ（log）機能を要求しています。高リスクシステム
は運用中、事象を自動的に記録できなければならず、この記録はシステムの利害・リ
スクを特定し、実質的な変更を追跡し、ライフサイクル全体のモニタリングを裏付け
るために用いられます。採用AIであれば、どのような履歴書が入力され、どのような
スコアが出力されたのか、その判断に関与したモデルのバージョンが何であったかを
後から再現（再構成）できなければならないという意味です。このログがなければ、
事故が発生した際に提供者も配備者も何が起きたのかを説明することができません。

第13条は、このログとシステム自体を配備者が実際に扱えるよう、情報を開示・提供
することを要求しています。取扱説明書には、人的監視のために講ずべき措置、シス
テムを稼働させるために必要なコンピューティング資源とハードウェア、システムの
予想寿命、保守方法、そして第12条のログを収集・保存・解釈する方法まで盛り込ま
なければなりません。これら3つの条文を1文でまとめると次のようになります。第11
条は提供者自身が説明できる状態を作れということであり、第12条はその説明を裏付
ける証拠を残せということであり、第13条はその証拠と説明を配備者に渡せというこ
とです。本章のこの節は他の節より短いですが、割り当てられたNLM資料自体に導入
部のみが残っており、条文本文に関する詳細な記述が抜け落ちていたためです。3つ
の条文の具体的な内容は、公開されているAI法原文および附属書IVに基づいて本節で
直接補いました。
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12.4 人的監視、第14条が描く統制権

第14条は、高リスクシステムが自然人（natural persons）によって効果的に監視さ
れ得るよう、ヒューマン・マシン・インターフェースを含めて設計されなければなら
ないと規定しています。目的は明確です。他の要求事項をすべて遵守したとしてもな
お残留するリスクを、人間が最後に捉え直すことができなければならないということ
です。条文は、システムが配備者に提供すべき能力を5つに分類しています。システ
ムの能力と限界を理解し異常兆候をモニタリングできる能力、人間がAIの出力に無批
判に依存してしまう自動化バイアス（automation bias）を認識する能力、出力を正
しく解釈する能力、特定の状況においてシステムの使用を拒否したり出力を無視・覆
したりできる能力、そして停止ボタンのような手続によってシステムを中断させるこ
とができる能力です。

採用AIに当てはめると次のようになります。採用担当者がAIの付けた順位をそのまま
鵜呑みにするのではなく、順位がおかしいと感じた場合には、なぜこのような結果が
出たのかを問い質し、必要であればその順位を無視できなければなりません。ここで
板橋のスタートアップがしばしば犯す過ちがあります。インターフェースに順位とス
コアだけを表示し、その根拠を隠してしまうことです。これでは人的監視が名ばかり
のものとなり、実質が失われます。配備者側の義務を規定した第26条も、配備者が提
供者の説明書に従ってシステムを運用し、入力データの関連性を管理し、人間が最終
判断を握る人的監視体制を維持するよう要求しているため、第14条は提供者単独で背
負う条文ではなく、配備者とペアをなす条文です。

「適切かつ比例的な」能力という表現が条文の随所に出てきますが、これが正確にど
のレベルを指すのかは、システムの種類や使用環境によって異ならざるを得ません。
集中治療室の診断補助AIと採用順位付けAIに求められる人的監視の強度が同じである
はずがないからです。AIオフィスはこの適切性を判断する際にも意図された目的を基
準とし、整合規格や共通仕様を参考にします。
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12.5 正確性、堅牢性、サイバーセキュリティ、第15条が求める技術的最
小線

第15条は、高リスクシステムが適切なレベルの正確性（accuracy）、堅牢性（
robustness）、サイバーセキュリティ（cybersecurity）を備え、ライフサイクル全
体を通じてこのレベルを一貫して維持することを要求しています。正確性の部分では、
システムの正確性レベルと関連指標（metrics）を取扱説明書に明記しなければなり
ません。採用AIであれば、順位予測の正確性をどのような指標で測定したのか、その
数値がいくらであるかを文書に記載しなければならないという意味です。堅牢性とは、
エラーや不整合、欠陥に直面しても崩れない回復力を指します。入力値が多少異常で
あっても、システムが突拍子もない結果を吐き出さないようにしなければならないと
いうことです。

サイバーセキュリティの項目は実務的に厄介です。データおよびモデルの汚染（data
and model poisoning）、敵対的サンプル（adversarial examples）、機密性侵害と
いった脅威に備えた技術的措置を、システムのリスクや文脈に合わせて備えなければ
なりません。誰かが悪意を持って履歴書データを操作し、特定の候補者を自動的に落
とすような攻撃を仕掛けた場合、それこそがデータ汚染攻撃です。このような脅威を
防ぐ措置がなければ、第15条違反となります。サイバーセキュリティ認証制度である
Regulation (EU) 2019/881に基づく認証を受けるか適合宣言を行ったシステムは、第
15条のサイバーセキュリティ要求事項を満たしていると推定される点も留意に値しま
す。正確性、堅牢性、サイバーセキュリティの「適切なレベル」を測る定量的な基準
も、まだ整合規格として完全には整理されていません。欧州委員会はステークホルダー
や計量機関を通じてベンチマークや測定方法論を発展させると言明していますが、現
時点で板橋のスタートアップが頼れるのは、結局のところISO/IEC 24029やNIST AI
RMFといった国際指針を準用して自社独自の指標を立てることだけです。
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12.6 適合性評価とCEマーキング、そしてEUデータベース登録

これまで扱ってきた第9条から第15条までがシステム内部の設計要求事項であるとす
れば、第43条、第48条、第49条はその結果を外部に証明する手続です。第43条は2つ
の分岐点を提示しています。整合規格を満たしていれば、提供者が自ら評価する内部
統制（Annex VI）方式を用いることができ、整合規格が存在しないか、附属書III 1号
に該当する生体認証（biometrics）システムであれば、公認の通知機関（Notified
Body）の審査を受ける第三者認証（Annex VII）方式へと進まなければなりません。
採用AIは附属書III 4号に該当するため、原則として内部統制に進みます。ただし、生
体認証要素が少しでも混ざり込んだ場合、例えば面接動画で表情や音声を分析する機
能が付加された場合、その瞬間に附属書III 1号へと移行し、整合規格を完全に適用で
きない場合や共通仕様を用いない場合には、通知機関による審査が強制される可能性
があります。これは私も企業に対して常に強調している点ですが、生体認証要素を密
かに組み込んだ瞬間に適合性評価の重みがまったく変わってしまうということを、開
発チームが見落としているケースが多々あります。

医療機器や機械類のように附属書Iの製品にAIが組み込まれる場合は、既存の製品安全
法令の適合性評価手続に従いつつ、その手続内にAI法第3章の要求事項を組み込まな
ければなりません。第8条第2項がこの統合を許容する根拠となっています。システム
や意図された目的が実質的に変更（substantially modified）された場合は、改めて
評価を受け直さなければなりませんが、学習を継続するシステムにおいてあらかじめ
規定・文書化された変更については例外とみなされます。ここで実質的な変更の境界
線がどこにあるのかが再び曖昧になりますが、採用AIの順位付けアルゴリズムを丸ご
と変更することと、パラメータを数個調整することの間のどのあたりで再評価義務が
生じるのかは、条文だけでは一義的に決まりません。

適合性評価に合格すると、CEマーキング（第48条）を表示（貼付）します。視認可能
で読みやすく、消えないように表示しなければならず、物理的な貼付が困難なシステ
ムであれば包装や同梱文書に、デジタルでのみ提供されるシステムであればインター
フェースや機械読取可能なコードで代替することができます。通知機関が審査に関与
した場合は、その機関の識別番号をCEマーキングの横に併記しなければなりません。
第47条に基づくEU適合宣言（EU Declaration of Conformity）も併せて作成し、10年
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間保管する必要がありますが、複数のEU法令が重複する製品であれば宣言を1つに統
合することができます。

最後がEUデータベース登録（第49条）です。提供者、あるいはEU域外の企業であれ
ば認定代理人（Authorised Representative）が、市場投入前に自社およびシステム
を登録しなければなりません。附属書IIIに列挙された高リスクシステムだけでなく、
第6条第3項のフィルター条項に基づき自ら「高リスクではない」と判断したシステム
も登録対象であるという点が見落とされがちです。この場合、なぜ高リスクではない
と判断したのか、その自己評価の根拠を文書として残す必要があります。板橋のスター
トアップが将来、自社の採用AIが「高リスクではない」と結論付ける状況が訪れたと
しても、その判断根拠を登録・保管しなければならないという意味です。法執行や移
民、庇護、国境管理の分野で用いられる特定の高リスクシステムはデータベースの非
公開セクションに、一部の重要インフラ関連システムは国家単位で別途登録されます。

EU域外に本社を置く企業、つまり板橋のスタートアップのような韓国企業であれば、
EU市場に投入する前にEU域内に設立された認定代理人を書面で指定しなければなら
ないという義務が、これらすべての手続の上にさらにもう一つ課されます。この代理
人は技術文書と適合宣言の控えを10年間保管し、当局が要求した際には提出する義務
を負います。整合規格の策定が、CEN/CENELECが当初目標としていた2025年8月の
期限を超過して現在も進行中であるという事実も指摘しておく価値があります。この
空白がデジタル・オムニバスへとつながる遅延の背景であり、今後も規格が完成する
までは、適合性評価の具体的な基準が流動的であらざるを得ません。

参考資料

適用日の整理。AI法発効 2024年8月1日。罰則根拠条項（第99条、第101条）発動
2026年8月2日。附属書III 独立型高リスクシステムの義務全面適用 2027年12月2日（
デジタル・オムニバスにより2026年8月2日から延期）。附属書I 製品組込型高リスク
システムの義務適用完了 2028年8月2日（デジタル・オムニバスにより2027年8月2日
から延期）。通知機関のAI法上の指定申請期限 2028年2月2日頃。

罰金額の区分。附属書III 4号の採用AIのような高リスク義務（第16条等、第3章）違反
は、第99条第2項に基づき世界年間売上高の3％または1,500万ユーロのいずれか高い
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方。第5条の禁止行為違反は7％または3,500万ユーロのいずれか高い方となり、本章
の義務よりもはるかに重い処罰となります。

セルフチェックリスト。リスク管理システムが品質マネジメントシステムと一体化さ
れているか。訓練データの統計的特性とバイアス評価の記録が残っているか。特別な
カテゴリーの個人データを扱った場合、GDPR上の保護措置を別途文書化したか。技
術文書が附属書IVの項目をすべて満たしているか。ログ機能が実際に事象を再構成で
きるレベルにあるか。配備者向け取扱説明書に人的監視の方法とログの解釈方法が含
まれているか。インターフェースに順位や判定の根拠が表示され、配備者が実際に無
視または覆すことができるようになっているか。正確性の指標が取扱説明書に数値で
明記されているか。データ汚染や敵対的攻撃に対する防衛措置が存在するか。生体認
証要素が一つでも混ざり込んでいないか再確認したか。EU認定代理人を指定したか。
EUデータベースへの登録を、高リスクではないと判断した場合も含めて漏れなく行っ
たか。

これら12の項目のうち何個に自信を持って「はい」と答えられるか、その答えが2027
年12月と2028年8月が来る前にあと何個増やせるかは、今や板橋のスタートアップの
開発チーム長の手に委ねられています。
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第13章 配備者の義務
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盆唐（ブンダン）のあるヘルスケアスタートアップが、ドイツの子会社に採用審査AI
を導入することを決めました。会社を設立・運営する側から見れば、この事例は取り
立てて特別なことではありません。ソフトウェアはすでに完成しており、会社はそれ
を購入して使うだけだからです。しかし、購入して使う立場であっても法律の規制を
受けます。AI法（EU AI法）はこの立場を「配備者（deployer）」と呼び、第26条お
よび第27条において配備者が遵守すべき事項を定めています。「開発していないのだ
から責任もない」という考えは、本章を読み終えたら捨てていただくのがよいでしょ
う。
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13.1 使用指針の遵守、人間による監督の配置、ログ6か月

配備者の義務の出発点は、提供者が作成した使用説明書に忠実に従うことです。提供
者は、その採用審査AIがどのような条件で、どのようなデータを入力し、どのように
結果を解釈すべきかを使用指針に明記しています。配備者はその範囲外でシステムを
運用してはなりません。そのAIが履歴書評価用としてのみ認証されているにもかかわ
らず、会社がそれを在職者の昇進審査にまで使用した場合、その瞬間に会社は指針を
逸脱したことになり、問題が発生した際の責任は会社に帰属することになります。

次は人間による監督の配置です。第12章で確認した通り、提供者は人が介入できるよ
うにシステムを設計しなければなりません。配備者はその設計を実際に機能させる人
物を配置する必要があります。誰であってもよいというわけではありません。その人
物は、システムがどのような根拠に基づいて応募者をスクリーニングしているのかを
理解し、異常だと感じた場合には結果を覆す権限と能力を備えた人物でなければなり
ません。人事チームの最若手に画面だけを見て承認ボタンを押すよう任せるのは、監
督ではなく監督の真似事にすぎません。執行当局が事故発生後に調査に入る際、最も
厳しく問うのがこの点です。監督者が実際に何を閲覧でき、どのような決定を行う権
限を持っていたのか、という点です。

監視および記録保持の義務も伴います。システムの運用中は異常の兆候を監視し、深
刻な誤作動や事故が発見された場合は直ちに使用を停止し、提供者および関係当局に
通知しなければなりません。また、システムが自動的に記録するログを保存する必要
があります。保存期間は最低6か月です。この6か月という数値は交渉の余地のない決
定事項です。採用結果をめぐって後に訴訟を起こされた際、その時点でAIが何を根拠
にどのような判断を下したのかを証明できて初めて、会社は自社を防御することがで
きます。ログを消去してしまった会社は、防御のための資料そのものを失ったことに
なります。
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13.2 労働者を対象とするAI導入と事前通知

韓国企業がしばしば見落とす点がここにあります。労働者を対象に高リスクAIシステ
ムを導入する際、会社はその事実を事前に労働者に通知しなければなりません。「導
入した後に周知する」という順番ではなく、「導入する前に知らせる」という手順で
す。

韓国国内の慣行とは性質が異なります。韓国国内では、新たな人事評価ツールや勤怠
管理システムを導入する際、従業員向けに事前説明会を開催することはあっても、法
律がそれを強制しているわけではありません。欧州（EU）はこの点で異なります。採
用、配置、人事評価、解雇のように労働者の立場や処遇に影響を与える高リスクAIシ
ステムであるならば、導入前の通知は法的義務となります。先ほど挙げた盆唐のヘル
スケア企業がドイツ子会社で採用審査AIを使用する場合、そのAIの評価対象となる応
募者だけでなく、すでに在職中の労働者代表や労働協議会にも事前に通知しなければ
ならないケースが生じます。私はこの通知義務を、人事チームではなく法務チームが
主導して管理すべきだと考えます。人事チームは通知を単なる広報や案内の延長と捉
えがちですが、これは法律が定める手続であり、怠ればそれ自体が違反となるためで
す。
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13.3 基本権影響評価、誰が行うべきか

配備者の義務の中で最も重いものが基本権影響評価です。第27条に規定されており、
一般にFRIA（Fundamental Rights Impact Assessment）と略称されます。高リスク
AIシステムを運用する前に、それが人の基本権にどのような影響を及ぼし得るかをあ
らかじめ検証する手続です。

この義務はすべての配備者に課されるわけではありません。対象を正確に区別するこ
とが本節のポイントです。公的機関である配備者、および公共サービスを提供する民
間配備者が附属書IIIの高リスクシステムを使用する際に、この評価を実施しなければ
なりません。純粋な民間企業が社内業務目的で高リスクAIシステムを使用するからと
いって、自動的にこの義務が課されるわけではありません。

ただし例外が2つあり、実務においてはむしろこの例外のほうが重要です。附属書III
の第5項(b)、すなわち信用評価に用いられるAI、および(c)、すなわち生命保険・健康
保険のリスク評価および価格設定（プライシング）に用いられるAIは、純粋な民間配
備者であっても基本権影響評価の対象となります。ソウルに本社を置くフィンテック
企業が、欧州で融資審査用の信用評価AIを配備者として運用する場合、その企業は公
的機関でもなく公共サービスを提供するわけでもありませんが、この評価を免れるこ
とはできません。保険会社も同様です。自社が公共性とは無縁の純粋な民間企業であ
るという理由でFRIAを省略できると判断するならば、その判断は信用評価と保険とい
う2つの領域においては誤りです。

評価に盛り込むべき内容は定められています。そのシステムをどのような目的で、い
つ、どのように使用するのか。影響を受ける人々の範囲。その使用に関連するリスク。
人間がどのように監督するのか。リスクが実際に顕在化した際にどのような軽減措置
を講じるのか。これら5つの項目を初回使用前に整理し、使用方式や文脈が大きく変
化した場合には改めて更新します。評価が完了したら、その結果を市場監視当局に通
知します。AIオフィス（AI Office）が作成する質問票テンプレートを使用することと
なっていますが、このフォーマットは本執筆時点では確定版が公開されておらず、実
務者の間で独自に作成した草案が先行して流通している状況です。
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個人情報保護影響評価、すなわちGDPRのDPIAとの関係も確認しておくべき点です。
第27条第4項は、基本権影響評価がDPIAを補完すると定めています。「補完」であり
「代替」ではありません。すでにDPIAを実施済みの企業であれば、その資料を基本権
影響評価に流用することができます。応募者の個人情報をどのように収集し処理する
かについてはDPIAにすでに含まれているはずですので、その部分を改めて作成し直す
必要はありません。しかし、DPIAは個人情報の保護に着目した評価であるのに対し、
基本権影響評価は差別や公正な裁判を受ける権利など、個人情報の枠を超えた基本権
までを対象とします。両評価が重複する部分については資料を共有し、重複しない部
分については別途補完しなければなりません。「DPIAを実施したからFRIAは完了した」
と考える企業があるとすれば、その企業はこの条項を読み誤っています。

ここで日付の問題を一つ指摘しておく必要があります。本原稿が参考にした
NotebookLMの資料には、附属書IIIのスタンドアロン（独立型）高リスクシステムに
対する第26条・第27条の義務が2026年8月2日から全面適用されると記載されていま
す。しかし、2026年5月7日、欧州議会・理事会・欧州委員会は「デジタル・オムニバ
ス」と呼ばれる改正案に暫定合意し、その中には附属書IIIのスタンドアロン高リスク
システムに対する義務適用時期を2027年12月2日へと16か月延期する内容が含まれて
います。この合意は、本原稿を執筆している時点では欧州議会および理事会による正
式採択と官報掲載を経ていない暫定的な状態です。つまり、8月2日が到来する前に正
式に確定する可能性があり、そうなれば当初知られていた8月2日適用は取りやめとな
り、2027年12月へ繰り延べられます。私は韓国企業に対して次のようにアドバイスし
ています。「8月2日に合わせて急ピッチで進めていた準備を緩める理由はありません。
正式採択されないまま8月2日を迎えてしまえば、当初定められた日付がそのまま適用
されるからです。ただし、その日付が延期される可能性が実際に存在することを認識
し、欧州連合官報に本改正案が掲載されるかどうかを8月初旬までに直接確認される
ことをお勧めします。」

本章で確認すべき事項を以下に整理しておきます。

使用指針の 遵守。提供者が定めた条件および用途を逸脱しない。

人間による監督。理解し介入する能力と権限を有する人物を実際に配置する。
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監視とログ。異常の兆候に対応し、ログは最低6か月間保存する。

労働者への通知。労働者を対象とする高リスクAIシステムは導入前に通知する。人事
チームではなく法務チームが主導して管理する。

基本権影響評価。公的機関および公共サービスを提供する民間配備者は、附属書IIIの
システム使用時に義務の対象となる。純粋な民間企業であっても、信用評価（第5項b
目）および生命・健康保険のリスク評価・価格設定（第5項c目）は例外なく対象とな
る。GDPRのDPIAと資料は共有するが、それをもって代えることはできない。

施行日の確認。附属書IIIのスタンドアロン高リスクシステムに関する第26条・第27条
の義務は、当初2026年8月2日適用予定であったが、デジタル・オムニバス合意により
2027年12月2日へ延期される可能性がある。正式採択の有無を官報で直接確認する。

冒頭の盆唐のヘルスケア企業の話に戻りましょう。ドイツ子会社が採用審査AIを導入
する前に、会社がまず問うべきは「このAIがどれほど精緻であるか」ではありません。
「私たちが配備者としてどのような立場に立っているのか」、まずそこから問わなけ
ればならないのです。
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第14章 延期期間をどう使うか
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パンギョ（板橋）のあるスタートアップのコンプライアンス担当者が先週、私に電子
メールを送ってきました。CENおよびCENELECの整合規格がまだ発行されていないに
もかかわらず、2026年8月2日に高リスクシステムに関する義務がそのまま適用される
というが、一体何を根拠に適合性を立証すればよいのか、という問いでした。この問
いに正解はありません。ただ、今手元にあるツールをどのように組み立てるかによっ
て、8月2日の朝の表情が変わってきます。
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14.1 整合規格策定の 遅延という背景

欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689）は2024年8月1日に発効し、高リ
スクAIシステムの提供者に対して第3章が定める義務を課しました。この義務は2026
年8月2日から jam 面的に適用され、同日にAIオフィスの制裁金科料権限も発動します。
違反時の制裁金は、直前会計年度の世界全体売上高の3%と1,500万ユーロのいずれか
大きい方となります。一つの日付によって、義務と処罰が同時に始動するわけです。

この義務を技術的に満たす仕組みが整合規格です。欧州委員会は2023年5月22日、決
定 C(2023) 3215 により、欧州標準化委員会（CEN）および欧州電気標準化委員会（
CENELEC）に対して標準化要求 M/593 を送付しました。この規格に合わせてシステ
ムを開発し検証すれば、法の関連規定を満たしたものとみなす「適合性の推定」（
Presumption of Conformity、第40条）の特典を受けることができます。条文を一つ
ずつ照合する必要がないため、提供者の立場からは最も確実な近道となります。

しかし、CENおよびCENELECは要求された2025年8月の期限に間に合いませんでした。
2026年7月現在も規格ドラフトの作成作業は継続中です。組織内部では遅延を挽回す
るため、いくつかの応急措置が決議されました。審議（Enquiry）投票で賛成が得ら
れれば、別途の正式投票を経ずにドラフトを直ちに公表できるようにし、最も遅れて
いるドラフト6件を処理するための小型執筆チームも別途編成しました。目標は2026
年第4四半期までに最初の規格を世に送り出すことです。そのうち、第17条の品質マ
ネジメントシステム（QMS）に対応する prEN 18286 は審議段階まで進んでいる状態
です。

ここで私がお伝えしたい見解は次の通りです。規格ドラフトが2026年内に発表された
としても、それが直ちに適合性の推定の特典につながるわけではありません。欧州委
員会が官報に引用掲載を行う審査手続が別途残っており、この審査には時間を要しま
す。したがって、8月2日の朝の時点で整合規格を根拠に適合性の推定を主張できる韓
国企業は、事実上存在しないと考えておくのが safe（安全）です。規格が出されると
いうニュースと、その規格によって法的特典を受けられるという an 事実は、別の時
点の話なのです。
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欧州委員会もこのギャップを認識していないわけではありません。法は、規格が適時
または満足のいく方法で開発されない場合、委員会が執行行為によって共通仕様（
Common Specifications、第41条）を採択できるよう道を開いています。行動規範（
Code of Practice、第56条）も、規格が承認されるまで使用する一時的なツールとし
て明記されています。AIオフィスは行動規範の遵守実績を制裁金算定の減軽事由とし
て考慮する立場を示しており、欧州委員会はデジタル・オムニバス提案を通じて高リ
スク規定の適用にさらなる猶予を与える案まで検討しています。遅延を認めた上で、
その空白を埋める代替案を多層的に用意している格好です。

韓国企業にとって、この背景が意味するものは明確です。8月2日に規格という完成さ
れた解答用紙を受け取れるという期待は捨てなければなりません。代わりに、解答用
紙がない状態で採点者に何を示すべきかを今から準備する必要があります。
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14.2 規格不在の 代替案：ISO/IEC 42001とNIST AI RMF

規格が存在しない穴を埋める第一の代替案は行動規範です。第56条に基づく行動規範
は、第53条第1項（すべての汎用AIモデル提供者の義務）および第55条第1項（システ
ム的リスクを伴うモデルの提供者の義務）の遵守を立証する簡便な方法として認めら
れています。反対に行動規範に従わない場合、AIオフィスからより詳細な情報の提出
を求められる可能性があるため、行動規範を無視する方がむしろ文書作業を増やすこ
とになります。

第二は国際規格です。ISO/IEC 42001は組織レベルのAIマネジメントシステム（AIMS）
を認証する規格であり、2026年に入って認証実績が急速に増加しています。ただし、
ここで留意すべき点があります。ISO 42001認証を取得したからといって、AI法の適
合性の推定の特典が自動的に付与されるわけではありません。適合性の推定はEU官報
に引用掲載された整合規格にのみ与えられる特権であり、ISO 42001はEUの整合手続
の枠外にある国際規格だからです。ISO 42001のみを保持する提供者は、紛争が生じ
た際の立証責任を依然として自ら負うことになります。私はこの点を誤解している実
務者を度々目にしてきました。ISO認証書を法的な盾だと錯覚しているのです。盾
asset そのものではなく、盾を作るための素材程度と捉えるのが正確です。

同じ42000番台の中で、prEN 18286 に着目する必要があります。この規格は第17条
の品質マネジメントシステムを対象とした、個別システム単位の整合規格候補であり、
既に審議段階に入っています。ISO 42001が組織全体のガバナンスを認証するツール
であるならば、prEN 18286は完成した瞬間にその役割を代替する、より限定的で直接
的なツールです。二つの規格を同列に扱うのではなく、現時点ではISO 42001で骨組
みを構築し、prEN 18286が官報に掲載された時点でその上に個別システムの文書を載
せるという二段階戦略をとる方が、より safe（安全）であると私は考えます。

第三の位置にNIST AI RMFがあります。ただ、率直に申し上げますと、AI法の条文の
どこにもNIST AI RMFに言及している箇所はありません。このフレームワークは米国
国立標準技術研究所が2023年1月に公表した自主的な指針であり、2026年現在もバー
ジョン1.0が現行版です。認証手続もなければ罰則もありません。Govern（ガバナン
ス）、Map（マッピング）、Measure（測定）、Manage（管理）の4つの機能で構成
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されていますが、NIST自体がこれらの下位項目をISO 42001の条項と対比させた対照
表を公開しており、重複する部分が相当数に上ることを示しています。Governは
ISO42001の第5節・第6節と、Mapは影響評価と、Measureはモニタリングと、
Manageは運用管理と連動しています。

つまり、実務において有効な組み合わせは次の通りです。NISTの4つの機能を内部統
制項目を分類する骨組みとし、AI法の条文をその骨組みが満たすべき義務のリストと
するのです。米国事業のために既にNIST RMFで内部統制を構築している韓国企業で
あれば、その枠組みを捨てて新たに作り直す必要はありません。同一の統制項目に対
して、AI法の条文、ISO 42001の条項、NIST RMFの下位カテゴリを並記した対照表1
枚で十分です。三つのフレームワークを個別に運用して監査の度に異なる書類を取り
出すよりも、この対照表1枚で運用する方が遥かに少ないリソースで機能します。

要約すると、本節における判断は以下の通りです。整合規格の 法的地位を代替できる
ものは、現在存在しません。しかし、ISO 42001、NIST AI RMF、そして行動規範を重
ね合わせて活用することで、規格がなくとも監督当局に対して提示できる書類の厚み
を確保することは可能です。厚みがそのまま法的防衛力になるわけではありませんが、
誠実に準備したという状況証拠にはなります。
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14.3 延期が生んだデータガバナンスの空白と自主的対応

三つの節の中で、この節が最も緊急性が高いと私は考えています。理由はシンプルで
す。データは後から遡って修正することができない素材だからです。

AI法第10条は、高リスクAIシステムの訓練、検証、試験に使用されるデータセットに
対して、関連性、代表性、無誤謬性（エラーがないこと）、完全性を要求しています。
データの収集および準備、バイアスの検知および軽減、システムが実際に使用される
地理的・文脈的・行動的環境まで考慮することを求めた条文です。この義務も2026年
8月2日から全面的に適用されますが、整合規格が存在しないため、関連性や代表性を
どのような数値で立証すべきかについての公認された基準がありません。何を整えれ
ば十分なのかを示す採点基準表が空欄のままの状態です。

ここで問題となるのは、単に時間がかかるということだけではありません。今収集し
ているデータが、将来のシステムの性能と限界を決定づけるのです。規格が出るまで
データガバナンスを先送りにして待っていると、その間に蓄積されたデータセット自
体が、既に関連性や代表性を欠いた状態で固まってしまうおそれがあります。条文の
解釈は後から追いつくことができても、偏ったデータで学習を終えたモデルは、規格
が出た後に元に戻すことはできません。したがって私は、この空白を「法的な不確実
性」ではなく「技術的な不可逆性」の問題として捉えています。待つ理由は何もない
ということです。

自主的に埋めることのできる領域は二つあります。一つは汎用AIモデルの行動規範で
す。その中には訓練コンテンツの公開用要約書の作成義務が含まれており、これはデー
タガバナンスに直結します。行動規範を遵守すれば、第53条および第55条の遵守を示
す簡便な方法として認められ、2026年8月2日以降の制裁金算定における減軽事由とし
ても作用します。もう一つは、第9条（リスクマネジメント）、第11条（技術文書）、
第12条（自動記録保存）、第14条（人的監視）、第15条（正確性、堅牢性およびサイ
バーセキュリティ）に至るまでの自主的な文書化体系です。規格がないからといって、
文書化そのものを先送りすることはできません。むしろ規格がないからこそ、独自の
基準を立てた根拠とその基準に基づく検証記録を緻密に残しておかなければ、後から
監督当局に根拠を問われた際に提示できるものがなくなってしまいます。
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行動規範に従わない提供者に対しては、AIオフィスがより詳細な情報の提出を求める
ことができるという規定も、改めて銘記すべきポイントです。この規定は次のように
解釈できます。自主的に基準を立てた企業はその基準を示せば済みますが、何の基準
も立てていない企業は、オフィスの要求通りにゼロから資料を作成しなければなりま
せん。結局のところ、先に動いた側が後になって苦労せずに済むのです。

欧州委員会は第6条のガイドラインを2026年2月2日までに提示することにしており、
共通仕様やデジタル・オムニバスによる猶予案も検討中です。これらの動向は引き続
き注視する必要がありますが、動向を見守ることと、今すぐデータガバナンス体系を
構築することの順序を逆にしてはなりません。パンギョの担当者に対して私が差し上
げた回答もこれでした。規格を待つのではなく、今蓄積されているデータから関連性
と代表性を自ら点検する手続を作りなさい、ということです。規格はその手続を後か
ら検証してくれるツールに過ぎず、手続そのものを代わりに作ってくれるわけではな
いのです。

参考資料

日付 2024年8月1日：AI法発効 2025年8月2日：汎用AIモデル（GPAI）の義務適用開始
2026年2月2日：第6条ガイドライン発表予定 2026年8月2日：高リスクAIシステム（
附属書III）の義務全面適用、AIオフィスの制裁金科料権限発動 2027年8月2日：附属書
I製品内蔵型高リスクAIシステムの全面適用、2025年8月2日以前にリリースされた
GPAIモデルの遵守猶予終了

判断基準 整合規格が官報に引用掲載されるまでは、適合性の推定を主張することはで
きない。 ISO/IEC 42001認証は組織のガバナンスを示す根拠であって、それ自体で法
的推定の特典を与えるものではない。 行動規範の遵守は簡便な立証方法であり制裁金
の減軽事由となる一方、不遵守は追加情報の要求につながる。 データガバナンスは規
格の発表を待つ対象ではなく、今蓄積されているデータから適用すべき対象である。

チェック項目 自社のシステムが附属書IIIの高リスクカテゴリまたはGPAIカテゴリに該
当するか再確認したか GPAI行動規範のうち、訓練データの要約書に関する規定を検
討し、自主的に反映させたか ISO/IEC 42001 AIMSの構築とは別に、NIST AI RMFの4
つの機能を統制項目対照表として整理したか 第9条、第10条、第11条、第12条、第14
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条、第15条のそれぞれに対する自社文書および検証記録を備えているか EU域内の認
定代理人を書面にて指定したか
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第五部

禁止されるAI慣行
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第15章 越えてはならない線
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板橋（パンギョ）のあるHRテックスタートアップの会議室。採用ビデオ面接ツール
に表情分析機能を搭載しようという案が上がりました。応募者の目の動きや声の 震え
を読み取り、緊張度や誠実性のスコアをつける機能です。韓国国内ではすでにいくつ
かの大企業における採用選考で同様のツールが使われており、これを直接規制する法
律の条文も存在しません。問題は、この会社がちょうどドイツ支社の採用にも同じツー
ルを使おうとしていたという事実です。担当弁護士が条文を確認したことで、会議は
別の局面へと展開しました。国内では適法なツールが、国境を一つ越えた瞬間、刑事
罰級の課徴金（制裁金）の対象に変わっていたためです。

欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」）第5条は、このよ
うな状況を生み出す条文です。2024年8月1日に発効した本法は、リスクベース・アプ
ローチ（risk-based approach）を骨子としてAIシステムを四つの段階に分類してい
ますが、第5条が扱う位置はその最上位、許容自体がされない「禁止される慣行（
prohibited practices）」です。高リスクAIシステムや限定的リスクのシステムは、課
された義務を遵守すれば市場に投入できますが、第5条に該当する場合はいくら書類
を揃えても無駄です。開発も、販売も、使用もできません。そのため実務担当者はこ
の条文をAI法の「最初の最も厳格なコンプライアンス上の関門（first hard
compliance gate）」と呼んでいます。施行日も最も早いものでした。発効から6か月
後の2025年2月2日からすでに全面施行されており、違反した場合は第99条第3項に基
づき、3,500万ユーロまたは全世界の年間売上高の7パーセントのいずれか大きい方の
金額が課徴金として科されます。AI法全体を通じて最も重い罰則区画がここです。
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15.1 潜在意識操作と脆弱性の悪用

第5条第1項(a)号は、人の意識の範囲を超えるサブリミナル（潜在意識）技術を使用し
たり、意図的に操作的または欺瞞的な技術を展開・運用して、人の行動を実質的に歪
め、判断能力を著しく損なうことで重大な危害を生じさせるケースを禁止しています。
(b)号は、年齢、障害、社会経済的状況に起因する脆弱性を悪用して同様の結果をもた
らすケースを禁止しています。二つの条項が共通して要求するのは、結局のところ二
つの要件です。行動の実質的な歪曲、そして重大な危害（significant harm）です。
この両方がともに確認されて初めて違反が成立します。軽微な不便や些細な経済的損
失はここには含まれないと参考資料には明記されていますが、私はその境界線が実際
にはかなり低く設定されると考えています。健康、安全、基本権に深刻な影響を及ぼ
し得る水準を重大な危害とみなすという記述が繰り返されていることを見ても、執行
当局がこのハードルを寛大に低く設定する可能性は低いと思われます。

ここで見落としやすいポイントがあります。条文が着目しているのは開発者の意図で
はなく、システムの「効果」であるという点です。パンギョのスタートアップが採用
ツールを開発する際、操作する意図が全くなかったとしても、そのツールが実際に応
募者の判断力を鈍らせ、不利益を与えるのであれば、本条項はそのまま適用されます。
実務において最も誤解されやすいのがこの点です。誰もが「悪意はなかった」と主張
しますが、AIオフィス（AI Office）が投げかける質問は異なります。意図された目的
（intended purpose）だけでなく、合理的に予測可能な誤用（reasonably
foreseeable misuse）まで含めて評価するのです。ECアプリのUIに組み込んだたった
一つのナッジが、子どもや高齢利用者に意図しない決済を誘導することになれば、設
計者がそのような結果を望んでいなかったとしても違反という判断を避けることは困
難です。

釜山のある医療機器メーカーが直面した事例も同様です。高齢の患者に健康補助食品
を推薦するチャットボットを開発する際、対話の流れを繰り返しの露出や緊急性を煽
る文言で構成しました。韓国国内ではマーケティング手法の一つとして容認され得る
設計ですが、高齢という脆弱性をターゲットにして購買行動を歪めるという点で、EU
では(b)号違反の懸念を抱えていることになります。
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15.2 ソーシャルスコアリング

第5条第1項(c)号は、公的機関か民間企業かを問わず、人の社会的行動や性格的特性に
基づいてスコア（点数）を付け、そのスコアによって本来の文脈とは無関係な場面で
不利益な扱いを受けさせたり、その行動に対して過度に不利益な扱いを受けさせたり
するシステムを禁止しています。国家が国民を監視し等級を付ける構図を連想しがち
ですが、本条文は民間企業にも同様に適用されます。信用評価会社がSNSの投稿やオ
ンライン行動データをスクレイピングして総合信頼度スコアを作成し、そのスコアを
融資審査や保険加入に利用すれば、本条項に真っ向から抵触します。

参考資料には「法的条件が満たされる場合（where the legal conditions are met）」
という但し書きが付されていますが、その条件が具体的に何であるかは確認されてい
ません。この部分は欧州委員会の今後のガイドラインを待つべきポイントであると私
は考えます。ただし、実務上の判断基準は明確です。評価対象となる行動とそのスコ
アが使用される文脈が互いに異なっているか、その結果が元の行動の重みに比して過
度であるか。この二つの質問に対して「はい」という答えが出るのであれば、危険信
号として扱うべきです。韓国国内のフィンテック業界が運用してきた代替信用評価モ
デルの多くは、この基準によって再検証する必要があると言えます。

執行当局が本条項を適用する際に中心に置くのも、開発者の説明ではなく、システム
が実際に作り出す効果です。信用評価モデルを設計した側が「融資審査にのみ使用す
る意図だった」と釈明したとしても、そのスコアが採用や賃貸借審査のように本来の
文脈とはかけ離れた場面に流入するのであれば、違反との判断はそのまま成立すると
私は考えます。課徴金の科罰権限は2025年2月2日からすでに開始されているため、違
反が確認された瞬間、AIオフィスは躊躇なく制裁措置に踏み切ると見込まれます。
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15.3 リアルタイム遠隔生体識別、原則禁止と例外

第5条第1項(h)号は、公共の場（publicly accessible spaces）において、法執行目的
でリアルタイム遠隔生体識別システムを使用することを原則として禁止しています。
広場、地下鉄駅、競技場のように誰もが出入りする場所で、CCTVを通じて顔をリア
ルタイムでスキャンし身元を照合するシステムが代表的な対象です。

例外の範囲は広くありません。次の三つの要件のいずれかを満たした上で、さらに「
厳格に必要な場合（strictly necessary）」というハードルをクリアしなければなりま
せん。誘拐や人身売買、性的搾取の被害者、失踪者を捜索するための標的捜索。生命
や身体の安全に対する具体的かつ実質的で差し迫った脅威、あるいはテロ攻撃を防止
する場合。そして、附属書IIに規定された犯罪のうち、該当加盟国において最高4年以
上の拘禁刑によって処罰される犯罪の容疑者を捜索する場合です。「厳格に必要な場
合」というハードルは狭義に解釈されると見込まれます。他により侵害の少ない手段
で目的を達成できるのであれば、例外は認められないと私は読み解きます。

韓国のセキュリティ事業者やスマートシティ・ソリューション企業がEUの自治体にリ
アルタイム顔認証CCTVを納入しようとする場合、本条項が最初の関門となります。
法執行目的ではない商業施設の盗難防止や店舗マーケティング用の顔認証は、第5条
(h)号自体の適用対象ではありませんが、リアルタイムではなく事後照合方式で設計さ
れているか、あるいは公共の場の定義に該当するかどうかを別途検討する必要があり
ます。附属書IIにどのような犯罪が具体的に列挙されているかは参考資料のみでは確
認できないため、契約前に原文との照合が必須となるポイントです。

執行当局の視点から見れば、公共の場所におけるリアルタイム生体識別は、プライバ
シーや移動の自由を脅かす条項の中でも最も重大な部類に属すると私は読み解きます。
したがって、公共の安全と基本権との秤量を慎重に行いつつも、少しでも例外要件か
ら外れた使用に対しては厳格な基準を適用すると見込まれます。自治体と契約する韓
国企業としては、発注元が例外要件をどのように文書化しているかまで確認しておく
方が安全です。発注元の判断が誤っていたという理由で供給事業者まで連帯して責任
を負わされる構図を回避するためです。
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15.4 感情認識、職場および教育機関では全面的に禁止

第5条第1項(f)号は、職場および教育機関において自然人の感情を推論するAIシステム
の市場投入、サービス提供、および使用を禁止しています。ここで韓国の実務担当者
が頻繁に混乱するポイントが一つあります。AI法には感情認識を扱う条文が二つ存在
しますが、その性質は全く異なります。第50条は、感情認識システムを使用する際、
利用者にその旨を通知することを義務付ける「透明性義務」の条項です。コールセン
ターが通話中の顧客感情を分析するツールを使用する場合、第50条のもとでは通知を
行えば足ります。これに対し、第5条(f)号が適用される職場や教育機関においては、
通知だけで済むわけではありません。ハナから使用行為そのものが禁止されます。同
一の感情認識技術が、使用される場所一つによって「告知対象」から「刑事罰級の禁
止対象」へと一変することになります。

例外は「医療または安全上の理由（medical or safety reasons）」として狭義に認め
られているに過ぎません。パイロットや航空管制官の疲労度をモニタリングするシス
テムなどが、例外として挙げられる事例です。反対に、従業員の業務エンゲージメン
ト（没頭度）を測定したり、生徒の授業集中度を数値化（スコア化）したりする目的
は、例外には含まれないと私は考えます。「能率」や「生産性」という言葉で繕った
としても、条文が着目するのは実際の使用文脈です。パンギョのスタートアップが検
討していた面接時の表情分析ツールは、採用が職場への進入の関門であるという点か
ら、本条項における「職場」の範疇に含まれると解釈する方が安全です。

執行当局は、「医療または安全上の目的」という例外を広義に受け入れることはない
と見込まれます。「能率向上」や「生産性増大」といった表現が契約書や製品説明書
に登場した瞬間、かえってそのシステムが例外対象ではないという証拠として解釈さ
れる可能性があります。人事管理、エドテック（EduTech）、顧客対応分野でサービ
スを提供する韓国企業であれば、感情推論機能をオプションでオン／オフできるよう
設計されているか、そしてそのオプションを職場や教育機関の顧客に対しては最初か
ら開放しない構造に構築されているかどうかの点検から着手すべきです。
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15.5 韓国国内では許容されるがEUでは禁止されるケース

相談を受けていると、韓国の法律には定めがないもののEUでは禁止される項目を整理
してほしいという依頼をよく受けます。まず三つの項目を挙げます。

第一に、職場内における感情分析です。韓国国内にはこれを直接規制する法律があり
ません。勤労基準法や個人情報保護法による間接的な規律は可能ですが、感情認識そ
のものを禁止する条文は存在しません。EUでは正反対です。15.4で見た通り、第5条
(f)号が真っ向から禁止しています。

第二に、民間による総合スコアリングです。韓国のフィンテックおよびEC業界は、す
でに複数の代替信用評価モデルを運用しており、オンライン上の行動データを信用ス
コアに反映させる慣行が規制サンドボックス内で許容されてきた経緯があります。EU
ではソーシャルスコアリングの禁止規定が公的機関と民間企業を問わず適用されるた
め、同じモデルをそのまま持ち込めば第5条(c)号違反の懸念が高まります。

第三に、顔画像の無差別な収集です。韓国企業が顔認証データベースを構築する際、
インターネットやCCTV映像から画像を大量にスクレイピングする方式は、個人情報
保護法上の同意要件さえ何らかの形で満たせば、事業自体が阻止されることはありま
せんでした。AI法第5条(e)号は、このような無差別スクレイピングによって顔認証デー
タベースを作成または拡張する行為そのものを禁止行為として規定しています。

これら三つのほかにも、第5条は(d)号においてプロファイリングや性格的特性のみに
基づいて犯罪の可能性を評価するシステムを、(g)号において生体データから人種、政
治的見解、労働組合への加入状況、宗教、性的指向を推論・分類するシステムを併せ
て禁止しています。犯罪に関連する事実に基づいて人間の判断を補助するツールは(d)
号の例外として残されていますが、プロファイリングのみでリスク度を算出するモデ
ルは例外の範囲外です。韓国のスコアリング事業者がこの境界線を越えている事例は
珍しくないと私は考えます。

この時点で必ず確認すべきなのが、域外適用と代理人の問題です。AI法第2条第1項(c)
号は、EU域外に本社を置く企業であっても、EU域内でその産出物（アウトプット）
が使用される場合には本法の適用を受けると規定しています。ソウル本社が韓国のサー
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バーでのみモデルを運用していたとしても、その結果物がドイツ支社やフランスの顧
客に伝達された瞬間、第5条がそのまま適用されます。EU域外の企業は、市場投入前
にEU域内に設立された法定代理人（Authorised Representative、公認代理人）を書
面で指定しなければならず、韓国国内では別途「AI基本法」の適用も受けるため、一
つの同一サービスを二つの規制枠組みのもとで同時に管理しなければならない状況に
置かれます。韓国のAI基本法にはまだ第5条のような絶対的な禁止リストが設けられ
ていないため、二つの法律のギャップを埋める役割は結局のところ社内のコンプライ
アンス組織が担うことになります。

ここに、最近変更された点を一つ追加する必要があります。2026年5月7日に欧州議会
と理事会が暫定合意し、6月29日に理事会が最終承認した「AIに関するデジタル・オ
ムニバス（Digital Omnibus on AI）」は、第5条に二つの項目を新設しました。特定
人の身体部位をリアルに合成または操作する、いわゆる「ヌーディファイ（nudify）」
ツールを含む非同意性的画像（NCII）の生成、および児童性的虐待コンテンツ（
CSAM）の生成です。対象者の自由で具体的かつ情報に基づいた明示的な同意を得ず
に身体を合成するAIシステムは、今や第5条の禁止対象となりました。適用は2026年
12月2日からであり、違反時の課徴金（制裁金）は1,500万ユーロまたは全世界売上高
の7％のうちいずれか高い金額とされ、他の第5条違反における3,500万ユーロの上限
よりは低く設定されています。ディープフェイク合成機能を組み込んだ画像編集アプ
リやキャラクター生成サービスを運営する韓国企業であれば、今年中に本条項を必ず
チェックしなければなりません。

第5条への対応において有効なのは、事後的な修正ではなく、設計段階での遮断（By
Designの適用）です。システムアーキテクチャ、アルゴリズム、データ収集方式、ユー
ザーインターフェースの一つひとつに禁止事項にあたる要素をあらかじめ取り除いて
おく方が、リリース後に機能を削除するよりもはるかにコストを抑えられます。条文
自体が抽象的に解釈され得る箇所が少なくないため、AI法やAI倫理に通じた弁護士や
コンサルタントの助言を受け、自社システムの意図された目的と予測可能な誤用を併
せて検証するプロセスを、初期企画段階に組み込んでおくことをお勧めします。

参照データ
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日付 2024年8月1日、AI法発効。 2025年2月2日、第5条全面施行、制裁金科罰権限の
開始。 2026年5月7日、デジタル・オムニバス暫定合意。 2026年6月29日、理事会最
終承認。 2026年12月2日、NCIIおよびCSAM生成禁止条項施行。

罰金（課徴金） 第5条一般違反：3,500万ユーロまたは全世界年間売上高の7％のうち
いずれか高い金額（第99条第3項）。 NCIIおよびCSAM生成違反：1,500万ユーロまた
は全世界年間売上高の7％のうちいずれか高い金額。

禁止項目一覧 (a) サブリミナル（潜在意識）操作。 (b) 脆弱性の悪用。 (c) ソーシャル
スコアリング（社会点数）、公的機関・民間企業を問わず禁止。 (d) プロファイリン
グのみに基づく犯罪リスク予測（客観的事実に基づく人間の評価補助は例外）。 (e)
顔画像の無差別スクレイピングによる顔認証データベースの構築。 (f) 職場および教
育機関における感情認識（医療または安全上の目的は例外）。 (g) 生体データに基づ
く人種、政治的見解、労働組合加入状況、宗教、性的指向の推論・分類。 (h) 公共の
場におけるリアルタイム遠隔生体識別（法執行目的、三つの狭義の例外あり）。 NCII
およびCSAMの生成（2026年12月新設）。

自社システム点検チェックリスト 自社のAI機能が利用者の判断力を鈍らせる方向に設
計されていないか。 子ども、障害者、高齢者など脆弱な層をターゲットにした機能は
ないか。 従業員や生徒の行動、表情、音声から感情や状態を推論する機能はないか。
個人のオンライン行動を総合して信頼度やリスク度のスコアを付け、その結果を別の
文脈で利用していないか。 顔画像をインターネットやCCTVから大量に収集してデー
タベースを作成していないか。 身体画像を合成または編集する機能が、同意確認手続
きなしで動作していないか。 EU域内に法定代理人（公認代理人）を指定したか、ま
た韓国国内のAI基本法との二重の義務をあわせて整理したか。

第5条は、他の章で扱う高リスクAIシステムの義務のように、文書を揃えて手続きを
踏めば解決する条項ではありません。高リスクAIシステムは、登録し、評価を受け、
マークを表示すれば市場に残る道が開かれます。第5条に該当した瞬間、そのような
道自体が存在しなくなります。一線を越えればそれでおしまいです。パンギョの会議
室におけるあの表情分析機能は、結局ドイツ支社の採用からは除外することにしまし
た。韓国国内の採用では今なお使用されています。同じコードが国境を越えるたびに
適法と違法を行き来する今の状況を、あとどれほど長く維持・耐え抜くことができる
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かは、また別の問題です。
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第六部

韓国法との接点
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第16章 AI基本法とEU AI法による二重規制



210（金炅鎭 弁護士 著）

板橋（パンギョ）のある採用ソリューションスタートアップの話から始めましょう。
この会社は、履歴書と面接動画を分析して応募者の順位を付けるAIを開発しました。
韓国の大企業の人事チームに納品すると同時に、ちょうどハンガリーにある自動車部
品メーカーの子会社にも同じ製品を導入しようとしているところです。代表はこう尋
ねました。韓国でAI基本法の審査を通過したのだから、欧州でもそのまま販売すれば
よいのではないかと。私はその場で、そうではないとお答えしました。両法は「採用」
という同じ活動を規制対象としていますが、要求される文書や手続き、さらには判断
主体まで異なります。この会社は今、二つの法律を同時に満たさなければならない状
況に置かれています。第16章はまさにこの場所、すなわち韓国企業が国内法とEU法
の間で実際に立っている現実を取り上げます。
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16.1 2026年施行の改正AI基本法における二つの層

韓国の「人工知能の発展及び信頼基盤の造成等に関する法律（인공지능의 발전 및 신뢰 
기반 조성 등에 관한 기본법）」（以下「AI基本法」）は、本法が2026年1月22日から施
行されました。この時点で施行されたのは規制の骨組みです。高影響AI事業者の安全
性確保措置義務、生成AIの表示義務、国内代理人指定義務といったものがこの時に発
動しました。ところが、施行令が2026年7月21日に改正施行されたことで、もう一つ
の層が重なりました。今回の施行令改正の軸足は規制ではなく振興側にあります。AI
製品・サービス確認制度と公共調達優遇措置が、まさにこの施行令によって具体化さ
れました。

この構造を、私は次のように整理しています。本法は2026年1月に規制の骨格を立て、
半年後の施行令はその骨格の上に産業を後押しする肉付けを行いました。一つの法律
の中に「取り締まる手」と「後押しする手」が同居しているわけですが、この二重性
こそがAI基本法を理解するための最初の鍵です。EU AI法（EU人工知能法）が処罰と
市場参入要件を緻密に組み込んだ強行法規に近いのに対し、韓国のAI基本法は最小限
のセーフティネットを敷いた上で、調達や認証によって企業を誘導する側により近い
です。条文を読み解く際にこの温度差を見落とすと、国内規定を読みながらもEU式の
厳格さを期待してしまい、的外れな判断をすることになります。

政府は施行初期に少なくとも1年以上の指導期間を設けると発表しました。過料をす
ぐに科すのではなく、是正勧告と改善の機会を先に与えるという意味です。EUにはこ
のような指導期間という概念が事実上存在しません。2026年8月2日から、高リスクAI
システムおよび汎用AI（GPAI）モデルの義務違反に対し、AIオフィス（AI事務局）が
制裁金科料権限を即座に行使します。同じ年に両法が並んで全面適用局面に突入しま
すが、一方は指導から始まり、他方は制裁金から始まるのです。この温度差が韓国企
業に錯覚を生み出します。国内で問題なく通用した慣行をそのままEUに持ち込み、最
初から制裁金の通知書を受け取るケースが出てくる可能性があると私は考えます。



212（金炅鎭 弁護士 著）

16.2 高影響AIと高リスクAI、発想は似ていても網の目は異なる

両法ともリスクベース・アプローチを採用している点では共通の言語を使っています。
しかし、網を投げる方法が異なります。

AI基本法第2条第4号は、高影響人工知能を、人の生命、身体の安全、基本権に重大な
影響を及ぼすか、リスクをもたらすおそれがある人工知能と定義し、大統領令で定め
る11の領域で使用される場合にその範囲を限定しています。エネルギー供給、飲料水
生産工程、保健医療の提供及び関連システムの運用、医療機器及びデジタル医療製品
の開発と利用、原子力施設の管理と運用、犯罪捜査と逮捕、採用やローン審査など権
利義務に重大な影響を及ぼす決定、交通手段と施設及びシステムの運用と管理、公共
サービス、教育における学生評価、そして大統領令が定めるその他の領域がここに含
まれます。列挙された項目が10個あり、最後の1つが大統領令への委任条項であるた
め、一般に「11の領域」と呼ばれています。

EU AI法は「高リスク」という単一の概念の下、二つの門戸を開いています。一つは
附属書Iに掲げられた既存の製品安全法規（医療機器、自動車、玩具など）の安全構成
要素として使用されるAIであり、もう一つは附属書IIIに明記された特定のユースケー
ス、すなわち生体認証、重要インフラ、教育、雇用、不可欠な民間・公共サービス、
法執行、移民・難民申請・国境管理、司法支援及び民主的プロセスです。ここで注目
すべき点があります。EUの附属書IIIは、法執行だけでなく、移民・難民申請・国境管
理、司法支援及び民主的プロセスまで明示的に取り込んでいます。韓国国内の11の領
域には犯罪捜査はあっても、移民や司法支援、選挙関連システムを正面から対象とし
た項目はありません。網の目の大きさ自体が異なるのです。移民審査AIや裁判補助AI
を開発する韓国企業であれば、国内法上は高影響領域に該当しなくても、EU市場に輸
出する際には高リスクAIシステムに分類される可能性を別途点検する必要があります。

EU法には、国内法にはないもう一つの仕組みがあります。第6条第3項のフィルター
条項です。附属書IIIに掲載されているAIであっても、健康や安全、あるいは基本権に
重大な危害を及ぼすリスクがない場合や、意思決定の結果に実質的な影響を与えない
場合は、高リスクから除外される道をひらいています。このフィルターは企業にとっ
ては救いとなりますが、執行当局にとっては判断が分かれる点です。私はこの条項を
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次のように読み解きます。附属書IIIに掲げられているからといって自動的に高リスク
になるわけではなく、最終的には実質的な影響力がないことを自ら立証しなければな
らない門がもう一つ存在するということです。韓国の国内法にはこのような例外フィ
ルターがありません。11の領域に該当すれば、それだけで高影響人工知能となります。
逃げ道がない代わりに判断基準は明確であり、EUは門が開かれている代わりにその門
をくぐるには自ら証明しなければならない負担を負うことになります。

義務の重さも異なります。EUにおける高リスクAIシステムの提供者は、リスク管理シ
ステム（第9条）、データガバナンス（第10条）、技術文書（第11条）、自動記録（
第12条）、人間による監視の設計（第14条）、正確性・堅牢性・サイバーセキュリティ
（第15条）を備え、第三者適合性評価とCEマーキング、EUデータベースへの登録ま
で完了して初めて市場に参入できます。強行的な事前認証体系です。韓国のAI基本法
は高影響AI事業者に対して安全性・信頼性の確保措置の履行義務を課していますが、
その方式は自主的なリスク管理、文書化、利用者への告知といった努力義務としての
性格が強く、違反時にも是正勧告や改善命令を経て過料に至る段階的な構造となって
います。事前認証ではなく、事後確認および改善要求に近いということです。EUが門
前で書類を検査する方式であるのに対し、韓国はひとまず参入させた後に問題が生じ
たら是正を求める方式であると私は捉えています。どちらが正しいかは政策判断の問
題ですが、実務者の立場からは、EU向け製品には事前認証のスケジュールを、国内向
け製品には事後対応の体制をそれぞれ個別に策定しなければならないという結論に至
ります。

附属書IIIにおける高リスクAIシステムの義務は2026年8月2日から全面適用され、附属
書Iの製品組み込み型は2027年8月2日から完成します。韓国の国内における高影響AI
義務は、すでに2026年1月22日から発効しています。時期だけを見れば韓国が半年以
上先行していることになりますが、先行していることがより厳格であることを意味す
るわけではないという点を、改めて強調しておきます。
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16.3 ディープフェイク、人間の目で認識させるか、機械に読み取らせるか

両法ともディープフェイクを正面から扱っていますが、表示方式を要求するポイント
が異なります。

AI基本法第31条は、透明性義務を三つで構成しています。高影響または生成AIが作動
しているという事実の事前告知、AI生成物であるという事実の表示、そしてディープ
フェイク生成結果物（generative output）に対する別途の告知および表示です。核
心は、その表示が利用者の感覚で確認可能でなければならない点にあります。視覚や
聴覚により、あるいはソフトウェアを利用して容易に確認できる方法、主たる利用者
の年齢や身体的・社会的条件を考慮して明確に認識できる方法でなければならないと
法律が要求しています。画面の隅にウォーターマークを入れたり、再生開始部分に字
幕で告知文を表示したりする方式がこれに該当すると私は考えます。人が目で見るか
耳で聴いて認識する方式、いわゆる「肉眼認識型表示」です。

EU AI法第50条は趣が異なります。第50条第2項は、合成音声、画像、動画、テキスト
を生成するシステムの提供者に対し、その出力物を機械可読な形式（
machine-readable marks）で表示することを要求しています。人の目に見える字幕
ではなく、検知ソフトウェアがファイル内部から読み取ることができるウォーターマー
キングやメタデータ署名などを意味します。この表示は、効果的かつ相互運用可能で
あり、堅牢で信頼できるものでなければならないという基準まで付されています。第
50条第4項はこれに加え、ディープフェイクを作成・配信するディストリビューター
に対し、その画像・音声・動画が人工的に生成・操作されたという事実を公開するよ
う別途要求しています。整理すると、EUは「機械が読み取る表示」と「人に知らせる
告知」を二重に要求しているのに対し、韓国は「人が認識できる表示」一つに重きを
置いています。

この違いは技術投資の方向性を分かちます。韓国国内市場のみを見るのであれば、画
面上の字幕や音声案内で十分に義務を果たすことができます。しかし、同じコンテン
ツをEU市場に送り出すには、ウォーターマーキング技術やコンテンツの出所標準（
C2PAのような体系を思い浮かべてください）を別途組み込む必要があります。板橋
のスタートアップが制作するAIアバター広告動画を例にとると、国内用には画面下部
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にAI生成表示の字幕を1行入れれば済みますが、同じ動画を欧州法人のチャンネルに
掲載するには、その動画ファイル自体に機械判読可能な署名を埋め込まなければなら
ないという意味です。字幕を1行追加するレベルの話ではなく、コンテンツ制作パイ
プラインに別途モジュールを組み込まなければならない問題となります。

適用時期もズレています。韓国国内の第31条の義務は2026年1月22日からすでに発効
しています。EU第50条は2026年8月2日から適用され、それ以前にすでに市場に出て
いた生成AIシステムの表示・検知義務には2026年12月2日まで猶予が与えられ、それ
以前に作成されたコンテンツ自体には遡及的な表示義務はありません。現時点におい
て、韓国企業は国内の表示義務についてはすでに履行中であり、EUの表示義務につい
ては準備期間にあると整理できます。
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16.4 国内代理人とEU代理人、閾値の有無における違い

域外事業者に対して自国内に代理人を設置させるという発想は両法で共通しています。
しかし、誰がその義務を負うのかという点で決定的に分かれます。

AI基本法第36条および施行令第29条は、韓国国内に住所または営業所を持たない人工
知能事業者のうち、一定規模以上の場合にのみ国内代理人を指定するよう定めていま
す。その規模基準は、前年度売上高1兆ウォン以上、または人工知能サービス部門の
前年度売上高100億ウォン以上、あるいは前年度末時点の直前3ヶ月間における韓国国
内の利用者が1日平均100万人以上である場合です。この三つのうち一つでも超えれば
代理人を設置しなければなりませんが、逆に言えばこの閾値未満の海外事業者は国内
代理人義務から除外されます。国内代理人の役割も明確です。大規模人工知能の安全
性確保措置結果の提出、高影響人工知能の確認要請、高影響人工知能の安全性・信頼
性確保措置履行支援を代理します。

EU側にはこのような売上高や利用者数による閾値は一切ありません。第22条は高リ
スクAIシステムの提供者に対し、第54条は汎用AIモデル（GPAIモデル）の提供者に対
し、それぞれEU市場に投入する前にEU域内の認定代理人（Authorised
Representative）を書面による委任状をもって指定するよう要求しています。規模の
大小や売上高にかかわらず、高リスクAIやGPAIをEU市場に送り出す瞬間、例外なく
代理人を設置しなければなりません。唯一の例外は、システム的リスクを伴わないオー
プンソースのGPAIモデルです。代理人はコンプライアンス文書を確認して10年間保管
し、市場監視当局やAIオフィスの要求に協力し、EUデータベースへの登録などの手続
きを処理します。提供者が法律に違反した場合、委任を解除して直ちに当局に通報す
る権限も有しています。

この違いを板橋のスタートアップの視点から見ると次のようになります。この会社が
欧州市場に採用AIを高リスクシステムとして投入しようとする場合、売上高がまだ
100億ウォンにも満たない初期スタートアップであっても、EU代理人を設置しなけれ
ば市場に参入できません。逆に、欧州のあるAI企業が韓国国内に採用AIを販売しに参
入してくる場合、その企業の国内サービス売上高や利用者数が施行令の閾値を超えな
い限り、国内代理人を設置せずに事業を行うことができます。規模を基準に網を投げ
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る韓国と、活動の性質のみで網を投げるEUとの間で、小さな韓国企業ほどEU側の負
担が相対的に重くのしかかると私は捉えています。

制裁金の構造も合わせてご確認ください。EUは禁止された慣行の違反に対し、全世界
の年間売上高の7%または3,500万ユーロのいずれか高い額、その他の高リスク・GPAI
義務違反に対し3%または1,500万ユーロのいずれか高い額を科します。この権限は
2025年2月2日の禁止慣行分から、2026年8月2日のその他の義務分から発動します。
代理人がいなければ、この制裁金リスクに対応する窓口自体が存在しなくなり、その
結果は事実上、EU市場から締め出されることと変わりありません。
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16.5 AI製品・サービス確認制度と調達優遇

本節は規制ではなくインセンティブを取り上げます。2026年7月21日に施行された改
正施行令は、AI製品・サービス確認制度を具体化しました。企業が韓国知能情報社会
振興院（NIA）傘下の協会である韓国ソフトウェア産業協会（KOSA）に確認を申請す
ると、韓国情報通信技術協会（TTA）が人工知能システムの実際の利用レベルを技術
的に審査し、KOSAが審査に合格した製品およびサービスに確認書を発行する仕組み
です。確認書を取得したAI製品・サービスは、2026年8月から公共調達市場において
優遇措置を受けます。

EU AI法にはこのような調達優遇という概念はありません。EUは市場参入自体を適合
性評価とCEマーキングによって施錠する方式を採用し、そのハードルを越えた製品は
別途の優遇なしに市場で競争します。反対に韓国は、最小限の安全要件を満たせば市
場参入自体は相対的に開放しておき、公共調達という確実なインセンティブによって
企業に確認手続きを自主的に踏ませるよう誘導します。ムチで門を閉ざすEUと、アメ
で列に並ばせる韓国という構図が、ここで明瞭になります。

私はこの確認制度を、実務者の方々に次のように勧めています。韓国国内の公共機関
を対象に営業を行うAI企業であれば、この確認書の取得を規制対応ではなく営業戦略
としてアプローチしてください、と。一方、EU市場を狙う製品ラインであるならば、
この確認書はEUのCEマーキングや適合性評価を代替することはできません。韓国国
内の確認書は国内調達市場の中でのみ意味を持つ標識であり、EU市場では別途附属書
IIIの手続きを最初から踏み直す必要があります。この二つを同一視して、EUのバイヤー
に韓国国内の確認書を提示する失敗を、私は実際に目にしたことがあります。

参照資料

二重規制対照表

項目 / 韓国 AI基本法 / EU 人工知能法 (EU AI法) 規制の性格 / 本法（2026-01-22）規制
の骨格、施行令（2026-07-21）振興 / 強行的な事前認証、違反時は即座に制裁金 核心
概念 / 高影響人工知能（第2条第4号、大統領令11領域） / 高リスクAI（第6条、附属
書I・III） 例外フィルター / なし、11領域に該当すれば確定 / 第6条第3項、実質的影響
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がなければ除外可能 適用範囲 / エネルギー、飲料水、医療、原子力、犯罪捜査、採用・
ローン、交通、公共サービス、教育など / 上記項目に加え、移民・難民申請・国境管
理、司法支援・民主的プロセスまで含む ディープフェイク表示 / 第31条、視覚・聴覚
で認識可能な告知・表示 / 第50条、機械判読可能なウォーターマーキング ＋ 別途の
告知 代理人指定基準 / 第36条・施行令第29条、売上1兆ウォン・AI売上100億ウォン・
利用者100万人のいずれか / 第22条・第54条、閾値なく高リスク・GPAIの全員 確認・
調達制度 / AI製品・サービス確認制度（KOSA発行、TTA審査）、2026-08調達優遇 /
該当制度なし、CEマーキングと市場競争のみが存在

チェックリスト：EUと韓国国内での同時リリースを控えるチームへ

一、自社製品が韓国国内の11の高影響領域とEU附属書IIIの項目にそれぞれ該当するか
個別にマッピングしたか。 二、EU第6条第3項のフィルターにより高リスクから除外
される余地があるか検討し、その判断根拠を文書化して残したか。 三、生成コンテン
ツに韓国国内用の視覚・肉眼表示とEU用の機械判読ウォーターマーキングをそれぞれ
埋め込んだか。 四、売上高と利用者数の閾値を計算し、韓国国内代理人の指定義務の
有無を確認したか。 五、EUに進出する場合、売上規模にかかわらずEU代理人の指定
を委任状をもって完了したか。 六、韓国国内の確認書とEUの適合性評価を異なる手
続きとして個別管理しているか。

板橋のその代表は、結局二つのコンプライアンスカレンダーを並べて壁に貼り付けま
した。一つは韓国国内の高影響確認と調達優遇の申請スケジュールであり、もう一つ
はEU代理人の委任と附属書IIIの適合性評価のスケジュールです。同じ製品、同じ会社
なのに、カレンダーは二つです。この会社が次の四半期にどちらのカレンダーを先に
埋めることになるのか、私もまだ見守っているところです。
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第17章 個人情報保護との交差
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板橋（パンギョ）のある医療画像AI企業から連絡がありました。肺がん診断を補助す
るソフトウェアをドイツのいくつかの病院に供給しようとしたところ、現地の代理人
が一つの質問票を送ってきたというのです。学習に使用した胸部X線画像はどこで入
手したのか、患者の同意は得たのか、同意を得られていない場合はどのような根拠で
処理したのか。代表は私に尋ねました。自分たちはAI法への対応だけを準備すればよ
いと思っていたのに、なぜ個人情報の話が繰り返し出てくるのかと。私はこう答えま
した。AI法と個人情報規制は、 square/そもそも切り離すことができる二つの事柄で
はありません。カメラで人を撮影し、診療記録を集め、対話を学習させる瞬間からす
でに個人情報 scan/の問題であり、その上にAI法がもう一層重なるのです。
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17.1 GDPRと個人情報保護法の同時適用

AI法（Regulation (EU) 2024/1689）は2024年8月1日に発効しました。同法第2条第7
項は明確に定めています。個人データ、プライバシー、通信の秘密の保護に関するEU
法律は、AI法が規律する権利および義務に関連して処理される個人データにもそのま
ま適用され、AI法はGDPR（Regulation (EU) 2016/679）や個人データ保護指令（
2016/680）に影響を与えないということです。分かりやすく言えば、AI法はGDPRを
排除するものではありません。むしろGDPRの上に重ねて適用されます。

両法の焦点は異なります。GDPRは個人のデータがどのように収集され、処理され、
移転されるか、その個人の権利が守られているかを見ます。AI法はシステム自体の安
全性や性能、リスク管理を見ます。しかし、双方とも透明性、責任性、データの品質、
人間による監督を扱うため、重複する領域が多く存在します。代表的な例が自動化さ
れた意思決定です。AIシステムが個人に関する決定を自動で下す場合、GDPR第22条
が適用され、そのシステムが高リスクに分類されればAI法の別個の義務も同時に適用
されます。一つの行為に対して二つの法律が同時に規律を求めてくるわけです。

ここで韓国企業が見落としがちなポイントがあります。EUに進出する韓国企業は、実
際には三つの網にかかります。一つ目はGDPRです。第3条の域外適用規定により、
EU内に事務所がなくても、EU域内の者に対して商品やサービスを提供したり、その
者の行動をモニタリングしたりする場合、GDPRがそのまま適用されます。二つ目は
韓国の個人情報保護法です。韓国企業である以上、当然ながら国内法も遵守しなけれ
ばならず、国外移転規定のような条項はEUへ送られるデータにもそのまま適用されま
す。三つ目がAI法です。第2条第1項(c)号に基づき、AIシステムの出力物がEU域内で
使用されるだけでも適用範囲に含まれますが、そのAI法の中に再び個人情報関連の規
定が組み込まれているため、結局のところ個人情報規制を三度通過する構造となりま
す。板橋の企業代表に対して私が申し上げた回答がこれです。個人情報の問題はAI法
と別個のものではなく、AI法の中に既に含まれている問題なのだと。

制裁金の構造も二重です。AI法は段階的に施行されますが、2025年2月2日から第5条
が禁止するAI慣行に違反した場合、最大3,500万ユーロまたは全世界売上高の7％のう
ち、いずれか高い金額が科されます。2026年8月2日からは高リスクAIシステムおよび



224（金炅鎭 弁護士 著）

汎用AIモデルの義務違反に対して最大1,500万ユーロまたは売上高の3％が科され、こ
の時点からAI事務局の制裁金科料権限も実際に発動します。ここにGDPR違反が重な
れば、最大2,000万ユーロまたは売上高の4％が別途課されます。両法にそれぞれ違反
すれば制裁金もそれぞれ支払わなければならないことを意味するため、一度のデータ
処理上のミスが帳簿に二行にわたって記載されかねません。

実務において歓迎すべき点も一つあります。AI法第27条は高リスクAIシステムを配備
する側に基本権影響評価（Fundamental Rights Impact Assessment, FRIA）を 要求/
を義務付けていますが、この評価がGDPR第35条の個人情報影響評価（Data
Protection Impact Assessment, DPIA）を補完することができると明記しています。
既にDPIAを実施している企業であれば、その枠組みにAI法が要求する項目を追加して
一つの評価に統合できることを意味します。書類を二組作成する必要がなくなるとい
うことですので、コンプライアンス担当者にとってはささやかな救いとなります。
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17.2 国外移転と十分性認定

AI法はデータの国外移転に関して新たな規定を設けていません。AIシステムを通じて
個人データがEU域外へ移転される場合、GDPR第5章の国外移転規定がそのまま、全
面的に適用されます。したがって、韓国企業が問うべき質問は一つだけです。現在の
自社のデータフローにおいて、GDPR第5章をクリアするルートが存在するか。

最も容易なルートは十分性認定です。EU欧州委員会が特定の国の個人情報保護水準が
EUと同等であると認定すれば、その国へのデータ移転は標準契約条項や個別の保護措
置なしに認められます。韓国は2021年12月17日にこの十分性認定を受けました。こ
こで正確に把握しておくべき点があります。この十分性認定を捉えて、韓国がEUから
個人情報移転の全面的な許可を受けたと言及する資料をしばしば見かけますが、正確
な表現ではありません。この認定は個人情報保護委員会が監督する領域のみを対象と
しています。金融委員会の監督下にある個人信用情報、すなわち信用情報法に基づい
て処理される金融機関のデータは、この十分性認定から除外されています。銀行やカー
ド会社、フィンテック企業がEU顧客の信用情報を韓国に持ち込むためには、現在も標
準契約条項（Standard Contractual Clauses, SCC）のような別個の保護措置を講じる
必要があります。医療画像AI企業のように金融機関ではない事業者であれば十分性認
定の恩恵をそのまま受けることができますが、フィンテックや信用評価AIを開発する
企業であれば、この例外を必ず確認しなければなりません。

AI法においても、国外移転の痕跡が間接的に見受けられます。第2条第4項は、第三国
の公共機関や国際機関が法的執行や司法協力の枠組みの中でAIシステムを使用する場
合、その機関が個人の基本権保護に関して適切な保護措置（adequate safeguards）
を提供するのであれば、AI法の適用を免除すると定めています。GDPRが使用してい
るものと同じ概念用語をそのまま採用しているのです。両法が国外移転を捉える言語
が同じ根から生じていることを意味しており、実務的にはGDPR第5章の判断基準をそ
のまま適用しても大きく逸脱することはないということを示しています。

韓国からさらに第三国へデータが移転されるケースも見落としがちです。EUから韓国
へのルートは十分性認定のおかげで円滑です。しかし、韓国企業がそのデータを再び
ベトナムの開発組織や米国のクラウドへ移転する場合、その二回目の移転は韓国の十
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分性認定とは無関係です。その国がEUから別途十分性認定を受けているか、あるいは
SCCのような措置が必要かを改めて検討しなければなりません。AI開発ではデータが
複数国のサーバーや要員を経由することが一般的であるため、この二回目の移転区間
を図表化して整理しておくことが安全です。
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17.3 学習データに含まれる個人情報の処理根拠

AI法第10条は、高リスクAIシステムを構築する側にデータガバナンス義務を課してい
ます。学習、検証、テストに使用するデータセットは、目的に適合し、代表性があり、
エラーが少なく、完全でなければならないという要件です。しかし、この要件はその
データに個人情報が含まれている場合にGDPR上の適法な処理根拠を要求しないとい
う意味では決してありません。データの品質要件と処理根拠の要件は、並立する別個
の基準です。データがいかにクリーンで代表性を備えていたとしても、そもそもその
個人の情報を収集する根拠がなかったのであれば、GDPR違反はそのまま残ります。

GDPR第6条第1項は個人情報処理の六つの根拠を列挙していますが、AIモデル開発の
実務においてよく用いられる根拠が(f)号の「正当な利益（legitimate interest）」で
す。欧州データ保護ボード（EDPB）は2024年12月17日に採択した意見書28/2024に
おいて、この根拠をAIモデルの開発および配備段階にどのように適用すべきかを整理
しました。アイルランドデータ保護委員会（DPC）の要請により出されたこの意見書
は、正当な利益がAIモデル開発の法的根拠となり得る点自体は認めつつも、その判断
を3段階に分けてテストすることを求めています。追求する利益が適法かつ明確で実
際に存在するものか（投機的でないか）、その処理がその利益を達成するために真に
必要であるか、そしてその利益がデータ主体の権利や自由を凌駕するほど十分なもの
であるかを比較天秤にかける必要があるということです。EDPBはユーザーを支援す
る対話型エージェントやサイバーセキュリティの改善を例に挙げ、こうしたサービス
は正当な利益に該当し得るものの、その処理が不可欠である点および権利の衡量が実
際に実施された点を企業側が証明しなければならないと明記しています。

韓国の状況は様相が異なります。個人情報保護法は同意を処理根拠の中心に置いてい
ます。ただし、第28条の2は統計作成、科学的研究、公益的な記録保存目的であれば、
データ主体の同意がなくても仮名情報を処理できるよう門戸を開いています。個人情
報保護委員会は2025年8月に「生成型人工知能に関する個人情報処理案内書」を公表
し、この仮名情報規定をAI学習データに どのように適用するかの方針を示し始めまし
た。したがって、欧州は正当な利益という利益衡量の論理によって、韓国は同意と仮
名処理という二つの扉によって、それぞれAI学習データの個人情報処理を正当化しよ
うとしているわけです。両根拠の要件が完全に一致するわけではないため、欧州で正
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当な利益を根拠に収集したデータを韓国の基準にそのまま適用して再利用できるかど
うかは、企業ごとに個別に点検する必要があります。

この領域は現在も変動しています。EDPBの意見書が出されてから半年余り、個人情
報保護委員会の案内書が出されてからはそれ以上に日が浅い状態です。データスクレ
イピングにより収集した大規模な学習データに利益衡量の論理をどのように適用すべ
きか、仮名情報規定がAIのファインチューニング段階にまで及ぶのかといった質問に
対する確定的な答えは未だ存在しません。私は現時点において次のように考えていま
す。大きな方向性としては欧州が利益衡量、韓国が同意と仮名処理に分かれています
が、詳細な基準は今後数回にわたり改定される余地が残されていると。判断を先送り
しようということではなく、現時点で策定した根拠を文書として記録に残し、ガイド
ラインが提示されるたびに再調整を行っていくべきだという意味です。

AI法第59条は、もう一つの例外を認めています。規制サンドボックス内において公共
の安全や公衆衛生といった重大な公益のためにAIシステムを開発する場合、元々別の
目的で収集した個人データを学習に再利用することができます。ただし、条件は極め
て厳格です。匿名化や合成データでは目的を達成できないこと、データは隔離された
環境に置くこと、サンドボックス外へは共有できないこと、参加が終了した際には消
去することなどが求められます。これほど多くの条件が課されていること自体が、こ
の例外を日常的な事業根拠として利用することは困難であるというシグナルです。

参照資料

日付 2021年12月17日、韓国に対するEU GDPR十分性認定の採択（金融委員会監督下
の個人信用情報を除く） 2024年8月1日、AI法発効 2024年12月17日、EDPB意見書
28/2024採択 2025年2月2日、AI法第5条の禁止行為規制施行（最大3,500万ユーロまた
は売上高の7％） 2025年8月、個人情報保護委員会による生成型AI個人情報処理案内
書の公開 2025年8月2日、GPAI提供者の義務施行 2026年8月2日、高リスクAIシステム
の義務の全面施行、AI事務局による制裁金科料権限の発動（最大1,500万ユーロまた
は売上高の3％）

チェック項目 学習データに個人情報が含まれているか、含まれている場合、GDPR第
6条の根拠を文書として記録したか 特別な種類の個人データ（第9条の対象）が混在し
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ていないか EUから韓国へ、韓国から第三国へと続く移転ルートをそれぞれ個別に確
認したか 金融機関のデータである場合、十分性認定ではなくSCCを適用しているか
DPIAとFRIAを一つの評価に統合する余地はあるか EU代理人が個人情報関連文書の保
管や問い合わせ対応の役割まで担っているか
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第七部

実行：コンプライアンス体制の構築
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第18章 90日着手計画
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板橋（パンギョ）のある人事管理ソフトウェア企業で、コンプライアンスチーム長が
代表室に呼び出されました。欧州の顧客企業1社から契約前に人工知能法への対応状
況を尋ねられ、代表はチーム長に問いました。90日以内に、何をどこから準備すれば
よいですか。チーム長の手には100を超える条文のある法令集と附属書が握られてお
り、どこから開き始めればよいのか見当もつきませんでした。

この問いに対する答えは順序です。人工知能法は企業に一度に押し寄せるわけではあ
りません。条文ごとに施行日が異なり、制裁金の重さも異なります。90日という時間
は法のすべての条文を遵守するには短いですが、何から手をつけるべきか順序を立て
るには十分です。本章ではその順序を4つの段階に分けます。インベントリを構築し、
分類し、ギャップを測定し、優先順位をつける順序です。
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18.1 AIインベントリの構築：目に見えないAIまで、部署別に

人工知能法のどこにもインベントリを作成せよという条文はありません。この点は明
確にしておきます。それでもこの作業が90日計画の最初に位置する理由は、第6条の
高リスク分類も第11条の技術文書も第52条の事務局通知も、自社でどのような人工知
能がどこで稼働しているか分からなければそもそも始められないからです。条文が要
求しているのではなく、条文を守るために必ず経なければならない実務上の段階です。
私はこれを事実上の義務と呼んでいます。

インベントリ調査で企業がとりわけ見落としがちなポイントは、目に見えるAI製品で
はなく、見えないAIです。企業が販売すると広告している人工知能サービスは誰もが
知っています。問題はその隣にあるものです。採用チームが履歴書をスクリーニング
するのに使う商用ソフトウェアの自動推薦機能、カスタマーセンターのチャットボッ
トに組み込まれた応答推薦エンジン、マーケティングチームが使う広告最適化ツール
のターゲティングアルゴリズム、財務チームの異常取引検知機能。これらは企業が直
接開発したものでもなく人工知能と呼ばれてもいませんが、人工知能法の定義には概
ね該当します。調査は開発チーム1箇所で終わるものではありません。人事、マーケ
ティング、カスタマーサポート、財務、法務まで部署ごとに洗い出す必要があります。

実際に尋ねてみると反応は分かれます。マーケティングチームに人工知能を使ってい
るかと聞くと「使っていません」という答えがまず返ってきます。しかし、どのよう
な広告プラットフォームを使っているかと聞き直すと、話が変わってきます。広告の
露出順序を自動で決定する機能や、顧客を類似した傾向ごとにグループ化する機能が、
すでにそのプラットフォーム内に組み込まれているケースが多いのです。マーケティ
ングチームはそれを人工知能とは呼ばず、単に広告ツールと呼びます。質問を「人工
知能を使っていますか」ではなく「自動で順位をつけたり推薦したりスクリーニング
したりする機能はありますか」に変えて初めて、適切な回答が得られます。法務チー
ムにも別途確認すべきことがあります。契約書に相手方が提供するサービスに人工知
能機能が含まれるという条項が組み込まれていることがしばしばありますが、この条
項は法務チームの引き出しの中にしかなく、実際にそのサービスを使う現場の部署は
人工知能が入っていることを知らない場合もあります。
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調査方法は大がかりである必要はありません。各部署の長に対し、業務で使用してい
るツールのうち自動で判断・推薦・スクリーニングする機能があるものをすべて記載
してくださいと依頼することから始めます。社内で開発したシステムだけでなく外部
から導入したSaaSツール、その中に人工知能機能が付随して導入されたケースも含め
る必要があります。導入時には気づかなかったものの、後から見れば人工知能ベース
であったという事例は実務において珍しくありません。

各項目ごとに記録しておくべき情報は5つです。何のために使うのか、どのようなデー
タを処理するのか、社内開発か外部導入か、欧州市場や欧州由来のデータとの接点が
あるか、そして学習に投じられた演算規模を把握しているかです。最後の項目は自社
モデルを訓練させる企業にのみ該当しますが、これを記録しておかなければ、後から
汎用AIモデルに該当するかどうかを判断する際に最初から調査し直すことになります。

このインベントリが実務で果たす役割は2つあります。1つは次節である分類と役割の
確定の材料となることです。もう1つは高リスクシステムに関する第49条のEUデータ
ベース登録のように、法が求める外部登録の基礎となることです。登録は企業の外部
に提出するインベントリであり、現在作成しているものはその内部バージョンである
と捉えてください。
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18.2 システム別の分類と役割の確定

インベントリに全項目が洗出しされたら、それぞれを第2章で立てた4つの階層に照ら
し合わせます。禁止される慣行か、高リスクか、透明性の対象か、最小リスクか。採
用候補者の順位付けツールは附属書IIIの雇用領域に該当する可能性が高く、広告ター
ゲティングツールは通常、最小リスクに留まります。ディープフェイクを作成したり
人間と対話するふりをするチャットボットは透明性の対象、第50条の役割です。

汎用AIモデルを自社で訓練している企業であれば、別途もう1つの確認事項が加わり
ます。そのモデルが大量のデータによる自己監督学習を経て幅広いタスクを実行する
汎用AIモデル（GPAI）に該当するか、そして累積学習演算量が10の25乗浮動小数点演
算を超え、システム的リスクを伴うモデルに分類される可能性があるかです。この基
準の測定方法論はまだ完全に整理されていません。不確実な部分ですので、自社モデ
ルを運用する企業であれば、この数値を超えたかどうか曖昧な場合、保守的にシステ
ム的リスク側に近いとみなして対応する方が安全です。

階層を割り当てたら、第1章で確認した役割表を各項目に当てはめます。このシステ
ムにおいて当社は提供者なのか、配備者なのか、あるいはその両方なのか。外部から
購入した採用ツールを自社の業務に利用するだけであれば配備者です。自社開発した
モデルを欧州市場の下流事業者に提供するのであれば、そのモデルの提供者となりま
す。ここで実務者がしばしば混乱するポイントが1つあります。汎用モデルを取得し
てファインチューニングを行ったり構造を変更したりした場合、その変更の程度によっ
ては、元々は配備者であった企業が変更後のモデルの新たな提供者になり得ます。数
行のファインチューニングで済ませたつもりの作業が、法的にも新たな提供者の地位
を生み出すことになるのです。私はこの点を見落としている企業を数多く見てきまし
た。モデルに手を加えたのであれば、その修正が提供者の地位を移転させるものかど
うかから検討しなければなりません。

役割の判断が曖昧になりがちな実際の場面を1つ見てみましょう。汝矣島（ヨイド）
のあるフィンテック企業が、海外で公開されているオープンソースの言語モデルを利
用して信用評価の文面を整えるのに使っています。元のモデルをそのまま使用してい
れば、この企業は配備者であり、モデルをリリースした海外企業が提供者です。しか
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し、この企業が国内の融資審査データを用いてそのモデルを再学習させ、審査等級の
格付けまで行うように変更したとすれば、話は変わります。変更の幅が大きければ、
このフィンテック企業自体がその変更されたモデルの提供者となり、信用評価という
附属書III領域に該当する高リスクシステムの提供者としての義務まで負うことになり
ます。オープンソースを利用したという事実だけで義務から解放されるわけではなく、
何にどれだけ手を加えたかがその地位を分けるのです。

本節の成果物は1つの表です。インベントリに掲載されたシステムやモデルごとに、1
つの階層と1つの役割が紐付けられた表。この表が次節のギャップ分析の入力値とな
ります。

1点付け加えます。欧州委員会は第6条の高リスク分類基準に関するガイドラインを当
初2026年2月までに発行すると予想されていましたが、実際の草案はそれより遅い
2026年5月19日になってようやく提示され、パブリックコメントの募集は6月23日に
終了しました。予定より3か月近く遅れたことになります。分類基準の詳細な解釈が
まだ確定版として固まっていないことを意味するため、境界線上にある曖昧なシステ
ムについては、このガイドラインの最終版が出されるまで保守的に判断しておくこと
をお勧めします。
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18.3 ギャップ分析

インベントリと分類表が整ったら、その表を条文と並べて何が不足しているかを測定
します。これをギャップ分析と呼びます。この用語もまた、法律の条文に明記されて
いるわけではありません。第56条が汎用モデルの提供者向けに行動規範（Code of
Practice）を規定しつつ、この規範に従わない提供者は他の方法で遵守を立証しなけ
ればならないと定めていますが、その「他の方法」の実体こそが、自社の現在の措置
と規範が求める措置とを比較照合する作業です。行動規範に従う側の方が、この立証
負担において遥かに軽量です。

高リスクに分類されたシステムであれば、照合すべき条文のリストは多岐にわたりま
す。第9条のリスク管理体制を備えているか。第10条のデータガバナンス、すなわち
学習データの品質およびバイアスチェックを行っているか。第11条の技術文書をシス
テムの構造や開発プロセスまで含めて作成したか。第12条の自動記録機能、第14条の
人間による介入・監督が可能な設計、第15条の正確性、堅牢性、サイバーセキュリティ
の確保まで、1つずつ照らし合わせます。不足しているものがあれば、それがギャッ
プとなります。

汎用モデルの提供者であれば、技術文書、モデルを利用する下流事業者に引き渡す情
報、著作権法遵守方針、学習に使用したコンテンツの公開要約の4つを備えているか
を確認します。システム的リスクを伴うモデルに分類された場合は、モデル評価、イ
ンシデント報告、サイバーセキュリティがさらに上乗せされます。

ギャップ分析の産出物は、ギャップのリストとそのギャップを埋めるロードマップで
す。技術的改善が必要な項目、手順を新規作成すべき項目、文書の整理のみで済む項
目、人員を新しく採用または教育すべき項目に分けて記述します。行動規範に明記さ
れた措置を実際に履行した記録は、第101条に基づく制裁金の算定において減軽事由
として考慮される可能性があります。ギャップを発見したまま放置することと、ギャッ
プを発見して埋めていくプロセスを記録しておくことの間には、将来制裁金に直面し
た際に大きな差が生じます。

先ほどの採用順位付けツールに戻ってみましょう。インベントリで抽出し、附属書III
の雇用領域に分類され、当社は配備者と確定しました。次にこのツールを第9条から
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第15条まで照合します。リスク管理体制はありません。履歴書データのバイアスをチェ
ックした記録もありません。技術文書はツールを販売したベンダーが保有しているだ
けで、自社の手元にはありません。人間が最終決定を覆すことができる手順は存在す
るものの、文書化されていません。この4行がそのままギャップリストの最初の4行と
なります。配備者の義務は提供者の義務より軽微ですが、ゼロではないため、ベンダー
に技術文書の写しを請求し、バイアスチェックの結果を受領する作業から始めなけれ
ばなりません。
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18.4 優先順位の設定：日付と制裁金の重さで

ここまで収集したインベントリ、分類、ギャップリストを優先順に並べる基準が必要
です。私は2つの軸を用います。いつから施行されるか、違反した際にいくら科され
るか、です。この2軸を交差させれば、順序は自ずと定まります。

この順序を立てる前に確認しておくべき点があります。調査を開始したNotebookLM
の資料では、高リスク人工知能システムの義務が2026年8月2日から全面適用されると
前提されていました。この法律が本来定めていたスケジュールとしては正しい内容で
す。しかし、検索で確認した最新の状況は異なります。欧州議会が6月16日、理事会
が6月29日に通過させ、7月8日に署名されたデジタル・オムニバスが、附属書IIIの独
立型高リスクシステムの義務施行日を2026年8月2日から2027年12月2日へと16か月延
期しました。製品に組み込まれた附属書Iの高リスクシステムの義務は、2027年8月2
日から2028年8月2日へと1年繰り延べられました。この改正はEU官報掲載の3日後に
発効しますが、本書執筆時点ではまだ掲載待ちの段階です。遅くとも7月中には掲載
されると見込まれますが、万が一掲載が遅れれば、元のスケジュールである8月2日の
全面適用がそのまま復活します。不確定な部分ですので、8月初旬に官報を改めて確
認されることをお勧めします。

この遅延は優先順位を大きく変えます。順序は以下の通りです。

第1優先は第5条の「禁止される慣行」です。2025年2月2日からすでに施行されてお
り、制裁金も3,500万ユーロまたは全世界売上高の7%と、本法の中で最も高額です。
さらにデジタル・オムニバスにより、同意のない性的画像ディープフェイクの生成と
いった項目が禁止リストに新設されました。すでに発効している条項ですので、今す
ぐ、90日計画の第1週目に自社の人工知能の中にこの基準に接触するものがないか確
認する必要があります。

第2優先は第50条の「透明性義務」です。チャットボットであることを明示する告知、
ディープフェイクや合成コンテンツの表示です。この義務はオムニバスの影響を受け
ず、当初のスケジュール通り2026年8月2日から施行されます。そして同日、AIオフィ
スの一般制裁金科す権限も同時に発動します。義務と執行権限が同日に施行されるわ
けです。本書の執筆時から施行日までの残された時間は多くありませんので、90日計
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画における実際の作業量は本項目に最も多く割り当てるべきです。

第3優先は「汎用AIモデルの義務」です。2025年8月 2日からすでに施行されているた
め、まだ手をつけていない場合はすでに遅れている状態です。90日以内に点検を完了
させなければならない理由がここにあります。

第4優先は「高リスク（附属書III）の義務」です。本来であればこの順位が第2優先よ
り上位に位置していたはずですが、オムニバスにより2027年12月まで繰り延べられた
おかげで時間を稼ぐことができました。ただし、時間を稼げたということであり、免
除されたという意味ではありません。ギャップ分析から導き出したロードマップは着
実に推進しつつ、ペースを調整する余地が生じたと捉えてください。

第5優先は「附属書Iの製品組込型高リスク義務」であり、2028年8月まで最も時間に
余裕があります。

これら5つの優先順位を定める際、私は日付のみを重視するわけではありません。施
行日が切迫していても制裁金が軽微な項目と、施行日が先であっても制裁金が重い項
目が衝突した場合は、制裁金の重さを優先します。附属書IIIの義務が2027年12月に延
期されたからといって第5優先以下に落とさなかった理由がここにあります。時間を
稼いだだけであり、制裁金は依然として1,500万ユーロまたは3%の区分にあり、この
区分は透明性義務と同等の重さです。ロードマップ上では第4優先の領域を維持しつ
つ、90日以内に投入する実際の作業時間は第2優先と第3優先に集中させるのが、私の
推奨するリソース配分です。

この順序に「EU域内代理人の指定」を重ね合わせます。高リスクシステムや汎用モデ
ルを第三国の提供者として欧州市場に展開する場合、第22条および第54条に従って代
理人を選任しなければなりません。インベントリとロードマップが整い次第、この代
理人に実態情報を引き渡しておかなければ、当局から照会があった際に代理人が手ぶ
らで対応することになってしまいます。

90日を3か月間に区切ると以下のようになります。

1か月目（1日〜30日）：部署別インベントリ調査を開発、人事、マーケティング、カ
スタマーサポート、財務、法務の全部門で同時に開始します。同週内に第5条の禁止
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慣行への該当性から確認します。すでに施行中の条項であるため、最も緊急度が高い
項目です。

2か月目（31日〜60日）：インベントリに挙がった項目を4つの階層と役割表に対応さ
せ、分類を確定します。第50条の透明性義務の履行、チャットボット告知文およびディ
ープフェイク・ラベリング技術の適用を今月に実際に進めます。高リスクや汎用モデ
ルに分類された項目はギャップ分析に移行します。

3か月目（61日〜90日）：ギャップ分析を締めくくり、ギャップリストを確定します。
日付と制裁金の重さによって策定した優先順位ロードマップを経営陣に報告し、予算
とリソースの承認を得ます。EU域内代理人を指定済みの場合は、インベントリとロー
ドマップを引き渡します。2026年8月初旬には、デジタル・オムニバスが官報に実際
に掲載されたか、スケジュールが当初通りか変更後かについて改めて確認します。

参照用資料を整理しておきます。

施行日：禁止慣行 2025年2月2日。汎用モデル義務 2025年8月2日、2025年8月2日よ
り前に市場投入されたモデルは2027年8月2日まで猶予。透明性義務（第50条）およ
びAIオフィスの制裁金科す権限 2026年8月2日。高リスク附属書III義務は当初2026年8
月2日だったが、デジタル・オムニバスにより2027年12月2日に変更（官報掲載要確
認）。高リスク附属書I（製品組込型）義務は当初2027年8月2日だったが2028年8月2
日に変更。

制裁金：禁止慣行違反 3,500万ユーロまたは全世界売上高の7%。その他の大半の義務
（高リスク、透明性、汎用モデル一般）違反 1,500万ユーロまたは3%。不正確な情報
提供 750万ユーロまたは1%。全世界売上基準、いずれか高い方の金額。

部署別インベントリ・チェック：開発チームの自社モデルおよびAPI連携、人事チー
ムの採用・評価ツール、マーケティングチームのターゲティング・推薦エンジン、カ
スタマーサポートチームのチャットボットおよび応答推薦、財務チームの異常取引検
知、法務チームが把握している契約上のAI条項。

板橋のそのチーム長は、90日後に代表のもとへインベントリ表を1枚持参しました。
システム42個、そのうち高リスク候補3個、透明性対象5個、残りは最小リスク。表の
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横には優先順位の5行が整然と書かれていました。代表が尋ねたのは完全な遵守では
なく「どこから始めればよいか」であり、この表こそがその答えでした。法をすべて
守るには90日では足りません。何から守るべきかを知るには十分です。
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第19章 ドキュメンテーション体系
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板橋（パンギョ）のあるスタートアップが、高リスクAIシステムを欧州で展開するこ
とにしました。リスク管理も行い、データガバナンスも整え、テストも実施しました。
ところが、監査担当の弁護士が会議室で尋ねました。「それを証明する文書はどこに
ありますか」。担当者たちは互いの顔を見合わせました。実施した作業はあるものの、
残された記録は何もなかったのです。

AI法（人工知能法）の前でこの企業が置かれた立場こそが、本章のテーマです。監督
当局は企業の頭の中まで覗き込むことはできません。当局の手に入るものは文書だけ
です。リスクをいくら細心に管理していたとしても、そのプロセスを記録に残してい
なければ、当局の前では管理していないのと同じ立場に立たされます。ドキュメンテー
ション（文書化）は付随的な事務作業ではなく、法的存在を証明する唯一の手段なの
です。
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19.1 何を、どのような形式で、いつまで保管すべきか

何を記録に残すべきかは、自らが corporate としてどのような役割を担っているかに
よって異なります。高リスクAIシステムの提供者であれば、第11条の技術文書および
第17条の品質マネジメントシステム（Quality Management System）の記録が求め
られます。第17条は、AI開発ガバナンス、品質管理、試験および検証、リスク管理、
データガバナンス、技術文書の仕様、市販後モニタリング、重大なインシデントの報
告に至るまでを網羅する、文書化された体系を要求しています。汎用AI（
General-Purpose AI, GPAI）モデルの提供者であれば、第53条の技術文書および学習
コンテンツ公開要約が対象となります。配備者（デプロイヤー）であれば、第26条の
監督記録と自動生成ログを確保しなければなりません。

形式に関しては、定められた様式がある場合とない場合に分かれます。学習コンテン
ツ公開要約については、AIオフィス（AI Office）が2025年7月24日に標準様式を公表
しているため、その様式をそのまま使用すれば問題ありません。技術文書のように附
属書XIや附属書IVが項目を規定しているものについては、その項目を一つずつ埋めて
いきます。様式が存在するものは、その様式に従う方が安全です。独自に作成した様
式では、後から何が不足しているのか自ら把握することが困難になります。

保管期間が条文ごとに異なるという点は、実務で最も見落とされやすい部分です。第
12条に基づく高リスクAIシステムの自動生成ログは最低6か月間であり、個人情報関
連法がより長い期間を要求する場合はその期間に従います。第18条に基づき、提供者
は技術文書、品質マネジメントシステムの記録、認証機関の 決定、およびEU適合宣
言書の写しを、システムが市場に上市されるかサービスに投入されてから10年間保管
しなければなりません。第三国に本社を置く提供者を代理する域内認定代理人（
Authorised Representative）もまた、この技術文書を同様に10年間、当局に提出で
きる状態で保持しておく必要があります。6か月と10年というこの違いを文書の種類
ごとに表として整理しておかなければ、担当者が代わるたびに基準が揺らぐことにな
ります。
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19.2 監査対応：文書と実際の動作の一致を

第19章 ドキュメンテーション体系

板橋（パンギョ）のあるスタートアップが、高リスクAIシステムを欧州で展開するこ
とにしました。リスク管理も行い、データガバナンスも整え、テストも実施しました。
ところが、監査担当の弁護士が会議室で尋ねました。「それを証明する文書はどこに
ありますか」。担当者たちは互いの顔を見合わせました。実施した作業はあるものの、
残された記録は何もなかったのです。

AI法（人工知能法）の前でこの企業が置かれた立場こそが、本章のテーマです。監督
当局は企業の頭の中まで覗き込むことはできません。当局の手に入るものは文書だけ
です。リスクをいくら細心に管理していたとしても、そのプロセスを記録に残してい
なければ、当局の前では管理していないのと同じ立場に立たされます。ドキュメンテー
ション（文書化）は付随的な事務作業ではなく、法的存在を証明する唯一の手段なの
です。
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19.1 何を、どのような形式で、いつまで保管すべきか

何を記録に残すべきかは、自らがどのような役割を担っているかによって異なります。
高リスクAIシステムの提供者であれば、第11条の技術文書および第17条の品質マネジ
メントシステム（Quality Management System）の記録が求められます。第17条は、
AI開発ガバナンス、品質管理、試験および検証、リスク管理、データガバナンス、技
術文書の仕様、市販後モニタリング、重大なインシデントの報告に至るまでを網羅す
る、文書化された体系を要求しています。汎用AI（General-Purpose AI, GPAI）モデ
ルの提供者であれば、第53条の技術文書および学習コンテンツ公開要約が対象となり
ます。配備者（デプロイヤー）であれば、第26条の監督記録と自動生成ログを確保し
なければなりません。

形式に関しては、定められた様式がある場合とない場合に分かれます。学習コンテン
ツ公開要約については、AIオフィス（AI Office）が2025年7月24日に標準様式を公表
しているため、その様式をそのまま使用すれば問題ありません。技術文書のように附
属書XIや附属書IVが項目を規定しているものについては、その項目を一つずつ埋めて
いきます。様式が存在するものは、その様式に従う方が安全です。独自に作成した様
式では、後から何が不足しているのか自ら把握することが困難になります。

保管期間が条文ごとに異なるという点は、実務で最も見落とされやすい部分です。第
12条に基づく高リスクAIシステムの自動生成ログは最低6か月間であり、個人情報関
連法がより長い期間を要求する場合はその期間に従います。第18条に基づき、提供者
は技術文書、品質マネジメントシステムの記録、認証機関の決定、およびEU適合宣言
書の写しを、システムが市場に上市されるかサービスに投入されてから10年間保管し
なければなりません。第三国に本社を置く提供者を代理する域内認定代理人（
Authorised Representative）もまた、この技術文書を同様に10年間、当局に提出で
きる状態で保持しておく必要があります。6か月と10年というこの違いを文書の種類
ごとに表として整理しておかなければ、担当者が代わるたびに基準が揺らぐことにな
ります。
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19.2 監査対応：文書と実際の動作の一致をどのように証明するか

文書を整備することと、監査に合格することは別物です。監査において真に試される
のは、文書に記載された内容とシステムが実際に稼働する方式がどれほど一致してい
るかという点です。

よくある乖離は次のようなものです。技術文書にはシステムがこのような手順で判断
を下すと記載されているのに対し、実際のシステムは数回の更新を経て異なる方式で
動作しているケースです。文書は最初に作成された状態のまま引き出しに眠っており、
システムだけが先へと進んでしまったのです。当局が文書とログ、文書と実際の出力
を照合すれば、この乖離はすぐに発覚します。そして、実態と乖離した文書は、まっ
たく存在しないことよりも悪質とみなされかねません。企業が事実と異なるものを当
局に提出したという印象を与えるためです。第17条が要求する品質マネジメントシス
テムの記録は、まさにこの点で真価を発揮します。設計、開発、配備、運用、変更の
全過程で実際に適用された手順と結果を示すことで、文書と実際の動作が一致してい
ることを証明する資料となるのです。

そのため、私はドキュメンテーションを単発の作業ではなく、維持管理のプロセスと
して扱うことをお勧めします。システムを修正する開発手順の中に、文書を更新する
ステップを組み込んでしまうのです。配備承認のチェックリストに関連技術文書の更
新有無を確認する項目を一つ追加するだけでも、文書と実態との距離が開くのを防ぐ
ことができます。多少の手間は増えますが、監査の場で文書とシステムが一致してい
る企業とそうでない企業は、まったく異なる扱いを受けることになります。
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19.3 EU当局の情報要求に応じる手続き

AI法は、当局に対して広範な情報要求権限を付与しています。高リスクAIシステムの
提供者は、国家主管当局（competent authority）の合理的な要求に応じ、第2節の要
件遵守を立証するすべての情報および文書を提出しなければなりません（第21条第1
項）。これらの文書は、当局が指定したEU公用語のうち、当局が容易に理解できる言
語で提出する必要があります。ログが提供者の管理下にある場合、そのアクセス権も
提供しなければなりません（第21条第2項）。市場監視当局はさらに一歩進めて、学
習・検証・テストデータセット自体へのアクセスをAPIやその他の遠隔技術手段によっ
て要求することができます（第74条第12項）。基本権保護を監督する国家機関も、附
属書IIIの高リスクAIシステムに関して、アクセス可能な言語および形式で文書を要求
する権限を有しています（第77条第1項）。

汎用AIモデル側は窓口が異なります。AIオフィスは、義務履行に必要なすべての情報
を、第53条第1項(a)号に基づく技術文書を含めて要求することができ（第91条）、こ
の文書は附属書XIが定める項目を備えていなければなりません。AIオフィスが定めた
期間内に最新の形態で提出する必要があり、必要に応じてモデル自体へのアクセスま
で要求されることがあります（第92条）。10の25乗FLOPsを超えるシステム的リスク
を有するモデルの提供者は、その事実を遅滞なく、遅くとも2週間以内にAIオフィス
へ自ら通知しなければなりません（第52条第1項）。重大なインシデントやサイバー
セキュリティ侵害についても、同様にAIオフィスおよび関連当局に報告する義務があ
ります（第55条第1項(c)号）。これらすべての手続きにおいて、営業秘密、知的財産
権、および機密情報は保護されます（第78条）。要求に応じて提出する文書に機微な
内容が含まれている場合は、機密取り扱いを明確に要求し、文書に機密表示をしてお
く必要があります。

この対応窓口を社内で事前に定めておかなければ、いざ要求が届いた際に、法務、開
発、事業部門が互いに押し付け合い、期限を逃してしまうことになります。要求がど
のような経路で届くのか、誰が受領してどの部門へ回送するのか、文書を誰が取りま
とめてどのような言語および形式で提出するのかを、平常時から策定しておかなけれ
ばなりません。第三国の提供者であれば、域内認定代理人が当局との一次窓口となる
ため、代理人に必要な文書をあらかじめ引き渡し、対応手順まで周知しておく必要が
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あります。代理人の手元に文書がなければ、要求に応じる術がありません。AIオフィ
スは自ら「協力的かつ段階的、比例的なアプローチをとる」と表明しており、遵守に
困難がある場合はまず連絡して支援を求めるよう勧めています。ただし、その協力的
な姿勢は誠実に対応する企業にのみ適用されるものと私は解釈しています。情報要求
に対して不十分または不誠実に回答すること自体が、独立した違反行為として扱われ
ます。

日付についても漏れなく把握しておく必要があります。AI法は2024年8月1日に発効し、
汎用AIモデル提供者の義務は2025年8月2日から適用され、AIオフィスはこの時点から
関連決定を下すことが可能になります。附属書IIIのスタンドアロン型高リスクAIシス
テムに関する義務は2026年8月2日から全面適用され、AIオフィスの制裁金科料権限も
同日に全面発動されます。制裁金は違反のタイプによって分かれます。一般義務違反
は直前会計年度の全世界売上高の3パーセントまたは1,500万ユーロのうちいずれか高
い金額であり、禁止された慣行への違反は7パーセントまたは3,500万ユーロのうちい
ずれか高い金額となります。この制裁金算定基準には、情報要求に応じなかったり、
虚偽の情報を提出したりした場合も含まれます。

一つ、未だ不確定な点が残されています。「合理的な要求」、「容易に理解できる言
語」、「必要なすべての情報」といった表現が、具体的にどこまでを指すのかは、事
案ごとに解釈が分かれる余地があります。欧州委員会は第96条に基づきガイドライン
を発行する義務があり、2025年11月19日には汎用AIモデル提供者の義務範囲に関する
ガイドライン（C(2025) 7719 final）が公表されました。しかし、このガイドラインも
個別事案の特性を考慮すべきであるという但し書きを付けています。結局のところ、
自らの状況に合わせて解釈し、その解釈の根拠を記録として残しておくほかないので
す。

参考資料

文書の種類と保管期間。高リスクAIシステムの自動生成ログは最低6か月（第12条）。
技術文書、品質マネジメントシステム記録、認証機関の決定、EU適合宣言書は市場上
市後10年（第18条）。第三国提供者の域内認定代理人が保管する技術文書も10年。
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情報要求の法的根拠。高リスクAIシステムは第21条（情報・文書）、第74条第12項（
データセットへのアクセス）、第77条第1項（基本権当局によるアクセス）。汎用AI
モデルは第91条（情報要求）、第92条（モデル評価へのアクセス）、第53条第1項(a)
号（技術文書）、第52条第1項（システム的リスクの通知、2週間以内）、第55条第1
項(c)号（重大なインシデントの報告）。機密保護は第78条。

主要日程。発効2024年8月1日。汎用AIモデルの義務適用2025年8月2日。高リスクAI
システムの全面適用および制裁金権限の発動2026年8月2日。制裁金は3パーセントま
たは1,500万ユーロ、禁止慣行違反は7パーセントまたは3,500万ユーロのうちいずれ
か高い金額。

社内準備事項。文書の種類ごとの保管期間表を作成しておく。システム更新手順に文
書更新ステップを組み込む。情報要求が届く窓口と担当部門をあらかじめ定めておく。
域内認定代理人に文書を事前引き渡ししておく。機密情報は提出前に表示をしておく。

監査は予告なくやってくるわけではありません。要求書が1枚届いた瞬間から、時計
の針は回り始めます。その瞬間引き出しをひっくり返す企業と、すでに整理されたフォ
ルダを開く企業の違いが、結果を分かつことになるのです。
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第20章 契約とサプライチェーン
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板橋（パンギョ）のあるスタートアップが相談用チャットボットを開発すると仮定し
てみましょう。自社モデルを学習させる資金はないため、欧州系ビッグテックの汎用
AIモデル（GPAIモデル）をAPI経由で導入し、独自のロジックを組み合わせて一つの
AIシステムとしてリリースします。契約書は通常、そのビッグテックがあらかじめ用
意した標準利用規約、クリック一つで同意する条項の集まりです。この標準規約だけ
で欧州連合人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689、以下「AI法」）の遵守義務を果
たしたことになるでしょうか。私はそうではないと考えます。AI法は上位モデル提供
者と下位システム提供者との間で何を、いつ、どのような形式で取り交わすべきかを
条文で明確に定めており、その条文は標準規約より優先されます。契約書をその条文
に合わせて書き直さなければならないのは企業側なのです。

第19章では、当局から情報提供を求められた際に企業がどのように対応すべきかを扱
いました。第20章では、その前段階であるサプライチェーン内において、企業間でど
のような条項を契約書に盛り込むべきかを考察します。契約は規制遵守のためのツー
ルであり、規制そのものに代わるものではありません。
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20.1 AIサプライヤー契約に盛り込むべき条項

AI法第25条第4項は、高リスクAIシステム提供者と、そのシステムに統合されるAIシ
ステム・ツール・サービス・構成要素・プロセスを供給する第三者が書面による契約
を締結しなければならないと規定しています。契約には、下位提供者がAI法の義務を
適切かつ完全に履行できるよう、必要な情報、能力、技術的アクセス、その他の支援
を最新の技術水準（state of the art）に合わせて明記しなければなりません。形式は
書面です。電子メール1通では不十分です。ただし、無料のオープンソースライセン
スで公開されているツール・サービス・構成要素にはこの義務は適用されません。汎
用AIモデル自体はオープンソースであってもこの例外から除外されるという点を、釜
山のある医療機器会社の法務チームが見落としたことがありました。

契約書に盛り込むべき項目を3つに分けて説明します。

情報提供条項。上位サプライヤーが供給する構成要素について、何を引き渡すのかを
具体的に記載します。高リスクAIシステム提供者は、リスク管理システム（第9条）、
データガバナンス（第10条）、技術文書（第11条）、自動記録（第12条）、人間の監
視（第14条）、正確性・堅牢性・サイバーセキュリティ（第15条）の義務を負います
が、これを証明するためには上位構成要素のデータ出所、限界、ログ記録方式を把握
する必要があります。これら6つの条文を一つずつ確認し、どの文書をいつまでに引
き渡すかを明確に定めなければなりません。曖昧に「必要な支援を提供する」とだけ
記載すると、紛争時に上位サプライヤーが最小限の対応にとどめたと主張する余地が
生じます。

協力条項。監査、事故調査、当局からの情報要請があった際に、上位サプライヤーが
どれだけ迅速に対応するかを定めます。19.3で確認したように、当局からの情報要請
には指定された期間内に回答しなければなりませんが、その情報の相当部分が上位サ
プライヤーの手元にある場合、下位提供者単独では期限を守れません。協力期限を営
業日数単位で明記し、違反時の措置まで規定しておくことが望ましいでしょう。契約
書においてとりわけ見落とされがちな条項です。

変更通知条項。上位モデルがアップデートされたり安全措置が変更されたりした場合、
下位提供者に事前通知しなければならないとする条項です。AI法はGPAIモデル提供者
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に対し、モデルのライフサイクル全体を通じて技術文書を更新する義務を課していま
すが（第53条第1項）、更新の事実が自動的に下位顧客へ伝達されなければ、この義
務は書類上のみで存在する形骸化したものとなってしまいます。モデルの変更によっ
て、下位システムの防災・リスク管理計画を全面的に書き直さざるを得なかった事例
を目にしたことがあります。変更通知の期限と通知内容の具体性を契約書にあらかじ
め定めておけば、対応のための時間を確保できます。

2025年3月に欧州連合の公共調達コミュニティが公開したAI標準契約条項（MCC-AI）
は公共発注向けですが、情報提供・協力条項の骨組みとして参考になります。ただし、
知的財産権、個人情報保護、損害賠償については対象外と明記されているため、その
ままコピー＆ペーストして済ませられるものではありません。
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20.2 上位モデル提供者から受け取るべき情報

逆に、韓国企業が下位システム提供者の立場にある場合、上位モデル提供者から何を
受け取って初めて契約が完成するのでしょうか。

最も中核となるのは、第53条第1項(b)号および附属書XIIです。GPAIモデル提供者は、
下位提供者がモデルを自社システムに統合できるよう、情報および文書を作成して最
新の状態で提供しなければなりません。附属書XIIが要求する内容は、モデルの概要説
明、意図されたタスク、他のシステムとの統合方式、リリース日および配布方式、ハー
ドウェア・ソフトウェアとの相互作用です。この情報がなければ、下位提供者は附属
書IVの技術文書を埋めることができず、埋められなければ適合性評価そのものが滞っ
てしまいます。

これらに加え、さらに3つの事項を確保する必要があります。第一に、著作権法遵守
方針。第53条第1項(c)号に基づき、指令2019/790のテキスト・データマイニング例外
を遵守する方針と権利留保の識別です。第二に、学習コンテンツの公開要約。第53条
第1項(d)号が求めるこの要約は、2025年7月24日に欧州委員会が公開したガイダンス
および標準様式に従って作成・公開されます。第三に、統合に必要な支援。第25条第
4項が求める情報・能力・技術的アクセスです。20.1で下位提供者が要求すべき項目
として扱ったその条文が、ここでは受け取るべき項目として反転して現れます。

モデルがシステム的リスク（systemic risk）を 伴う場合、要求される情報はさらにも
う一段階増えます。第51条は10の25乗の浮動小数点演算（10^25 FLOPs）を超える計
算資源で学習されたモデルをシステム的リスクモデルに分類し、第55条はその提供者
に対し、モデル評価、重大なインシデント・サイバーセキュリティ侵害の報告、およ
び閾値到達後2週間以内のAIオフィスへの通知を義務付けています。下位提供者は、
この評価結果とインシデント履歴を契約に基づき入手しておかなければ、自社のリス
ク管理計画に反映させることができません。上位モデルが密かにシステム的リスクモ
デルに分類されたにもかかわらず、下位提供者だけがそれを知らないという状況、こ
れこそが最も危険な盲点であると私は考えます。

オープンソースモデルには例外が存在します。無償・オープンソースライセンスのモ
デルは、一定の条件のもとで技術文書および下位提供者向け情報の提供義務から免除
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され得ますが、そのためにはモデルパラメータ（重みを含む）、アーキテクチャ情報、
使用情報を公開しなければなりません。公開方式が個別契約から公開チャネルへ変更
されるだけです。

2025年8月2日からGPAIモデル提供者の義務が適用開始されており、それ以前にリリー
スされたモデルには2027年8月2日までの猶予期間が設けられています。新しく契約を
締結する企業であれば、相手方のモデルが猶予期間内にあるかどうかの確認から始め
るべきです。
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20.3 下位顧客に提供すべき情報

今度は、韓国企業がGPAIモデルを開発・販売する上位提供者である場合を考えてみま
しょう。20.2の項目が、今度は提供する側の義務として反転します。附属書XIIの情報、
著作権方針、学習コンテンツの公開要約を下位顧客へ引き渡す準備が整っていなけれ
ばなりません。

問題はここで生じます。附属書XIIが要求する情報には、モデルがどのようなデータで
どのように学習されたかが含まれますが、これは企業の核心的な技術資産であり営業
秘密でもあります。AI法第78条第1項は、当局が営業秘密、知的財産権、データの機
密性を保護すべきだと規定していますが、この条文は当局に向けられたものであり、
下位顧客に情報を提供しなくてもよいという免罪符ではありません。附属書XIIの最小
必須項目は、営業秘密を理由に削ることのできる性格のものではないのです。

そのため実務上は、情報を2つの階層に分けます。一つの階層は、附属書XIIに明記さ
れた、下位顧客が自らの義務を履行するために不可欠な情報です。営業秘密であるこ
とを理由に除外することはできません。もう一つの階層は、その項目を裏付ける詳細
な実装、学習アルゴリズムの具体的なコードや内部ハイパーパラメータです。これら
については、どのような種類のデータでどのように学習されたかを説明するレベルに
抽象化して伝達しても、附属書XIIの要求を満たすことができます。私はこの区分を文
書テンプレートとして作成し、契約書に添付する方法を推奨します。

秘密保持契約（NDA）を重ねる方法もあります。より詳細な情報を提供する必要があ
る場合は、その情報を秘密情報として指定し、使用目的を制限すればよいのです。た
だしNDAは、提供した情報の用途を制限するためのツールであって、提供すべき情報
の範囲を減らすためのツールではありません。ここにはもう一つのテコ（レバレッジ）
が存在します。AI法第89条第2項は、下位提供者が 上位GPAIモデル提供者の違反を理
由にAIオフィスへ異議（苦情）を申し立てる権利を認めています。情報提供を怠れば、
上位提供者は単なる契約上の紛争ではなく、規制当局と対峙する事態に直面する可能
性があります。
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20.4 責任配分と免責条項の限界

契約書をどれほど緻密に作成しても越えられない一線が存在します。AI法は提供者、
配備者（デプロイヤー）、輸入者、販売者の役割を第3条で定義し、役割ごとに異な
る義務を課しています。高リスクAIシステム提供者が負うリスク管理、データガバナ
ンス、技術文書、適合性評価の義務は、公共の安全と基本的人権の保護という目的に
直結しているため、契約書の1行で他者に転嫁することはできません。私はこれを「
委任不可能な（non-delegable）義務」と呼んでいます。契約によって損害賠償の分
担割合を定めることは可能であっても、規制当局が誰を制裁対象とするかを契約によっ
て変更することはできません。

AIオフィスおよび加盟国の所管当局は、違反当事者に対して直接制裁金を科し、糾正
措置を命じる権限を有しています。下位提供者がいくら手厚い免責条項を取り付けて
いたとしても、AIオフィスはその条項を顧みることなく、AI法上の責任を負う提供者
を追及します。免責条項は当事者間での事後的な清算においてのみ有用であり、当局
による執行そのものを阻む盾にはなり得ません。

制裁金の規模を見れば、この限界は極めて明白です。禁止された慣行（第5条）の違
反は最大3,500万ユーロまたは売上高の7％のいずれか高い額、その他の義務違反は最
大1,500万ユーロまたは売上高の3％のいずれか高い額と定められています。個人情報
を扱う場合、GDPR違反による最大2,000万ユーロまたは売上高の4％の 制裁金まで重
複して課されることになります。商業契約における免責の上限額は通常、契約金額の
数倍程度ですが、売上高に対する割合（％）で算定されるこれらの制裁金は、その上
限を容易に超過します。市場からの撤退命令や評判の失墜といった非財務的損失は、
そもそも免責条項が対象とする領域ですらありません。

法体系の状況も変化しました。AI責任指令（AI Liability Directive）案は、2025年2月
11日に欧州委員会が撤回方針を表明し、2025年10月6日の官報掲載をもって正式に廃
止されました。利害関係者間の合意に至らなかった点が表面上の理由です。代わりに、
改正製造物責任指令（(EU) 2024/2853）が2026年12月9日以降に市場へ投入される製
品に適用されますが、同指令はソフトウェアおよびAIシステムを明確に製造物として
扱っています。AIシステムの欠陥によって損害が発生した場合、過失の立証を要せず
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製造者が無過失責任（厳格責任）を負う枠組みが2026年末から本格化します。アップ
デートやセキュリティパッチを適時に行わなかったことで欠陥が継続した場合も欠陥
とみなされます。AI法上の行政制裁金と製造物責任指令上の民事賠償責任が、単一の
事故に対して同時に生じる可能性があります。

韓国企業がソウルに本社を置き、欧州連合市場にAIシステムを投入する場合、あるい
は その アウトプット（出力）が欧州連合域内で使用される場合（AI法第2条第1項(c)
号）、この第20章の20.1から20.4までの4つの節は、1つの契約書の中で相互に連動し
ています。20.1の条項が不十分であれば、20.2で受け取るべき情報が最初から入手で
きず、その情報を受け取れなければ、20.3で下位顧客へ提供すべき情報も不十分にな
ります。そして20.4が示すように、これらすべての条項をいかに緻密に作成したとし
ても、規制当局の前では個別企業の最終的な責任が免れることはありません。契約書
は盾ではなく地図です。ただし、その地図がAIオフィスの引く執行の境界線まで消し
去ってくれるわけではありません。

今一度、手元にあるサプライヤー契約書を開いてみることをお勧めします。情報提供
条項に具体的に条文番号が明記されているか、協力期限が営業日単位で明確に規定さ
れているか、変更通知条項がそもそも存在するのか。もし存在しないのであれば、そ
の契約書は未だAI法以前の世界にとどまっているということです。

参考資料・チェックリスト

契約書チェック項目 1. 第9条、第10条、第11条、第12条、第14条、第15条のそれぞ
れに対応する情報提供項目が条文番号とともに明記されているか。 2. 協力条項に監査・
事故調査・当局からの情報要請への対応期限が営業日単位で明記されているか。 3. 変
更通知条項に通知時期および通知内容の具体性レベルが定められているか。 4. 上位
GPAIモデル提供者から附属書XIIの項目、著作権方針、学習コンテンツの公開要約へ
のリンクを受け取る手続きが存在するか。 5. モデルがシステム的リスクモデル（
10^25 FLOPs超過）に分類された場合、通知を受ける条項が存在するか。 6. 下位顧客
に提供すべき情報と営業秘密として保護すべき情報を区分する基準文書が存在するか。
7. 免責条項の上限額が、AI法の制裁金（売上高の3％ないし7％）およびGDPRの 制裁
金（売上高の4％）を考慮して設計されているか。 8. 2026年12月9日の製造物責任指
令の適用開始以降に備え、欠陥・無過失責任（厳格責任）条項を再検討したか。
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重要日程 2024年8月1日、AI法発効。 2025年2月2日、禁止される慣行の規制を全面施
行。 2025年3月、欧州連合公共調達コミュニティによるAI標準契約条項（MCC-AI）公
開。 2025年7月24日、学習コンテンツの公開要約に関するガイダンス・標準様式公開。
2025年8月2日、GPAIモデル提供者の義務適用開始、AIオフィスによるGPAI決定権限
の発効。 2025年10月 6日、AI責任指令の撤回に関する官報掲載。 2026年8月2日、高
リスクAIシステム義務の全面適用、AIオフィスによる制裁金科料権限の全面発効。
2026年12月9日、改正製造物責任指令（(EU) 2024/2853）の適用開始。 2027年8月2
日、2025年8月2日以前にリリースされたGPAIモデルの義務遵守猶予期間終了。
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第21章 組織と人
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板橋（パンギョ）のあるソフトウェア企業で実際にあった会議の風景です。欧州の子
会社に採用審査AIを導入することになり、法務チーム長は「これは開発チームが技術
文書を作成すべき件だ」と言い、開発チーム長は「私たちはコードを書くだけであり、
従業員教育や当局への届出は法務の管轄だ」と答えます。事業本部長は会議中ずっと
聞き役に徹していましたが、最後に尋ねます。「それでこれ、私たち3人のうち誰が
責任を負うのですか」。この質問に答えが決まっていないことこそが、本章の出発点
です。AI法は特定の部署や役職を指定していません。それにもかかわらず、人と組織
をどう構築するかが罰金を左右する変数として浮上します。
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21.1 AIリテラシー義務、第4条と第26条は異なる条項です

AI法第4条は、提供者と部署者（デプロイヤー）に対し、従業員および自社に代わっ
てAIを取り扱う人々が十分なレベルの素養（AIリテラシー）を備えるよう要求してい
ます。この条項は2025年2月2日からすでに施行されています。企業がどのようなリス
ク等級のAIを使用しているかは関係ありません。高リスクAIシステムでなくても、極
端な話チャットボットを1つ導入しただけでも第4条の対象となります。

ここでよく生じる誤解が1つあります。第4条の草案段階では企業に具体的な義務を課
す方向で議論されていましたが、欧州委員会はその重心を加盟国および欧州委員会自
体の政策課題の方へと移しました。そのため、第4条自体が企業に要求している内容
は宣言的な文言に近く、実際に具体的な実効性のある義務は第26条から生じます。第
26条は、高リスクAIシステムを使用する部署者に対し、従業員に人間の監視（
human oversight）を行わせるための訓練を施す義務を課しています。この訓練義務
は、附属書IIIのスタンドアロン型高リスクAIシステムを基準として2026年8月2日の全
面適用が予定されていましたが、第13章で触れた通り、2026年5月のデジタル・オム
ニバス暫定合意により2027年12月2日へ延期される可能性が開かれています。私の判
断では、この点を混同してはなりません。高リスクの訓練義務（第26条）は延期され
ることがあっても、すべての提供者・部署者に課される一般的な素養義務（第4条）
はすでに施行中であり、オムニバス議論の対象でもありません。板橋の会社がチャッ
トボットしか使っていないからと8月2日の延期の知らせに安心してもよいと考えるな
ら、それは第4条と第26条を混同して読んでいるのです。

教育内容を法律が一覧として定めているわけではありません。ただし、AIオフィス（
AI Office）が積み重ねてきた実務事例や、今後提示される第8条から第15条、第25条
のガイドラインが人間の監視・リスク管理と紐付けて取り扱う予定である点から、こ
の素養教育が形式的な修了証1枚で終わるものではないことは容易に推測できます。
システムの作動原理、限界と偏向の可能性、性能指標の読み方、介入が必要な瞬間を
察知する方法、これら4つを盛り込んだ教育プログラムを作成し、その履修記録を残
しておくことをお勧めします。記録は第17条の品質管理システムや第11条の技術文書
の一部として管理しておけば、後日監査が入った際に別途探す必要がありません。罰
金に関しては曖昧です。第99条が列挙する罰金区分に第4条が単独で名を連ねている
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わけではありません。したがって、第4条違反のみを切り離した固定罰金表は存在し
ないと見るのが正確であり、実務においては加盟国の市場監視当局が一般義務違反区
分（最大1,500万ユーロまたは全世界売上高の3%）に乗せて判断するか、事故が発生
した際に人間の監視失敗の背景事情として引き合いに出す可能性が高いと言えます。
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21.2 組織図にないポジションを作るということ

AI法はどの企業に対してもAIガバナンスチームを設立するよう明記してはいません。
しかし、リスク管理システム（第9条）、データガバナンス（第10条）、技術文書（
第11条）、品質管理システム（第17条）、人間の監視（第14条）を一人で兼務して処
理できる会社はほとんどありません。条文の一つひとつは組織を要求していませんが、
条文をすべて掛け合わせると、事実上組織なしには回っていかないのです。私はこれ
を、法律が残した余白だと捉えています。形式は自由にしておきながら、中身は強制
したわけです。

「90日着手計画」という名称で実務において出回っている手順があります。AIシステ
ムインベントリを作成し、システムごとに提供者か部署者かの役割を定め、どこに抜
け穴があるかギャップ分析を行うという3つの段階です。この3段階を誰が主導するの
かを定めることから始めなければなりません。私は、代表取締役直属のAIガバナンス
責任者――名称は最高AI責任者（CAIO）であろうとAIコンプライアンス担当者であろ
うと構いません――を置き、法務・開発・事業の3部署の代表がその下で定期的に協
議する構造をお勧めします。3部署のうちいずれか1つの部署が統括を担うと、残りの
2部署は脇役に追いやられ、脇役となった部署は自分たちの分担文書を雑に作成して
済ませてしまいます。私はこのような失敗事例を何度も目にしてきました。

AIオフィスの視線もここにあります。AIオフィスは、リスク管理システムや品質管理
システムが書類上にのみ存在するのか、組織内で実際に機能しているのかを注視する
姿勢を明らかにしてきました。企業が見栄えの良い政策文書を作成しておきながら、
それを実行する人材も、予算も、権限も割り当てていなかった場合、その書類は監査
においてかえって不利な証拠となります。政策はあるのに担当者がいないということ
自体が、リスク管理の抜け穴として解釈されるためです。
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21.3 法務は法律、開発は技術、事業は市場、そして3者が共に判断する場

法務部署が担うべき役割は明確です。AI法と国内のAI基本法が重複するポイントを読
み解くこと、サプライヤーや顧客との契約書にAI法関連の条項を盛り込むこと、EU域
内の認可代理人を指定・管理すること、AIオフィスや加盟国当局からの情報照会に対
応することがこれに含まれます。汎用AIモデル（GPAIモデル）を取り扱う企業であれ
ば、著作権方針の遵守有無も法務の役割となります。

開発部署は、設計段階から法律をコードに組み込む役割を担います。リスク管理シス
テムとデータガバナンスを実際のパイプラインに実装し、技術文書を作成・更新し、
自動ログ記録機能を付与し、第50条の透明性義務が要求するAI生成物の機械判読可能
な表示をシステムに組み込む作業です。この部署が法律の条文を知らなくても構わな
いという考え方は危険です。条文を知らないまま書かれたコードは、後から法務がど
れほど手を加えても修正できません。

事業部署は市場を凝視します。自社がこのサプライチェーンにおいて提供者なのか、
部署者なのか、輸入者なのかをまず確定し、システムの危険等級（リスクレベル）を
識別し、ローンチ時期と戦略を管理します。下位の部署者に対してシステムの用途や
制限事項を説明し、必要であれば教育まで提供することも事業部署の役割です。シス
テム的リスクを伴う汎用AIモデル（GPAIモデル）であれば2週間以内にAIオフィスへ
通知しなければなりませんが、この切迫した期限を管理するのも、結局のところ事業
部署が事案を最も早く察知できる立場にあるからです。

このように役割分担をしても、3つのうちいずれか1つには割り切れない判断が残りま
す。汎用AIモデル（GPAIモデル）を取り込んできめ細かく調整（ファインチューニン
グ）した際、それが新たな「提供者」の地位を生じさせるのか、附属書IIIの信用評価
や保険リスク評価に自社システムが該当するのかといった判断は、法務単独でも、開
発単独でも、事業単独でも下すことができません。法律的にどう解釈されるか、技術
的に何が変わるのか、市場においてそれがどのような意味を持つのかを、一つの場で
突き合わせて初めて導き出せる判断なのです。私は、この3者を一つの協議体に同席
させることが形式ではなく実質であると考えます。議事録だけを残して散会する場で
はなく、その場で導き出された結論を誰が実行し、誰が確認するのかまで明確に定め
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てこそ、会議は意味を持ちます。

本章で確認すべき事項を書き留めておきます。

第4条 AIリテラシー。2025年2月2日からすべての提供者・部署者に施行中。リスク等
級とは無関係。

第26条 人間の監視の訓練。高リスクAIシステムの部署者が対象。元々2026年8月2日
予定、デジタル・オムニバスにより2027年12月2日へ延期される可能性。第4条と混
同しない。

罰金区分。第99条に第4条専用の条項なし。一般義務違反区分（最大1,500万ユーロま
たは全世界売上高の3%）に上乗せされるか、事故調査の背景事情として用いられる
可能性。

ガバナンス組織。法律が形態を強制しないが、代表取締役直属の責任者と法務・開発・
事業の3部署の代表による定期協議体を推奨。

部署ごとの役割。法務は法令・契約・代理人・当局対応。開発は設計・文書・ログ・
表示技術。事業は役割確定・等級識別・リリース戦略・下位への教育・当局通知。

交差的な判断が必要な事項。提供者の地位の変更、附属書IIIへの該当有無は3部署が
共同で判断し、結論の実行者と確認者を定める。

再び板橋の会議室へと戻ってみましょう。事業本部長の質問、「私たち3人のうち誰
が責任を負うのか」という問いに対する正解は一つではありません。ただし、その質
問に誰も答えられないまま会議が終わったとすれば、その企業はすでに第4条であれ
第26条であれ、いずれかの条項を見落としている可能性が極めて高いと言えます。
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第22章 規制サンドボックスと事前相談
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板橋（パンギョ）のあるAIヘルスケアスタートアップの代表から質問を受けたことが
あります。網膜画像を読み取って糖尿病網膜症をスクリーニングするソフトウェアを
ドイツの病院に販売したいのだが、正式な認証を取得する前に実際の患者データで検
証する方法はないだろうか、と。私はこう答えました。2026年8月2日からは、一つの
答えが生まれます。各加盟国が運営するAI規制サンドボックスです。
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22.1 加盟国サンドボックスの利用要件

人工知能法（Regulation (EU) 2024/1689）第57条は、加盟国に対し、国家レベルのAI
規制サンドボックスを少なくとも一つ以上設立し、2026年8月2日までに実際に稼働さ
せるよう規定しています。義務の 主体が加盟国であるという点が重要です。企業が申
請して作る対象ではなく、政府があらかじめ設置しておくべき施設であることを意味
します。この義務は、他の加盟国の権限当局と共同で設立することによって満たして
もよく、既に運営中である他の加盟国のサンドボックスに参加する方式で代替しても
かまいません。ただし、その参加が自国国民に同等水準のアクセスを保障する場合に
のみ認められます。地域や地方単位で追加のサンドボックスを設立することも禁止さ
れておらず、欧州データ保護監察官（EDPS）はEU機関のための別個のサンドボック
スを設置し、加盟国権限当局と同等の地位で活動することができます。欧州委員会は
技術支援や助言、ツールを提供できますが、設立義務そのものを代わりに負うわけで
はありません。

サンドボックス内で行われる取り組みは、提供者と権限当局が事前に合意したサンド
ボックス計画に従います。計画に合わせて定められた期間内にシステムを開発・訓練・
テスト・検証することが骨子であり、実環境テスト（real world conditions）も当局
の監督のもとで進めることができます。権限当局は、規制遵守を支援する監督官兼ア
ドバイザーの役割を担います。リスク管理、とりわけ基本権や健康、安全に関連する
リスクを特定し緩和する過程で指導や支援を提供し、提供者が要請すれば、サンドボッ
クスで何を行ったかを証明する書面証明および終了報告書を発行します。この二つの
文書は、後に適合性評価や市場監視の段階で相当な重みを持ちます。市場監視当局や
通知機関（notified bodies）は、この報告書を好意的に考慮し、手続きを合理的範囲
内で迅速化すべきであることが法律で直接規定されているためです。

最も目を引く条項は行政制裁金の免除です。サンドボックスの参加者は、実験過程で
第三者に損害を与えた場合、その民事責任まで免れることはできません。ここまでは
当然のことです。しかし、人工知能法違反に対する行政制裁金については、計画およ
び参加条件を遵守し、権限当局の指導に善意に従ったという前提のもとで科されませ
ん。他のEU法や国内法違反についても、該当当局が積極的に監督し指導を提供した事
項であれば同様です。私はこの条項を、規制当局が最初から企業を敵対的に扱わない
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という宣言として捉えています。ただし、健康、安全、基本権に重大なリスクが生じ
た場合、当局はいつでもサンドボックス活動を一時的または恒久的に停止させること
ができ、その決定はAIオフィスにも通知されます。サンドボックスが規制からの逃避
場所ではないことを意味します。

加盟国権限当局は、サンドボックスを設立した場合、その旨をAIオフィスおよびAIボー
ド（AI Board）に通知しなければならず、AIオフィスは各国のサンドボックス計画と
リストをウェブサイト上に公開し、最新状態に維持します。詳細な運営方式、すなわ
ち適格性や選定基準、申請手続き、参加条件といった共通原則は、第58条に基づき欧
州委員会が実施規則で定めます。この実施規則は、EU全域でそれぞれ異なる基準でサ
ンドボックスが運営されるのを防ぐための仕組みであり、ここに中小企業やスタート
アップに対する原則無料のアクセスが明記されています。

韓国企業の立場から見ると、計算は比較的分かりやすいものです。AI法第2条第1項(c)
号に基づき、アウトプットがEU内で使用されるだけで域外適用を受ける会社であれば、
高リスクシステムを市場に投入する前にサンドボックスを経由する方が安全です。違
反時に最大3,500万ユーロまたは全世界売上高の7%に達する制裁金構造を考えると、
善意で指導に従ったという事実一つでその制裁金全体を回避する道が開かれることは、
小さなインセンティブではありません。終了報告書と書面証明を手に入れれば、CEマー
キングに至るまでの時間も短縮されます。ただし、EU域内の認定代理人がこの過程で
当局との連絡窓口の役割を兼ねて担う必要があり、実験中に発生し得る第三者損害に
備えて賠償責任保険も別途手配しておく必要があります。

確実でない部分もあります。実施規則がまだ確定していないため、適格性基準や申請
手続きの具体的な姿は加盟国ごとに異なって表れる可能性があります。また、「善意
で指導に従った」という要件を当局が事後にどれほど厳格に審査するか、非EU企業が
EU域内の中小企業に準ずる優先権を実際にどれほど受けられるかは、各国の初期事例
が積み上がって初めて判断できます。私はひとまず楽観的に見つつも、最初に申請す
る側よりは、数ヶ月後に先例を見極めてから申請する側をお勧めする方です。
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22.2 中小企業優遇措置

人工知能法第62条は、加盟国およびAIオフィスに対し、中小企業、中でもスタートアッ
プの事情を規制設計の段階から別に考慮するよう要求しています。釜山のある医療機
器スタートアップの代表が私に尋ねた質問が、まさにこの条文で答えが出ます。大企
業と同じ適合性評価手数料を支払わなければならないのかという質問でした。答えは
「いいえ」です。第62条第1項は、高リスクシステムの適合性評価手数料を企業の規
模や市場規模などの関連指標に比例して引き下げるよう定めており、AIボードの要請
に応じてこの基準を定期的に見直すことになっています。

サンドボックスへのアクセスにおいても、SMEやスタートアップは優先されます。適
格要件や選定基準を満たす限り、原則無料で優先的にアクセスする権利が与えられ、
例外的な費用のみ別途科されます。このほかにも加盟国は、EU全域にわたって標準化
された申請テンプレートと単一情報プラットフォームを開設・維持しなければならず、
SMEを対象とした意識向上活動や研修を組織し、AI関連の公共調達におけるベストプ
ラクティスを評価して普及させる役割も担います。第63条はここから一歩進んで、マ
イクロ企業（パートナー企業や連携企業がなく、従業員10人未満、売上高または資産
200万ユーロ以下の事業者）に対しては、品質管理システム（QMS）要件の一部を文
書負担の少ない方法で満たすことを認めています。

小型中堅企業（Small Midcaps）という中間層も登場します。従業員750人未満であ
り、かつ年売上高1億5,000万ユーロ以下または年間貸借対照表総額1億2,900万ユーロ
以下の会社を指し、マイクロ・中小企業だけが享受していた文書負担軽減の恵みの一
部をこの規模の会社まで拡大します。技術文書要件が緩和され、違反時に科される制
裁金も「3%または1,500万ユーロのうちいずれか高い方」ではなく「いずれか低い方」
が基準となります。ただし、ここには大きな例外が一つあります。第5条が禁止する
操作的AI慣行や社会的スコアリングなどの行為を犯した場合、小型中堅企業であって
も最大3,500万ユーロまたは全世界売上高7%という一般上限がそのまま適用されます。
私はこの点を相談の際、特に強調して説明します。規模が小さいからといって考慮さ
れるのは文書や手続きの重さであり、禁止された行為自体の重さではないという意味
だからです。
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韓国企業が取り組むべき実務は3つに整理されます。1つ目は、自社がどの区分に該当
するかを確認することです。従業員数、年売上高、貸借対照表総額をもとに、SMEな
のか、スタートアップなのか、マイクロ企業なのか、小型中堅企業なのかを精査して
初めて、加盟国権限当局にどのような書類を提出するかが決まります。2つ目は、手
数料軽減や優先アクセスを放置せず、きちんと申請することです。規定があっても申
請しなければ適用されません。3つ目は、マイクロ企業や小型中堅企業に該当する場
合、第63条の文書簡素化条項を根拠に、対応文書の範囲をあらかじめ絞り込んで交渉
することです。ただし、「EU域内」という文言が非EU企業にそのまま適用されるか
については、事例で確認されたケースがまだ多くないため、私はEU代理人を通じて各
加盟国権限当局に書面で事前に確認しておくようお勧めしています。
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22.3 AIオフィスとの コミュニケーションチャネル

サンドボックスと手数料軽減が制度の骨格であるならば、実際に その 制度に足を踏
み入れる道筋はコミュニケーションチャネルです。欧州委員会は第58条に基づき、ス
テークホルダーが権限当局とコンタクトを取り、法的拘束力のない指導を求めること
ができる単一の専用インターフェースを開発することになっています。これとは別に、
2025年10月にAIオフィスは「AI法サービスデスク（AI Act Service Desk）」と「単一
情報プラットフォーム（Single Information Platform）」を実際に開設しました。オ
ンラインフォームで質問を送信すると、AIオフィスと緊密に連携する専門家チームが
回答を提供する仕組みであり、国別の権限当局情報や各加盟国のサンドボックスの状
況もこのプラットフォームで確認できます。2025年11月19日には、汎用AI（GPAI）
モデル提供者の義務範囲を絞り込んで解説したガイドライン（C(2025) 7719 final）が
承認され、併せて公開されました。

権限当局やAIオフィスの側から先に連絡してくる場合にも、法律に根拠があります。
高リスクシステムの提供者は、第21条に基づき、権限当局の合理的な要請に応じて遵
守の事実を証明する文書を提供しなければならず、その文書は当局が容易に理解でき
るEU公用語で作成される必要があります。自動生成ログへのアクセス（第21条第2項）
や、市場監視当局の訓練・検証・テスト用データセットへのアクセス（第74条第12項）
も要請対象となります。汎用AI（GPAI）モデル提供者は少し性質が異なります。AIオ
フィスが直接の窓口となり、第91条に基づく情報要請や第92条に基づくモデル評価ア
クセスを要求することができ、システム的リスクを伴うモデル、すなわち訓練計算量
が\(10^{25}\) FLOPsを超えるモデルの提供者は、その事実を遅くとも2週間以内にAI
オフィスに通知しなければなりません。重大なインシデントやサイバーセキュリティ
侵害が発生した場合も、速やかに報告する義務が伴います。どの経路でやり取りされ
る場合でも、営業秘密や知的財産権、機密ビジネス情報は第78条に基づき保護されま
す。

AIオフィスは自らを「協力主義的であり段階的かつ比例的な執行者」と規定していま
す。遵守に困難がある場合は制裁金から心配するのではなく、まず連絡してほしいと
いう趣旨であり、逆に行動規範（Codes of Practice）に従わない場合や遵守状況が不
透明な提供者に対しては、より多くの情報を要求し、モデル評価アクセスまで要請で
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きるとも明記しています。私はこの場面で、韓国企業に常に同じアドバイスをしてい
ます。法務、開発、事業部門が一体となって動く内部対応チームをあらかじめ組織し、
技術文書やQMS記録、ログ、GPAI学習コンテンツの要約をいつでも取り出せるよう
に整理しておくことです。情報要請は通常、非常に切迫した期限付きで届きます。そ
の時点で書類をゼロから探し始めては、すでに手遅れです。

参照資料

主要期限 2026年8月2日 加盟国AI規制サンドボックス運用開始期限、高リスクシステ
ム義務全面適用、AIオフィス行政制裁金科料権限全面発動 2025年8月2日 汎用AI（
GPAI）モデル提供者の義務適用開始 2025年2月2日 第5条禁止慣行の完全施行 2025年
10月 AI法サービスデスク・単一情報プラットフォーム運用開始 2025年11月19日 汎用
AI（GPAI）ガイドライン C(2025) 7719 final 承認

チェック項目 1. 自社がSME、スタートアップ、マイクロ企業、小型中堅企業のどこに
該当するかを、従業員数、年売上高、貸借対照表の基準で確認したか 2. 対象加盟国の
サンドボックス計画と申請窓口をAI法サービスデスクで確認したか 3. EU域内の認定
代理人が権限当局との連絡窓口の役割を担う準備ができているか 4. サンドボックス参
加中に発生し得る第三者損害に備えた賠償責任保険を検討したか 5. 情報要請に即座に
応じられるよう、技術文書、QMS記録、ログを常時整理しているか

法律が定めた扉は開かれています。その扉を自ら先に叩くか、他の企業が先に入る様
子を見届けてから後に続くかは、最終的に各企業のリスクトレランス（リスク許容度）
にかかっています。
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エピローグ 規制をコストと捉えるか、参入障壁として
活用するか
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本書をここまでお読みになった企業の担当者は、きっとお疲れのことでしょう。遵守
すべき事項は多岐にわたります。表示を行い、文書を整え、代理人を 置き、評価を受
け、登録を行う。欧州へ何かを販売するには、これらすべてをクリアしなければなり
ません。したがって、規制をコストと捉えるのは自然なことです。売上を増やすわけ
でもないのに費用と時間を消費する負担。多くの企業が欧州人工知能法（EU AI法）
をそのように捉えています。

私はこの最後の章で、もう一つの異なる視点を提示したいと思います。規制をコスト
ではなく参入障壁と捉える視点です。正確に言えば、他社にとっては障壁であり、自
社にとっては扉となる位置を見出す視点です。

規制が重いということは、すべての人にとっても重いということを意味します。欧州
市場を狙う他国の競合企業も同じ壁の前に立たされています。その壁を他社より先に
乗り越えた企業は、未だ壁の前で躊躇している競合が入ってこられない市場へ一足先
に参入しています。規制対応をいち早く完了させたこと自体が、優位なポジションと
なるのです。欧州が人工知能に対してこれほど重い規制を課したことは、裏を返せば、
その規制をクリアした人工知能だけが欧州市場に残るということでもあります。クリ
アした少数に入ることこそが競争なのです。

この視点は、韓国企業にとって格別な意味があると私は考えています。韓国企業は長
年にわたり、厳しい規制をクリアしながら成長してきました。安全規制の厳しい市場
に製品を送り出しながら品質を引き上げ、その品質が再び競争力となりました。人工
知能の規制についても、同様の文脈に置くことができます。欧州の要件を満たす中で
培ったデータガバナンスとリスク管理体制は、欧州だけで使われるものではなく、企
業の人工知能全体を強固なものにします。規制対応がそのまま企業の真の実力となる
のです。

もちろん、これは規制が軽くなるという意味ではありません。本書を通じて指摘して
きたとおり、義務は重く、期日は迫り、制裁は甚大です。規制を参入障壁として活用
しようという主張は、その重みを否定するのではなく、その重みを先に引き受けよう
ということです。他社が後回しにしている間にいち早く準備した企業が、規制が作り
出した狭き門の内側に立つことになります。
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本書を閉じるにあたり、私は冒頭の問いへと戻ります。プロローグに登場した板橋（
パンギョ）の企業は、自社が規制対象になるとは知らずにいました。本書をお読みに
なった企業はもうお分かりのはずです。自社がどのような経路で該当するのか、どの
ような名称・区分で対象となるのか、何をいつまでにすべきなのか。その知識を持つ
企業と持たない企業は、同じ規制の前で全く異なる立場に立ちます。片や8月2日に電
話を受けて慌て、片やその前に準備を完了させます。

規制をコストと捉えるか、参入障壁として活用するか。この問いの答えは条文の中に
はありません。その条文にいつどのように向き合うかを決定する企業の選択の中にあ
ります。壁はすでに築かれました。残されているのは、その壁をいつ乗り越えるかを
決めることだけです。一足先に乗り越えた場所でお会いできることを願っております。
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付録
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付録1 施行スケジュール統合年表
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基準日 2026年7月23日。この年表の日付は流動的である。実際の準備前に最新状況を改めて確認する
こと。

EU人工知能法

2024年8月1日 人工知能法発効。
2025年2月2日 第5条 禁止される慣行の適用開始。第4条 人工知能リテラシー義務の適用開始。

2025年8月2日 汎用人工知能モデル提供者の義務（第53条・第55条）適用開始。ガバナンス規定の適
用。第99条 課徴金賦課根拠の発効。

2026年6月29日 Digital Omnibus改正案 理事会最終承認。官報掲載後3日目に発効予定。

2026年8月2日 第50条 透明性義務の全面適用。汎用人工知能モデルに対する執行権限の発動。

2026年12月2日 第5条 NCII・CSAM生成禁止の発効。2026年8月2日以前に市場投入された既存の生成
型システムの表示義務猶予が終了。

2027年2月2日 汎用人工知能ウォーターマーク検出の相互運用ソリューション備え付け期限。

2027年8月2日 2025年8月2日以前に市場投入された既存の汎用モデルの整備期限。

2027年12月2日 附属書III 独立型高リスクAIシステムの義務適用。

2028年8月2日 附属書I 製品組込型高リスクAIシステムの義務適用。

韓国AI基本法
2025年1月21日 AI基本法 制定・公布。

2026年1月22日 本法全面施行。透明性義務（第31条）、安全性確保義務（第32条）、高影響事業者の
責務（第34条）、国内代理人（第36条）など。

2026年7月21日 改正施行令施行。AI製品・サービス確認制度、公共調達での優遇、利用費用支援など
の振興措置。

延期されたものと延期されていないもの
延期されたもの 附属書III 独立型高リスク（2027年12月2日）、附属書I 製品組込型高リスク（2028年8
月2日）。

延期されていないもの 第50条 透明性義務（2026年8月2日のまま）。NCII・CSAM禁止は延期ではなく
新設（2026年12月2日）。
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付録2 システム分類判断フローチャート
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順番に回答を辿っていくと、自社システムの立ち位置がわかる。各質問の横にある章番号で詳細な説
明を確認できる。

第1段階 域外適用の有無（第1章）
質問 自社の人工知能が欧州市場に提供されるか、欧州の誰かが使用するか、その産出物（アウトプッ
ト）が欧州で使用されるか。
3つのうち1つでも該当する → 適用対象。第2段階へ。
3つとも該当しない → 現時点では適用対象外。ただし、接点が本当にないか再確認。

第2段階 役割の確定（第1章）
質問 本システムにおいて自社はどのような立場にあるか。
開発して提供する → 提供者。
導入して使用する → 配備者（デプロイヤー）。
輸入する → 輸入者。 / サプライチェーン上で提供する → 流通者。
1つのシステムにおいて複数の役割が重複する場合がある。

第3段階 禁止事項の確認（第15章）
質問 本システムが第5条の8つの禁止事項のいずれかに該当するか。（職場・教育機関における感情認
識、ソーシャルスコアリング、脆弱性の悪用、顔画像の無差別収集、NCII・CSAMの生成など）
該当する → 禁止。欧州で使用不可。ここで終了。
該当しない → 第4段階へ。

第4段階 リスクレベルの分類（第2章）

質問A 人と相互作用するか（チャットボット）、あるいは合成コンテンツ・ディープフェイクを生成
するか。
該当する → 透明性義務の対象。第50条の義務（第4・5・6章）。2026年8月2日。

質問B 汎用AIモデルを開発するか、または実質的に修正して提供するか。（第7章）
該当する → 汎用AIモデル提供者。第53条の義務（第8章）。10^25 FLOPs超の場合は第55条の義務が
追加（第9章）。

質問C 附属書Iの製品（医療機器・自動車・機械類など）の安全構成要素として組み込まれ、かつ当該
製品が第三者適合性評価の対象か。（第11章）
該当する → 附属書I高リスクAIシステム。フィルターなし。2028年8月2日。第12・13章の義務。

質問D 附属書IIIの8つの領域（生体認証・重要インフラ・教育・雇用・必須サービス・法執行・移民・
司法行政）に該当するか。（第11章）
該当する → 附属書III高リスクAIシステム候補。第5段階のフィルターへ。2027年12月2日。

上記のいずれにも該当しない → 最小リスク。特別な義務なし。

第5段階 附属書IIIフィルター（第11章）

質問 第6条第3項の4つの例外（限定的な手続的タスク、人間による検討結果の改善、パターン検知、 
準備作業）のいずれかに該当するか。 
該当し、かつ自然人のプロファイリングを行わない → 高リスクAIシステムから除外可能。ただし根拠 
の文書化 ＋ EU DB登録。
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プロファイリングを行う → 例外適用外。高リスクAIシステムに確定。 
該当しない → 附属書III高リスクAIシステムに確定。第12・13章の義務。

第6段階 韓国法との並行確認（第16・17章）

欧州における分類を完了した場合でも、韓国のAI基本法（高影響AI：第2条、表示義務：第31条、国内
代理人：第36条）および個人情報（GDPR・PIPA）を併せて確認すること。一方を遵守したからといっ
て、他方が免除されるわけではない。
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付録3 セルフチェックリスト
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印刷してデスクに置いて使用する用。各項目に「はい」または「いいえ」で答え、「いいえ」となっ
た項目を該当する章で確認する。

A. 適用範囲と役割（第1章）
当社のAIが欧州市場・利用者・生成物のいずれかと接しているか確認したか。
各システムについて、当社が提供者・展開者・輸入者・販売業者のいずれに該当するか特定したか。
第三国の提供者として高リスクAIシステムや汎用AIモデルを欧州市場に投入する場合、域内代理人（
第22条・第54条）を選任したか。
代理人に技術文書および情報を実際に交付したか。

B. 禁止事項（第15章）
国内で使用するAIを第5条の8つの禁止事項に照らし合わせて確認したか。
職場や教育機関で感情認識ツールを使用していないか。
人物を総合スコアで評価し、無関係な分野で不利益を与えていないか。
生成モデルにNCII・CSAMの出力を防ぐ技術的安全措置があり、その作動を証明できるか。

C. 透明性義務（第4・5・6章）
欧州の利用者と対話するチャットボット・音声ボットの初期画面にAIである旨の通知があるか。
生成型の出力物に機械判読可能な表示があり、その表示がスクリーンショットや再アップロードに耐
えうるか。
ディープフェイクを生成・配信する際、人が認識できる開示を行っているか。
表示体系が多層化（C2PAメタデータ＋不可視ウォーターマーク）されているか。
2027年2月2日までにウォーターマーク検知の相互運用性を備える計画があるか。

D. 汎用AIモデル（第7・8・9・10章）
当社のモデルが相当な汎用性を備え、汎用AIモデルの閾値を超えているか判断したか。
技術文書（附属書XI）、ダウンストリーム事業者向け情報（附属書XII）、著作権ポリシー、学習コン
テンツの要約を整備したか。
累積学習計算量が10^25 FLOPsを超えるか、2つの方法で計算して確認したか。
オープンソース例外の適用をめざす場合、4つの自由と無償要件をすべて満たし、残る2つの義務（著
作権・要約）を履行しているか。

E. 高リスクAIシステム（第11・12・13・14章）
当社の製品が附属書Iまたは附属書IIIにより高リスクAIシステムに該当するか判断したか。
フィルター規定の適用に依拠する場合、その判断根拠を文書化して保持しているか。
リスク管理（第9条）、データガバナンス（第10条）、技術文書・ログ保存（第11条・第12条）、人
間の監視（第14条）、正確性・堅牢性・セキュリティ（第15条）を備えているか。
適合性評価・CEマーキング・EUデータベース登録（第43条・第48条・第49条）の計画があるか。
展開者（デプロイヤー）である場合、労働者への通知および基本権影響評価（第27条）の対象に該当
するか確認したか。
猶予期間中にデータガバナンスを今すぐ開始したか。

F. 韓国法と個人情報（第16・17章）
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韓国AI基本法における高影響AIへの該当有無および表示義務（第31条）を確認したか。
韓国に進出する外国事業者であれば国内代理人（第36条）の要件を、当社の場合はEU代理人の要件を
確認したか。
欧州利用者の個人情報にGDPRとPIPAの両方が適用されることを確認したか。
学習データの個人情報処理根拠を、欧州および韓国のそれぞれで確保したか。

G. 履行体制（第18・19・20・21章）
AIインベントリを部門ごとに作成したか（シャドーAIを含む）。
文書が実際のシステム動作と一致しており、システムの更新と文書の更新を連動させているか。
供給事業者との契約に情報提供・協力・変更通知条項を盛り込んだか。
AIリテラシー（第4条）を 役割に応じて履行し、記録したか。
当局からの情報照会に対応する窓口および手順をあらかじめ定めたか。
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付録4 第50条 通知文言の例（韓国語・英語）
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そのまま使用する完成文ではなく、出発点である。実際の文言はサービスの文脈や法的助言に合わせ
て調整すること。通知は遅くとも最初の相互作用・露出の時点で、明確かつ識別可能に、アクセシビ
リティ要件に合わせて提示する。

1. チャットボット・対話型エージェント（第50条第1項）
韓国語
この相談は人工知能が対応いたします。人間のオペレーターとの接続をご希望の場合は、以下よりリ
クエストしてください。

英語
You are chatting with an AI system. If you would like to speak with a human agent, please request 
it below.

簡略形
韓国語 人工知能相談員です。
英語 This is an AI assistant.

2. 音声エージェント（第50条第1項）
韓国語
こんにちは。人工知能による音声案内です。これよりのご対応は人工知能が行います。

英語
Hello. This is an automated AI voice service. Your call will be handled by an AI system.

3. 生成型コンテンツの表示（第50条第2項、人間が目視する表示）
韓国語
このコンテンツは人工知能によって生成されました。

英語
This content was generated by AI.

画像・動画用キャプション
韓国語 AI生成画像
英語 AI-generated image

注意 この目視表示とは別に、ファイルに機械判読可能な表示（C2PAなど）を併せて埋め込まなけれ
ば第50条第2項を満たさない。第5章参照。

4. ディープフェイクの開示（第50条第4項）
韓国語
この映像には人工知能によって生成または操作された場面が含まれています。

英語
This video contains images or audio that have been artificially generated or manipulated using AI.

芸術・風刺用の軽減表示（鑑賞を妨げない方式）
韓国語 本作品には人工知能合成技術が使用されています。（エンドクレジット等に表記）
英語 This work uses AI-synthesised elements. (in end credits or equivalent)
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5. 公益テキスト（第50条第4項）
韓国語
この文章は人工知能によって生成され、編集者のレビューを経て発行されました。

英語
This text was generated by AI and published under human editorial review.

注意 人間の実質的なレビューと編集責任がなければ、この例外を援用することはできない。第4章参
照。

6. 感情認識・生体分類の通知（第50条第3項）
韓国語
このサービスは人工知能によりお客様の感情状態を分析します。（または生体情報を分類します。）

英語
This service uses AI to analyse your emotional state. (or to categorise biometric data.)

注意 職場・教育機関における感情認識は通知ではなく禁止の対象である（第5条）。第15章参照。
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付録5 技術文書目次テンプレート
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高リスクシステムは附属書IV、汎用モデルは附属書XIが要求する項目の目次例。実際の作成時には該
当する附属書原文を照合すること。文書は実際のシステムと一致していなければならず、更新時には
併せて改訂しなければならない（第19章）。

A. 高リスクAIシステム技術文書（附属書IVに基づく）
1. システムの一般情報
1.1 目的、プロバイダー、バージョン
1.2 システムが相互作用する他のシステム・ハードウェア
1.3 ユーザーインターフェースの説明
1.4 デプロイヤー向け使用指示書

2. システムの 構成と開発
2.1 開発方法と段階
2.2 設計仕様、システムアーキテクチャ
2.3 データ要件（学習・検証・テストデータの出所・範囲・特性）
2.4 人的監督措置とその設計
2.5 事前に決定された変更および継続的な適合性維持方法

3. システムの性能と限界
3.1 精度・堅牢性・サイバーセキュリティ指標およびテスト結果
3.2 予見可能な誤作動とリスク
3.3 特定の集団に対する性能差の可能性

4. リスク管理
4.1 リスク管理システムの說明（第9条）
4.2 特定されたリスクと軽減措置

5. 変更履歴と維持管理
5.1 バージョン別の変更記録
5.2 市販後モニタリング計画（第72条）

6. 適合性
6.1 適用した整合規格・共通仕様
6.2 EU適合宣言書の控え（第47条）

B. 汎用AIモデル技術文書（附属書XIに基づく）
1. モデルの一般情報
1.1 モデル名、プロバイダー、リリース日、バージョン
1.2 アーキテクチャとパラメータ数
1.3 入力・出力形式
1.4 ライセンス

2. 開発情報 
2.1 学習方法とプロセス 
2.2 学習・テストデータの種類と出所、データ処理方法 
2.3 計算リソースと学習計算量（FLOPsの推定と根拠）
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2.4 既知の能力と限界

3. ダウンストリームプロバイダー向け情報（附属書XII）
3.1 モデルの統合に必要な技術情報
3.2 能力・限界・使用条件

4. 著作権と学習コンテンツ
4.1 欧州著作権法遵守方針（指令 (EU) 2019/790 第4条第3項）
4.2 学習コンテンツの公開要約（第53条第1項d号、AIオフィス標準様式）

5. システム的リスク（該当する場合、第55条）
5.1 モデル評価および敵対的テスト結果
5.2 システム的リスクの評価と軽減措置
5.3 重大インシデント対応体制
5.4 サイバーセキュリティ措置
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付録6 AIプロバイダー契約条項の例
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草案である。実際の契約は法律専門家の助言を経て確定すること。各条項の背景は第20章を参照。

1. 定義条項
本契約においてAI法とは、規則（EU）2024/1689ならびにその改正および下位規範をいう。プロバイ
ダー、デプロイヤー、高リスク、汎用AIモデル等の用語は、AI法において定められた意味に従う。

2. 役割および地位の確認条項
当事者は、本契約に基づき供給されるAIシステムまたはモデルに関して、AI法上の各自の地位（プロ
バイダー・デプロイヤー・輸入者・販売業者）を以下の通り確認する。（表にて明記。）
供給者は、当該システムが高リスクAIシステムまたはシステム的リスクに該当するか否かおよびその
根拠を書面により通知する。

3. 情報提供条項
供給者は、導入者がAI法上の自己の義務を履行するために必要な情報（附属書XIIおよび第13条の情報
を含む）を、契約履行の開始前および請求があった場合に遅滞なく提供する。
汎用AIモデルの場合、供給者は技術文書、能力・限界、統合条件、著作権遵守および学習コンテンツ
の要約に関する情報を提供する。

4. 変更通知条項
供給者は、供給されたシステムまたはモデルの性能・構造・学習データに重大な変更がある場合、導
入者に事前に通知する。通知なく行われた変更により導入者が義務に違反することとなった場合の責
任は、供給者が負う。

5. 協力条項
当局による情報の要求、調査、監査、重大なインシデントへの対応がある場合、当事者は相互に誠実
に協力し、必要な資料を合理的期間内に提供する。

6. 秘密保持条項
本契約に基づき提供される情報のうち営業秘密に該当するものは、相手方の事前承諾なく目的外に使
用し、または第三者に開示してはならない。ただし、法令または当局の適法な要求に基づく提供につ
いてはこの限りでない。

7. 域内代理人条項（該当する場合）
供給者が第三国に所在するプロバイダーである場合、供給者はAI法第22条または第54条に基づくEU域
内代理人を選任してその情報を導入者に通知し、代理人が任務を遂行できるよう技術文書および情報
を提供する。

8. 責任および免責の限界条項
当事者間における損害の分担は本契約の定めるところによる。ただし、AI法が各当事者に直接課す規
制上の義務は、本契約による責任の配分または免責にかかわらず、各自にそのまま存続することを確
認する。

9. 準拠法および管轄
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（事案に応じて定める。欧州市場に関連する紛争の準拠法・管轄の選択が実際の執行に及ぼす影響を
検討すること。）





313（金炅鎭 弁護士 著）

付録7 用語対照表（韓国語・英語・条文）
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EU人工知能法 Regulation (EU) 2024/1689、韓国AI基本法2026年7月21日施行現行本基準。条文確認
2026年7月23日。

EU人工知能法
提供者 / provider / 第3条第3号 
配備者 / deployer / 第3条第4号 
域内代理人 / authorised representative / 第3条第5号（高リスク第22条、汎用モデル第54条） 
輸入者 / importer / 第3条第6号 
販売業者 / distributor / 第3条第7号 
事業者 / operator / 第3条第8号 
市場への投入 / placing on the market / 第3条第9号 
市場への提供 / making available on the market / 第3条第10号 
供用開始 / putting into service / 第3条第11号 
AIリテラシー / AI literacy / 第4条 
禁止されるAI慣行 / prohibited AI practices / 第5条 
高リスクAIシステム / high-risk AI system / 第6条（附属書I・III） 
リスクマネジメントシステム / risk management system / 第9条 
データおよびデータガバナンス / data and data governance / 第10条 
技術文書 / technical documentation / 第11条（附属書IV） 
記録保持・ログ / record-keeping, logs / 第12条 
透明性および情報の提供 / transparency and provision of information / 第13条 
人間の監視 / human oversight / 第14条 
正確性・堅牢性・サイバーセキュリティ / accuracy, robustness and cybersecurity / 第15条 
高リスクAIシステム提供者の義務 / obligations of providers / 第16条 
品質マネジメントシステム / quality management system / 第17条 
AIバリューチェーンにおける責任 / responsibilities along the AI value chain / 第25条 
配備者の義務 / obligations of deployers / 第26条 
基本権影響評価 / fundamental rights impact assessment (FRIA) / 第27条 
整合規格 / harmonised standards / 第40条 
共通仕様 / common specifications / 第41条 
適合性評価 / conformity assessment / 第43条 
EU適合宣言 / EU declaration of conformity / 第47条 
CEマーキング / CE marking / 第48条 
登録 / registration / 第49条 
特定のAIシステムに関する透明性義務 / transparency obligations for certain AI systems / 第50条 
ディープフェイク / deepfake / 第50条第4項 
ラベリングに関する行動規範 / codes of practice on labelling / 第50条第7項 
汎用AIモデル / general-purpose AI model / 第3条第63号（分類 第51条） 
システム的リスク / systemic risk / 第3条第65号（第51条） 
システム的リスクを伴う汎用AIモデル / GPAI model with systemic risk / 第51条 
汎用AIモデル提供者の義務 / obligations for providers of GPAI models / 第53条 
学習用コンテンツの公開要約 / summary of content used for training / 第53条第1項d号 
汎用AIモデル提供者の域内代理人 / authorised representatives of GPAI providers / 第54条
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システム的リスクを伴う汎用AIモデル提供者の義務 / obligations for GPAI with systemic risk / 第55条 
汎用AIに関する行動規範 / codes of practice / 第56条 
AI規制サンドボックス / AI regulatory sandbox / 第57条 
実環境における試験 / testing in real world conditions / 第60条 
AIオフィス / AI Office / 第3条第47号 
欧州人工知能委員会 / European Artificial Intelligence Board / 第65条 
加盟国の所轄官庁 / national competent authorities / 第70条 
高リスクAIシステムに関するEUデータベース / EU database for high-risk AI systems / 第71条 
市販後モニタリング / post-market monitoring / 第72条 
重大なインシデントの報告 / reporting of serious incidents / 第73条 
市場監視 / market surveillance / 第74条 
苦情申立ての権利 / right to lodge a complaint / 第85条 
個別決定に関する説明を求める権利 / right to explanation / 第86条 
制裁金 / penalties / 第99条 
汎用AIモデル提供者に対する制裁金 / fines for GPAI providers / 第101条 
発効および適用 / entry into force and application / 第113条

韓国AI基本法
人工知能 / artificial intelligence / 第2条第1号
人工知能システム / AI system / 第2条第2号
人工知能技術 / AI technology / 第2条第3号
高影響人工知能 / high-impact AI / 第2条第4号
生成型人工知能 / generative AI / 第2条第5号
人工知能事業者 / AI business operator / 第2条第7号
人工知能開発事業者 / AI development business operator / 第2条第7号イ
人工知能利用事業者 / AI use business operator / 第2条第7号ロ
利用者 / user / 第2条第8号
影響を受ける者 / affected person / 第2条第9号
学習用データ / training data / 第2条第12号
人工知能倫理原則 / AI ethics principles / 第27条
透明性確保義務 / transparency obligation / 第31条
安全性確保義務 / safety obligation / 第32条
高影響人工知能の確認 / confirmation of high-impact AI / 第33条
高影響AI事業者の責務 / obligations of high-impact AI operators / 第34条
高影響AI影響評価 / high-impact AI impact assessment / 第35条
国内代理人の指定 / designation of domestic representative / 第36条
事実調査 / fact-finding investigation / 第40条
罰則 / criminal penalties / 第42条
過料 / administrative fines / 第43条
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付録8 EU当局および韓国国内の支援機関
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連絡先は頻繁に変更されるため、具体的な電話番号の代わりに公式機関とその窓口を記載する。実際
の問い合わせの前に、各機関の公式ウェブサイトで最新の窓口を確認すること。

EU側
欧州委員会 人工知能オフィス（European Commission, AI Office）
汎用人工知能モデルの監督、ガイドライン・行動規範・書式発表の中心。
公式ポータル digital-strategy.ec.europa.eu (Shaping Europe's digital future)

AI法サービスデスク（AI Act Service Desk）
条文・附属書・Q&Aを提供する欧州委員会の公式案内窓口。
公式ポータル ai-act-service-desk.ec.europa.eu

欧州人工知能ボード（European Artificial Intelligence Board）
加盟国間の調整機関。欧州委員会のポータルを通じて活動を公開。

加盟国の国家所管当局（national competent authorities）
各加盟国が指定した市場監視・通知当局。進出対象となる加盟国の当局を個別に確認する必要がある。
加盟国ごとに異なり、欧州委員会のポータルにてリストが更新される。

EU公式法令ポータル（EUR-Lex）
Regulation (EU) 2024/1689およびその改正の公式原文・官報掲載を確認。
公式ポータル eur-lex.europa.eu

韓国側
科学技術情報通信部
AI基本法の所管省庁。高影響の確認、国内代理人の届出、安全性履行結果提出の窓口。
公式ポータル msit.go.kr

個人情報保護委員会（PIPC）
個人情報保護法の所管、人工知能関連の個人情報ガイドラインを発表。韓・EU十分性認定に関する窓
口。
公式ポータル pipc.go.kr

韓国インターネット振興院（KISA）
個人情報・セキュリティの実務支援。

大韓貿易投資振興公社（KOTRA）
欧州進出企業の支援、現地規制情報。

中小ベンチャー企業部および傘下機関
中小企業の海外規制対応・認証支援。

実務上の勧告
進出対象となる加盟国の国家所管当局と規制サンドボックス（第22章）の運用有無をまず確認する。
EU側の一次資料は必ず上記の公式ポータルの原文と照合する。二次解説（法律事務所のニュースレター
等）は方向性を把握するために用い、日付と条文は一次資料によって確定する。
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付録9 主要条文の要旨
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法的引用が必要な場合は、必ずEUR-Lexの Regulation (EU) 2024/1689公式原文（および2026年改正）
と照合すること。以下は実務でよく参照される条文の要旨を整理したものであり、条文原文そのもの
ではない。

EU人工知能法
第2条（適用範囲）
欧州に人工知能を上市する提供者、欧州内の配備者、および成果物が欧州で使用される第三国の提供
者・配備者に適用。域外適用の根拠。（第1章）

第3条（定義）
提供者、配備者、輸入者、流通業者、域内代理人、市場への投入（上市）、サービス開始、汎用AIモ
デル、システム的リスクなどの定義。（第1・7章）

第4条（AIリテラシー）
AIを取り扱う人員に素養を備えさせる義務。2025年2月2日適用。（第21章）

第5条（禁止される慣行）
潜在意識の操作、脆弱性の悪用、ソーシャルスコアリング、無差別な顔画像収集、職場・教育機関に
おける感情認識、機微情報推論による生体分類、リアルタイム遠隔生体認証などを禁止。2026年改正
によりNCII・CSAM生成の禁止を追加（2026年12月2日）。（第15・5章）

第6条（高リスクの分類）
附属書Iの製品組込型と附属書IIIの独立型に高リスクAIシステムとして分類。第3項は附属書IIIに対する
フィルター（重大なリスクがなければ除外、プロファイリング時は例外を排除）。（第11章）

第9条から第15条（高リスク提供者の要件）
リスク管理、データガバナンス、技術文書、記録保存、透明性・情報提供、人間による監視、正確性・
堅牢性・サイバーセキュリティ。（第12章）

第22条・第54条（域内代理人）
第三国の提供者は高リスクAIシステム（第22条）または汎用AIモデル（第54条）を欧州に上市する前
に域内代理人を選任。代理人は技術文書の保存（汎用AIモデルは10年間）と当局への協力。（第1章）

第26条・第27条（配備者の義務・基本権影響評価）
使用説明書の遵守、人間による監視の配置、ログの保存（最低6ヶ月）、労働者への通知。公共機関・
公共サービスを提供する配備者は附属書IIIのシステムに対して基本権影響評価（FRIA）。（第13章）

第43条・第48条・第49条（適合性評価・CEマーキング・登録）
附属書IIIの第1領域は通知機関の関与が可能、その他は内部統制。CEマーキングとEUデータベースへ
の登録。（第12章）

第50条（透明性義務）
第1項チャットボットの通知（提供者）、第2項合成コンテンツの機械判読可能な標識付け（提供者）、
第3項感情認識・生体分類の通知（配備者）、第4項ディープフェイク・公益テキストの開示（配備者）
、第5項時期・方法。第7項行動規範。2026年8月2日適用。（第4・6章）

第51条・第53条・第55条（汎用AIモデル） 
第51条システム的リスクの推定（10^25 FLOPs）。第53条基本義務（技術文書、下流への情報提供、 
著作権方針、訓練コンテンツの要旨）。第55条システム的リスク加重義務（評価・レッドチーム・事
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故報告・サイバーセキュリティ）。（第7・8・9章）

第99条（制裁金）
禁止違反は3,500万ユーロまたは全世界売上高の7%、その他の義務違反は1,500万ユーロまたは3%、
虚偽の情報提供は750万ユーロまたは1%。いずれか高い金額。（第2章）

第113条（発効と適用）
段階的適用日の根拠条文。（第3章）

関連EU法
Directive (EU) 2019/790 第4条第3項
テキスト・データマイニングに対する著作権者の権利保留。汎用AIモデルの著作権方針の根拠。（第8
章）

韓国AI基本法
第2条第4号（高影響AI）
生命・身体の安全・基本権に重大な影響を及ぼす、列挙された11の領域で使用される人工知能。（第
16章）

第31条（透明性確保義務）
高影響・生成型AIの使用事前通知、生成型AIの成果物表示、ディープフェイクの明確な認識に関する
通知。（第16章）

第32条（安全性確保義務）・第34条（高影響事業者の責務）
演算量基準以上のシステムのリスク管理、高影響事業者のリスク管理・説明・文書保存。（第16章）

第36条（国内代理人）
売上高・利用者基準を超える海外事業者の国内代理人の指定・届出。（第16章）
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